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は じ め に

平成 年中に県内で発生した人身交通事故は、 件で、これらの事故により 人

の尊い命が失われ、 人の方が負傷されました。

関係者をはじめ県民の真摯な取組みにより、交通事故発生件数および負傷者数は、

６年連続で減少し、死者数は昭和 年以降の過去 年間で最も少ない人数となりまし

た。

しかしながら、いまだ多くの尊い命が交通事故で失われ、交通情勢は依然として厳

しい状況となっています。

この交通安全実施計画は、交通安全対策基本法（昭和 年法律第 号）第 条第１

項の規定に基づき作成した、第 次滋賀県交通安全計画（平成 年度～平成 年度）

を的確に推進するため、平成 年度の県内における陸上交通の安全に関し、県および

国の指定地方行政機関等が実施する具体的な施策を定めたものです。

第 次滋賀県交通安全計画では、県民の安全と安心を確保し、真に豊かで活力ある

社会を構築し、人権尊重の理念に基づき究極的には、交通事故のない滋賀を目指すこ

とを基本理念とし、計画の最終年となる平成 年までに年間の交通事故死者数を 人

以下とするとともに死傷者数を 人以下という交通事故の総量を抑止することを

目指しています。

こうしたことから、第 次滋賀県交通安全計画の２年目である平成 年度は、引き

続き「交通事故のない滋賀」の実現に向けて確実に歩を進めるため、滋賀県交通安全

対策会議の構成員が相互に緊密な連携を図りながら、市町をはじめ関係機関・団体や

県民の皆様との協働のもとに、この実施計画に定めている各種の施策を着実に推進す

ることとしています。

滋賀県交通安全対策会議
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第 １ 部

平成２９年度交通安全実施計画



第１節 道路交通環境の整備

種 別 生活に密着した身近な道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の

整備

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

通学路緊急点検結果等を受け、危険箇所に対する対策等を実施し、安心安全な通学路

の確保を図る

２ 計画の内容

通学路緊急点検結果を受けて、下記の内容を実施する。

・通学路緊急点検による危険箇所への対策を実施する。

・公安委員会その他関係機関と連携した面的・総合的な対策を実施する。

種 別 生活に密着した身近な道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の

整備

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

平成 年度に全市町が策定した通学路交通安全プログラムに基づいた点検、対策、検

証、改善（ サイクル）を回すことにより、通学路の安全確保を推進する。

また、歩道を設置している県管理道路を対象に、職員が年に１回程度自転車パトロー

ルを行い、通常行っているパトロールでは見つけられない危険箇所を発見し、不具合が

あれば速やかに修繕を行う。

２ 計画の内容

・通学路交通安全プログラムによる対策箇所について対策を行う。

・自転車パトロールについては、年１回程度実施する。

種 別 生活に密着した身近な道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の

整備

実施機関 警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

第１章 道路交通の安全
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 生活に密着した身近な道路の安全対策の推進   
通学路等における交通安全の確保

高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備

２ 計画の内容

生活に密着した身近な道路の安全対策の推進

ア 生活道路空間における「ゾーン 」の整備

イ 高輝度標識等見やすく、分かりやすい道路標識・道路標示の整備

ウ 信号灯器のＬＥＤ化の整備

エ バリアフリー法に基づき生活関連道路を中心に視覚障害者用付加装置等の音響

式信号機の改良・整備や維持管理

通学路等における交通安全の確保

ア 通学路の合同点検の実施

イ 押しボタン式等信号機の改良・整備と維持管理

ウ 歩行者用灯器の的確な整備と維持管理

高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備

ア 視覚障害者用付加装置等の音響式信号機の改良・整備や維持管理

イ 高輝度標識の整備

ウ 信号灯器のＬＥＤ化の整備

種 別 高速道路の更なる活用促進による生活に密着した身近な道路等との機能分化

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

生活に密着した身近な道路等への通過交通を減少させるため、高規格幹線道路等の整

備を推進する。

２ 計画の内容

高規格幹線道路等整備事業 （単位：千円）

補助事業

箇所 事業費

高規格幹線道路等整備事業

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

事故ゼロプラン、事故危険箇所対策を推進する。

道路交通渋滞の緩和、交通安全の確保を図るため、適切に機能分担された道路網の

整備を推進する。

２ 計画の内容

 交通事故分析の充実および事故対策ノウハウの蓄積・活用を行う。

・道路交通環境安全推進連絡会議を活用し、警察その他関係機関や学識経験者も
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 生活に密着した身近な道路の安全対策の推進   
通学路等における交通安全の確保

高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備

２ 計画の内容

生活に密着した身近な道路の安全対策の推進

ア 生活道路空間における「ゾーン 」の整備

イ 高輝度標識等見やすく、分かりやすい道路標識・道路標示の整備

ウ 信号灯器のＬＥＤ化の整備

エ バリアフリー法に基づき生活関連道路を中心に視覚障害者用付加装置等の音響

式信号機の改良・整備や維持管理

通学路等における交通安全の確保

ア 通学路の合同点検の実施

イ 押しボタン式等信号機の改良・整備と維持管理

ウ 歩行者用灯器の的確な整備と維持管理

高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備

ア 視覚障害者用付加装置等の音響式信号機の改良・整備や維持管理

イ 高輝度標識の整備

ウ 信号灯器のＬＥＤ化の整備

種 別 高速道路の更なる活用促進による生活に密着した身近な道路等との機能分化

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

生活に密着した身近な道路等への通過交通を減少させるため、高規格幹線道路等の整

備を推進する。

２ 計画の内容

高規格幹線道路等整備事業 （単位：千円）

補助事業

箇所 事業費

高規格幹線道路等整備事業

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

事故ゼロプラン、事故危険箇所対策を推進する。

道路交通渋滞の緩和、交通安全の確保を図るため、適切に機能分担された道路網の

整備を推進する。

２ 計画の内容

 交通事故分析の充実および事故対策ノウハウの蓄積・活用を行う。

・道路交通環境安全推進連絡会議を活用し、警察その他関係機関や学識経験者も

交えた事故調査および分析体制の強化を図る。

・事故危険箇所の中から３箇所程度を選定し、対策を立案する。

・過年度に対策を実施した事故危険箇所等について、対策の効果検証を多面的に

実施し、その後の状況を把握するとともに、対策完了の判断および更なる対策の

必要性について検討を行う。

バイパス等の整備を進め、市街地における道路の著しい混雑、交通事故の防止、

通過交通車両の削減と分散を図る。

・一般国道１号

水口道路、栗東水口道路Ⅰ、栗東水口道路Ⅱの事業継続

・一般国道８号

塩津バイパス、米原バイパス、野洲栗東バイパス、米原貨物ターミナルの事

業継続

・一般国道１６１号

湖北バイパス、小松拡幅、湖西道路（真野～坂本北）４車線化の事業継続

・一般国道３０７号

信楽道路の事業継続

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

 事故危険箇所対策の推進  
幹線道路における適正な交通規制

高度情報技術を活用したシステムの構築

交通安全施設等の高度化

２ 計画の内容

事故危険箇所対策の推進

交通量等の交通状況を十分調査検討し、真に必要な交通規制の整備を推進

幹線道路のおける適正な交通規制

交通量等の道路環境の実態をよく勘案し、速度規制と追い越しのための右側部分はみ出

し通行禁止規制の見直しを推進

 高度情報技術を活用したシステムの構築

光ビーコンの高度化更新を推進

交通安全施設等の高度化

交通実態に合った信号制御の見直しと信号灯器のＬＥＤ化の推進

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

道路改築事業の実施にあたっては、必要に応じ県の道路構造令や滋賀県歩道整備マニ

ュアルに基づいて車両と歩行者との通行空間の分離を図る。

２ 計画の内容
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道路の改築による道路交通環境の整備

〔 補助事業 〕 （単位：千円）

事 業 区 分
国 道 地 方 道

事業量 事 業 費 事業量 事 業 費

補助道路整備事業 改築 箇所

＊補助道路整備事業の箇所数は重複箇所あり

〔 単独事業 〕

単独道路改築事業（改築） 千円

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

１ 計画の実施方針および重点

高速自動車国道における事故防止対策の推進

２ 計画の内容

安全性・快適性の向上、環境保全対策、情報提供の高度化など、多様化するニーズへの対

応のため、５月 日から５月 日（５月 日６時から 日 時までを除く） 日間名神集中

工事を実施する。

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

交通事故の発生を抑止するため、交通安全を確保する必要がある道路を対象に整備を

図る。

歩行者および自転車利用者の安全確保や高齢者・障害者等の社会参加を支援するた

め、十分な幅を確保した歩道等の整備に努める。

事故危険箇所等の安全対策を積極的に進める。

安全かつ円滑な自動車交通を確保するため､ 交通事故の集中する交差点の改良、疲

労運転に伴う事故防止のための簡易パーキング等の整備を進める。

夜間事故防止対策として道路照明灯の整備を進める。

交通安全確保のため、防護柵、転落防止柵等の整備を進める。

２ 計画の内容

交通安全施設等整備事業

（単位：千円）

工種
補助事業 単独事業

箇所 事業費 箇所 事業費

歩道

自転車歩行者道

交差点改良
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道路の改築による道路交通環境の整備

〔 補助事業 〕 （単位：千円）

事 業 区 分
国 道 地 方 道

事業量 事 業 費 事業量 事 業 費

補助道路整備事業 改築 箇所

＊補助道路整備事業の箇所数は重複箇所あり

〔 単独事業 〕

単独道路改築事業（改築） 千円

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

１ 計画の実施方針および重点

高速自動車国道における事故防止対策の推進

２ 計画の内容

安全性・快適性の向上、環境保全対策、情報提供の高度化など、多様化するニーズへの対

応のため、５月 日から５月 日（５月 日６時から 日 時までを除く） 日間名神集中

工事を実施する。

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

交通事故の発生を抑止するため、交通安全を確保する必要がある道路を対象に整備を

図る。

歩行者および自転車利用者の安全確保や高齢者・障害者等の社会参加を支援するた

め、十分な幅を確保した歩道等の整備に努める。

事故危険箇所等の安全対策を積極的に進める。

安全かつ円滑な自動車交通を確保するため､ 交通事故の集中する交差点の改良、疲

労運転に伴う事故防止のための簡易パーキング等の整備を進める。

夜間事故防止対策として道路照明灯の整備を進める。

交通安全確保のため、防護柵、転落防止柵等の整備を進める。

２ 計画の内容

交通安全施設等整備事業

（単位：千円）

工種
補助事業 単独事業

箇所 事業費 箇所 事業費

歩道

自転車歩行者道

交差点改良

その他（道路照明灯

・防護柵等）

合計

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 土木交通部都市計画課

１ 計画の実施方針および重点

市街地における道路混雑解消と交通事故防止を図り、自転車や歩行者の安全を確保す

るため、都市計画道路の整備を推進する。

２ 計画の内容

都市計画街路事業 （単位：千円）

種 別 箇所数 事 業 費

県 事 業 箇所

市 町 事 業 箇所

合 計 箇所

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 農政水産部耕地課

１ 計画の実施方針および重点

県営事業および団体営事業により実施する農道や農業集落道路等における交通事故防

止のため、交通安全対策等の整備を行う。

２ 計画の内容

交通安全施設等整備事業 （単位：千円）

工 種 単位
県 営 事 業 団 体 営 事 業

事業量 事 業 費 事業量 事 業 費

防 護 柵 ｍ

道 路 標 識 基

区 画 線 ｍ

反 射 誘 導 標 基

反 射 鏡 基

防 犯 灯 本

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

 交通安全施設等の戦略的維持管理
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 歩行者・自転車対策および生活に密着した身近な道路等対策の推進  
幹線道路の安全と円滑化対策の推進

Ｓの推進による安全で快適な道路交通環境の実現

 道路環境整備への住民参加の促進

２ 計画の内容

事 業 事業量 予算（千円）

補
助
事
業

交通管制

端末対応設置費

制御機更新 基

情報収集装置 式

監視用テレビ更新 基

交通情報板更新 基

信号機

更新 基

改良 基

信号灯器改良（ＬＥＤ化） 式

信号柱の更新 本

交通信号機調査委託費

道路標識（路側式） 本

道路標識（オーバーハング） 本

道路標示 横断歩道（高輝度）

道路標示 実線（高輝度）

標識標示調査委託費 本

交通管制中央装置リース料

補助事業合計

事 業 事業量 予算（千円）

県
単
独
事
業

信号機の新設

信号灯器の増灯等

移設費

交通信号機調査委託費

道路標識（路側式）

標識用照明

道路標識（オーバーハング更新）

道路標識（オーバーハング移設）

道路標示 横断歩道（高輝度）

道路標示 実線（高輝度）

標識標示調査委託費

県単独事業合計

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 滋賀国道事務所
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 歩行者・自転車対策および生活に密着した身近な道路等対策の推進  
幹線道路の安全と円滑化対策の推進

Ｓの推進による安全で快適な道路交通環境の実現

 道路環境整備への住民参加の促進

２ 計画の内容

事 業 事業量 予算（千円）

補
助
事
業

交通管制

端末対応設置費

制御機更新 基

情報収集装置 式

監視用テレビ更新 基

交通情報板更新 基

信号機

更新 基

改良 基

信号灯器改良（ＬＥＤ化） 式

信号柱の更新 本

交通信号機調査委託費

道路標識（路側式） 本

道路標識（オーバーハング） 本

道路標示 横断歩道（高輝度）

道路標示 実線（高輝度）

標識標示調査委託費 本

交通管制中央装置リース料

補助事業合計

事 業 事業量 予算（千円）

県
単
独
事
業

信号機の新設

信号灯器の増灯等

移設費

交通信号機調査委託費

道路標識（路側式）

標識用照明

道路標識（オーバーハング更新）

道路標識（オーバーハング移設）

道路標示 横断歩道（高輝度）

道路標示 実線（高輝度）

標識標示調査委託費

県単独事業合計

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

交通安全に資するため、交差点の立体化、右折レーンの整備等を行い、交差点改良

を推進することにより、交通容量の拡大を図り、交通の円滑化を推進し、自動車から

の二酸化炭素排出の抑止に努める。

滋賀県道路交通環境安全推進連絡会議を活用し、学識経験者のアドバイスを受けつ

つ施策の企画、評価、進行管理等に関して協議を行い、的確かつ着実に安全な道路交

通環境の実現を図る。

２ 計画の内容

（単位：百万円）

工 種 単 位 事業量 事 業 費

一
種
事
業

歩 道 等 （ ﾊﾞ ﾘ ｱ ﾌ ﾘ ｰ化 を 含 む ） 箇所

交 差 点 改 良 箇所

小 計

二
種
事
業

簡易ﾊﾟｰｷﾝｸﾞ 防災拠点化を含む

式

防 護 柵

道 路 標 識

情報機器（道路情報提供装置）

区 画 線

小 計

合 計

種 別 歩行者空間のバリアフリー化

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

主要な鉄道駅等を中心とする地区においては、高齢者や身体障がい者等に配慮した安

全で快適な歩行空間を確保するため、交通バリアフリー法に基づき、バリアフリー化さ

れた歩行空間ネットワークの整備を推進する。

２ 計画の内容

バリアフリー基本構想エリア等において、下記の内容を実施する。

・『高齢者・身体障がい者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関

する法律』に基づき、一定規模の旅客施設を中心とした地区において、道路等の

バリアフリー化を重点的・一体的に推進する。

種 別 歩行者空間のバリアフリー化

実施機関 警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

バリアフリー化に伴う安全・安心な歩行空間の整備と維持管理の推進を行う。

２ 計画の内容
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バリアフリー法に基づき生活関連道路を中心に視覚障害者用付加装置等の音響

式信号機の改良・整備や維持管理を行う。

種 別 歩行者空間のバリアフリー化

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

高齢者や障害者等を含めた全ての人が安全で安心して通行出来るよう、歩道のバリア

フリー化を推進する。

２ 計画の内容

歩行空間のバリアフリー化事業 （単位：千円）

工種
補助事業 単独事業

箇所 事業費 箇所 事業費

バリアフリー

種 別 無電柱化の推進

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

公共施設や商業ビルが建ち並び、人が集中する地域において、電線類の地中化による

無電柱化を進めることで、都市景観の向上を図る。

２ 計画の内容

電線類の地中化による無電柱化の推進

○無電柱化の推進

・国道１号本宮地区（大津市）、竜が丘地区（大津市）、大路地区（草津市）の

事業継続

種 別 無電柱化の推進

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

安全で快適な通行空間の確保、道路の防災性の向上、良好な景観の形成のため、第６

期滋賀県無電柱化推進計画に位置付けられている対策箇所の無電柱化を推進する。

２ 計画の内容

安全で快適な通行空間の確保のための無電柱化事業

（単位：千円）

工種
補助事業

箇所 事業費

無電柱化
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バリアフリー法に基づき生活関連道路を中心に視覚障害者用付加装置等の音響

式信号機の改良・整備や維持管理を行う。

種 別 歩行者空間のバリアフリー化

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

高齢者や障害者等を含めた全ての人が安全で安心して通行出来るよう、歩道のバリア

フリー化を推進する。

２ 計画の内容

歩行空間のバリアフリー化事業 （単位：千円）

工種
補助事業 単独事業

箇所 事業費 箇所 事業費

バリアフリー

種 別 無電柱化の推進

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

公共施設や商業ビルが建ち並び、人が集中する地域において、電線類の地中化による

無電柱化を進めることで、都市景観の向上を図る。

２ 計画の内容

電線類の地中化による無電柱化の推進

○無電柱化の推進

・国道１号本宮地区（大津市）、竜が丘地区（大津市）、大路地区（草津市）の

事業継続

種 別 無電柱化の推進

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

安全で快適な通行空間の確保、道路の防災性の向上、良好な景観の形成のため、第６

期滋賀県無電柱化推進計画に位置付けられている対策箇所の無電柱化を推進する。

２ 計画の内容

安全で快適な通行空間の確保のための無電柱化事業

（単位：千円）

工種
補助事業

箇所 事業費

無電柱化

種 別 効果的な交通規制の推進

実施機関 警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

速度規制の見直し

信号機の運用改善の推進

２ 計画の内容

 速度規制の見直し

交通実態にあった速度規制の見直しと速度抑止対策の推進

信号機の運用改善の推進

      信号をより守りやすくするための、交通実態を考慮して歩行者横断秒数の改善等を行う

など、運用改善に努める。

種 別 自転車利用環境の総合的整備

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

自転車と歩行者の錯綜を防止し、交通安全の向上を図る。

２ 計画の内容

国道１６１号高島市から大津市において、矢羽根の明示を行う。

種 別 自転車利用環境の総合的整備

実施機関 警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

自転車を安全且つ円滑に利用できる自転車利用環境の整備を行う。

２ 計画の内容

自転車走行空間ネットワークに伴う交通規制を行う。

種 別 自転車利用環境の総合的整備

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

自転車が安全かつ円滑に利用できるよう、かつ歩行者の通行に支障をきたすことの無

いよう、自転車走行空間の創出を推進する。

２ 計画の内容

自転車が安全かつ円滑に通行できるよう、路線の交通状況や自転車ネットワークを

総合的に考慮し、自転車歩行者道等による自転車走行空間の創出を推進する。
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種 別 高度道路交通システムの活用

実施機関 近畿総合通信局、警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

最先端の情報通信技術（ＩＣＴ）等を用いて、高度道路交通システム（ＩＴＳ）の構

築を推進する。

２ 計画の内容

道路交通情報通信システムの整備

安全で円滑な道路交通を確保するため、リアルタイムの渋滞情報、所要時間、規制情報

等の道路交通情報を提供するＶＩＣＳのの整備・拡充を推進する。 
また、より高度で詳細な道路高越情報の提供・収集のため、光ビーコンの高度化更新を

推進し、路線信号情報の提供および自動車走行履歴（プローブ）情報の収集を行い安全対

策に活用する。

新交通管理システムの推進

交通管理の適正化を図るため、光ビーコンの機能を活用した新交通管理システム（ＵＴ

ＭＳ）の構想に基づき安全・円滑な交通社会の実現を目指す。 

種 別 高度道路交通システムの活用

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

最先端の情報通信技術（ＩＣＴ）等を用いて、人と道路と車両とを一体のシステム

として構築し、安全性の向上を実現する。

２ 計画の内容

より高度で詳細な道路交通情報の収集・提供のため、自動車走行履歴 プローブ

の収集を行い、安全対策に活用する。

種 別 交通需要マネジメントの推進

実施機関 警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

交通管制機能の高度化と公共交通機関利用の促進による自動車利用の効率化を図る。

２ 計画の内容

 交通需要のピーク時間帯の交通量を軽減させるため、管制エリアの見直しと幹線道路に

おける光ビーコンの高度化更新を推進し、安全で円滑な自動車利用の効率化を図る。

公共機関の優位性を高めるため、公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）の導入を検討する

など、バスの定時性を高める工夫によりマイカーの利用転換の推進を図る。

種 別 交通需要マネジメントの推進

実施機関 中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

１ 計画の実施方針および重点

交通混雑期における交通集中の分散化
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種 別 高度道路交通システムの活用

実施機関 近畿総合通信局、警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

最先端の情報通信技術（ＩＣＴ）等を用いて、高度道路交通システム（ＩＴＳ）の構

築を推進する。

２ 計画の内容

道路交通情報通信システムの整備

安全で円滑な道路交通を確保するため、リアルタイムの渋滞情報、所要時間、規制情報

等の道路交通情報を提供するＶＩＣＳのの整備・拡充を推進する。 
また、より高度で詳細な道路高越情報の提供・収集のため、光ビーコンの高度化更新を

推進し、路線信号情報の提供および自動車走行履歴（プローブ）情報の収集を行い安全対

策に活用する。

新交通管理システムの推進

交通管理の適正化を図るため、光ビーコンの機能を活用した新交通管理システム（ＵＴ

ＭＳ）の構想に基づき安全・円滑な交通社会の実現を目指す。 

種 別 高度道路交通システムの活用

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

最先端の情報通信技術（ＩＣＴ）等を用いて、人と道路と車両とを一体のシステム

として構築し、安全性の向上を実現する。

２ 計画の内容

より高度で詳細な道路交通情報の収集・提供のため、自動車走行履歴 プローブ

の収集を行い、安全対策に活用する。

種 別 交通需要マネジメントの推進

実施機関 警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

交通管制機能の高度化と公共交通機関利用の促進による自動車利用の効率化を図る。

２ 計画の内容

 交通需要のピーク時間帯の交通量を軽減させるため、管制エリアの見直しと幹線道路に

おける光ビーコンの高度化更新を推進し、安全で円滑な自動車利用の効率化を図る。

公共機関の優位性を高めるため、公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）の導入を検討する

など、バスの定時性を高める工夫によりマイカーの利用転換の推進を図る。

種 別 交通需要マネジメントの推進

実施機関 中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

１ 計画の実施方針および重点

交通混雑期における交通集中の分散化

２ 計画の内容
ＧＷ、お盆、年末年始の交通混雑期において、休憩施設および料金所等に渋滞予測ガイ

ドを設置、また渋滞予測をホームページに掲載して交通の分散化を図る。

種 別 災害に備えた道路交通環境の整備

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

道路に沿って建ち並ぶ電柱・電線類の地中化を進めることにより、地震時における

電柱の倒壊を防止し、緊急輸送道路の機能向上や情報通信ネットワークの信頼性向上

等を図る。

地震等の災害発生時に『道の駅』が一時避難場所や救助復旧活動の拠点として活用

できるようの防災拠点化施設の整備を推進する。

災害時における安全な道路交通を確保するため、災害状況、交通規制等に関する情

報を提供する既存ＩＴ設備の有効活用を図る。

地震、豪雨、豪雪等の災害が発生した場合においても安全で安心な生活を支える道

路交通の確保のため、既存ＩＴ設備の信頼性向上を図る。

２ 計画の内容

電線類の地中化を行う。

国道１号本宮地区（大津市）、竜が丘地区（大津市）、大路地区（草津市）の事業

継続

災害、危険箇所、交通規制等におけるＣＣＴＶの有効活用を図る。また、道路交通

情報システムを活用した積雪状況や規制情報の情報共有を図る。

老朽化にともなう障害が多発する機器について、全面的な改修を行い、機器動作の

安定性、信頼性向上を図る。

種 別 災害に備えた道路交通環境の整備

実施機関 警察本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

災害に強い交通安全施設等の整備

災害発生時における交通規制

災害発生時における情報提供の充実

２ 計画の内容

災害に強い交通安全施設等の整備・更新

      災害発生時に、信号機の柱の倒壊を防止するための信号柱をコンクリート柱から

鋼管柱に変更、更新する。

      緊急通行路を確保するため、主要交差点に設置された信号機電源付加装置の適切

な維持管理・更新を行い、必要な交差点への移設や整備を的確に推進する。

      災害時の交通情報システムが有効活用できるよう交通管制センターの機能の充実  
と交通流監視カメラや情報板など関連交通安全施設の的確な維持管理・更新を行う。

災害発生時における交通規制

      緊急車両等の交通ルートを確保するため、迅速かつ的確な交通規制が実施される
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ように関係団体と連携した実践的な交通規制訓練を実施する。

災害発生時における情報提供の充実

災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確に収集・分析

し、緊急交通路、緊急輸送道路等の確保および道路利用者等に対する道路交通情報の

提供等に資するため、交通監視カメラや車両感知器、交通情報板等の更新を行う。

種 別 災害に備えた道路交通環境の整備

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

阪神大震災、東日本大震災、熊本地震の震災や自然災害等を踏まえ、災害に強い安全

な道路づくりを目指す。

平成８年度道路防災総点検において落石崩壊等の危険があると認められた要対策箇所

で災害防除事業を実施する。

２ 計画の内容

災害発生等に備えた安全の確保 （単位：千円）

工 種
補 助 事 業

箇所数 事 業 費

災 害 防 除

種 別 総合的な駐車対策の推進

実施機関 警察本部交通指導課

１ 計画の実施方針および重点

違法駐車対策

放置駐車違反に対する取締り活動の強化と駐車秩序の確立

放置駐車違反となっている車両の使用者に対する責任追及

２ 計画の内容

違法駐車対策

放置駐車違反に対する取締り活動の強化と駐車秩序の確立

放置駐車違反となっている車両の使用者に対する責任追及と、放置車両の確認

と標章の取付けに関する事務（確認事務）の委託業務の導入から 年が経過し、

放置駐車車両の抑制および交通事故の減少など駐車実態が改善されてきたもの

と評価できる。

放置駐車対策は歩行者等の安全空間確保および交通の円滑等の良好な道路交通

環境の整備を確立するうえで重要であり、悪質性、危険性、迷惑性の高い違反に

重点を指向して、地域の実態に応じたメリハリを付けた取締りを実施するため

・駐車監視員活動ガイドラインの見直し

・地域の意見要望、駐車実態の把握

・交差点、横断歩道およびその周辺や交通量の多い路線での取締りの強化

を推進する。

放置駐車違反となっている車両の使用者に対する責任追及
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ように関係団体と連携した実践的な交通規制訓練を実施する。

災害発生時における情報提供の充実

災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確に収集・分析

し、緊急交通路、緊急輸送道路等の確保および道路利用者等に対する道路交通情報の

提供等に資するため、交通監視カメラや車両感知器、交通情報板等の更新を行う。

種 別 災害に備えた道路交通環境の整備

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

阪神大震災、東日本大震災、熊本地震の震災や自然災害等を踏まえ、災害に強い安全

な道路づくりを目指す。

平成８年度道路防災総点検において落石崩壊等の危険があると認められた要対策箇所

で災害防除事業を実施する。

２ 計画の内容

災害発生等に備えた安全の確保 （単位：千円）

工 種
補 助 事 業

箇所数 事 業 費

災 害 防 除

種 別 総合的な駐車対策の推進

実施機関 警察本部交通指導課

１ 計画の実施方針および重点

違法駐車対策

放置駐車違反に対する取締り活動の強化と駐車秩序の確立

放置駐車違反となっている車両の使用者に対する責任追及

２ 計画の内容

違法駐車対策

放置駐車違反に対する取締り活動の強化と駐車秩序の確立

放置駐車違反となっている車両の使用者に対する責任追及と、放置車両の確認

と標章の取付けに関する事務（確認事務）の委託業務の導入から 年が経過し、

放置駐車車両の抑制および交通事故の減少など駐車実態が改善されてきたもの

と評価できる。

放置駐車対策は歩行者等の安全空間確保および交通の円滑等の良好な道路交通

環境の整備を確立するうえで重要であり、悪質性、危険性、迷惑性の高い違反に

重点を指向して、地域の実態に応じたメリハリを付けた取締りを実施するため

・駐車監視員活動ガイドラインの見直し

・地域の意見要望、駐車実態の把握

・交差点、横断歩道およびその周辺や交通量の多い路線での取締りの強化

を推進する。

放置駐車違反となっている車両の使用者に対する責任追及

運転者の責任を追及できない放置車両について、使用者に対する責任追及とし

て

・週１回の定期的な訪問徴収活動の実施

・車検拒否制度と使用制限命令の確実な執行

・積極的な広報や効果的な街頭活動による駐車モラル向上の推進

を図る。

種 別 総合的な駐車対策の推進

実施機関 警察本部交通規制課、商工観光労働部中小企業支援課

１ 計画の実施方針および重点

きめ細かな駐車規制の推進

補助制度を活用した駐車場の整備の推進

２ 計画の内容

住民からの意見や要望を踏まえ、駐車車両の状況や道路の構造などを把握し、 地域

の交通実態等に応じた規制 緩和を実施する。

自治振興交付金（商店街基盤施設等整備事業）により商店街顧客専用駐車場の借地

料および共同駐車場の設置に対して支援を行う。

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 近畿総合通信局

１ 計画の実施方針および重点

道路利用者に対し必要な道路交通情報を提供することにより、安全かつ円滑な道路交

通を確保するため、道路情報提供装置等の整備による情報収集・提供体制の充実を図る。

情報収集・提供体制の充実

ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化

２ 計画の内容

情報収集・提供体制の充実

・中波カーラジオを活用した道路交通情報を提供する路側通信システムの適切な

運用を推進する。

・各種イベント会場周辺の交通安全確保等の有効な情報提供手段として、会場に

おける臨時の放送局の開設を推進する。

・コミュニティ放送局は、市町村の一部地域を対象に放送を行うＦＭ放送で、当

該地域に密着したきめ細やかな道路交通情報や商店街等の駐車場情報をリアル

タイムで提供できるため、円滑な交通の確保に寄与している。

滋賀県内では、平成２９年４月１日までに３局が開局し、今後も周波数事情が

許す限りの普及を図る。

ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化

交通の分散による交通渋滞の解消、交通の安全と円滑化を図るため、運転者に

渋滞状況等の道路交通情報を提供するＶＩＣＳやＩＴＳスポット等の整備・拡充

を推進する。

種 別 道路交通情報の充実
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実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

利用者サービスの向上を図るため、インターネット等広く普及している情報通信を

活用して即時に道路交通情報提供を行う利用者サービスの向上に努める。

分かりやすい道路交通環境の確保を行う。

２ 計画の内容

冬期積雪箇所ＣＣＴＶ画像のインターネット提供を継続して実施する。

主要な幹線道路の交差点および交差点付近において、ルート番号等を用いた案内

標識の設置の推進、案内標識の英語表記改善の推進により、国際化の進展への対応

に努める。

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 交通部交通規制課、

１ 計画の実施方針および重点

情報収集・提供体制の充実

ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化

２ 計画の内容

情報収集・提供体制の充実

多様化する道路利用者に対して、ニーズに即した交通情報を提供することにより心理的

なゆとりによる安全運転と経済的な運転を促進するため、光ビーコン、交通監視カメラ、

車両感知器、交通情報板等の高度化を図る。

ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化

対応した自動車に対して、信号交差点への到着時における信号灯火等に関する情報を事前

に提供することでゆとりのある運転を促し、急停止・急発進に伴う事故の防止を図るため

光ビーコンの高度化更新を推進する。

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

多様化するドライバーのニーズにこたえるとともに安全かつ円滑な道路交通を確保するた

め、道路情報提供装置の整備と提供体制の充実を図る。

２ 計画の内容

必要に応じ適切な箇所に道路情報提供装置の新設、あるいは既設設備の更新を行い

情報提供体制の充実を図る。

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

１ 計画の実施方針および重点

道路交通情報の充実
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実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

利用者サービスの向上を図るため、インターネット等広く普及している情報通信を

活用して即時に道路交通情報提供を行う利用者サービスの向上に努める。

分かりやすい道路交通環境の確保を行う。

２ 計画の内容

冬期積雪箇所ＣＣＴＶ画像のインターネット提供を継続して実施する。

主要な幹線道路の交差点および交差点付近において、ルート番号等を用いた案内

標識の設置の推進、案内標識の英語表記改善の推進により、国際化の進展への対応

に努める。

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 交通部交通規制課、

１ 計画の実施方針および重点

情報収集・提供体制の充実

ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化

２ 計画の内容

情報収集・提供体制の充実

多様化する道路利用者に対して、ニーズに即した交通情報を提供することにより心理的

なゆとりによる安全運転と経済的な運転を促進するため、光ビーコン、交通監視カメラ、

車両感知器、交通情報板等の高度化を図る。

ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化

対応した自動車に対して、信号交差点への到着時における信号灯火等に関する情報を事前

に提供することでゆとりのある運転を促し、急停止・急発進に伴う事故の防止を図るため

光ビーコンの高度化更新を推進する。

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

多様化するドライバーのニーズにこたえるとともに安全かつ円滑な道路交通を確保するた

め、道路情報提供装置の整備と提供体制の充実を図る。

２ 計画の内容

必要に応じ適切な箇所に道路情報提供装置の新設、あるいは既設設備の更新を行い

情報提供体制の充実を図る。

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

１ 計画の実施方針および重点

道路交通情報の充実

２ 計画の内容
道路利用者に対し必要な道路交通情報を提供することにより安全かつ円滑な道路交通を

確保するため、道路情報板、路側通信システム、交通情報携帯サイト（アイハイウェイ）

等により、情報提供体制の充実に努める。

また、お客様センターにて 時間体制でお客様の問い合わせに対応する。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

道路利用の適正化を推進するために、不法占用調査および指導、特殊車両の指導取締

を引き続き実施する。

２ 計画の内容

不法占用を調査し、適正化の指導を行う。

豊郷計量所において 回の特殊車両指導取締を行う。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 県警本部交通規制課

１ 計画の実施方針および重点

道路の使用および占用の適正化等

地域に応じた安全の確保

２ 計画の内容

道路の使用および占用の適正化等

道路の使用にあたっては、安全かつ円滑な道路交通を確保するよう適正な運用を

行う。

地域に応じた安全の確保

冬期の安全な道路交通を確保するため、気象・路面状況等を収集して、情報提供

を行う。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

道路の構造を保全し、または交通の危険を防止するため、道路が破損していたり、異

常気象等により被害が予想されたりする場合等には、道路法に基づき通行の禁止または

制限を行う。また、冬期の安全な道路交通を確保するため、気象、路面状況等の情報を

収集し、道路利用者に提供する。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 土木交通部都市計画課

１ 計画の実施方針および重点
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子どもの遊び場等の確保

路上遊戯等による子どもの交通事故防止を図るため、近隣公園、地区公園、運動公

園等の整備を推進する。

２ 計画の内容

（単位：千円）

種 別 箇 所 数 事 業 費

市

町

事

業

近 隣 公 園

地 区 公 園

総 合 公 園

運 動 公 園

県

事

業

都 市 公 園

計
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子どもの遊び場等の確保

路上遊戯等による子どもの交通事故防止を図るため、近隣公園、地区公園、運動公

園等の整備を推進する。

２ 計画の内容

（単位：千円）

種 別 箇 所 数 事 業 費

市

町

事

業

近 隣 公 園

地 区 公 園

総 合 公 園

運 動 公 園

県

事

業

都 市 公 園

計

第２節 交通安全思想の普及徹底

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 健康医療福祉部子ども・青少年局、土木交通部交通戦略課・警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔ア 幼児に対する交通安全教育〕

幼児交通安全クラブ（カンガルークラブ）の結成促進と育成の強化

指導者の育成と資質の向上

幼児に対する交通安全教育の教材の充実

幼児を持つ親を対象に学習の機会提供と指導の徹底

児童館および保育所等における交通安全指導の強化

２ 計画の内容

幼児交通安全クラブ（カンガルークラブ）の結成促進と育成の強化

就学前の幼児と母親を対象とした幼児交通安全クラブ（カンガルークラブ）の結成

を促進するとともに、既成クラブに対する育成指導を強化する。

指導者の育成と資質の向上

市町交通指導員、各クラブ指導者を対象に合同研修会を開催するほか、指導資料を

作成して資質の向上を図る。

幼児に対する交通安全教育の教材の充実

市町、幼児交通安全クラブ（カンガルークラブ）等を通じて、交通安全教育を効率

的に実施するためのビデオ、ＤＶＤおよび資料等を提供し、幼児に対する交通安全教

育を推進する。

幼児を持つ親を対象に学習の機会提供と指導の徹底

県が実施する幼児を持つ親を対象とする事業の中で、交通安全の重要性を指導する。

児童館および保育所等における交通安全指導の強化

日常の保育活動や遊びの中で、交通安全に関する注意力、事故防止等、幼児の交通

安全教育を推進する。

また、保育所の通所時および所外活動における安全確保等について、指導監査時や

通知等により要請する。

交通ルールや交通マナー等道路の安全な通行に必要な基本的な知識・技能を習得さ

せるため、幼稚園、保育所等と連携した交通安全教室等の実施に努める。

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 教育委員会事務局幼小中教育課、教育委員会事務局生涯学習課、教育委員会事

務局保健体育課、警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔イ 児童に対する交通安全教育〕

児童の発達段階に応じた交通安全教育の推進

児童に対する交通安全教育は、心身の発達段階や地域の実情に応じて、歩行者およ
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び自転車の利用者としての必要な技能と知識を習得させるとともに、道路における危

険を予測し、これを回避して安全に通行する意識および能力を高める。

交通安全教育に対する教職員の資質向上を図るための講習会の充実

児童の安全能力や態度の育成を図るための効果的な安全指導の実施

交通事故防止と管理・指導体制の確立

児童に対する啓発の推進

児童が交通ルールの順守等規範意識を高め、被害者にも加害者にもならないように

啓発を進める。特に、自転車による事故を防止するために、自転車運転のマナー指導

を進める。

２ 計画の内容

交通安全指導の充実

ア 交通安全教育は、学校教育活動全体を通じて指導することになっているが、特に、

教科「体育・保健体育」、学級活動（ホームルーム活動）および学校行事等の特別

活動、総合的な学習の時間、生活科等を中心とした指導の充実とその時間の確保に

努める。

イ 教職員の資質の向上を図るための研修会、講習会を開催する。

交通安全教育指導者講習会 平成２９年９月５日開催予定

ウ 歩行者および自転車の利用者として必要な技能・知識を習得させるとともに、道

路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識および能力を高

めるため、小学校と連携して、学校周辺等の道路の具体的な危険箇所を取り上げ関

心を持たせる工夫を凝らすなど効果的な交通安全教育の実施に努める。

交通安全管理指導体制の確立

ア 各学校における安全主任の設置と校務分掌における位置付け

イ 通学路の安全点検、危険箇所の整備

ウ 通学用自転車の点検整備の徹底

エ 校内研修の充実と交通安全指導体制の確立

オ ＰＴＡ、地域、関係団体との連携

児童に対する啓発の推進

ア 長期休業の前に「交通安全県民運動実施要綱」等を添付した「児童生徒の指

導・保護者への啓発等について」（通知）をすべての公立小学校に送付して、

その中で交通安全について児童・保護者への啓発を依頼し、児童が被害者にも

加害者にもならないようにする働きかけを行う。

イ「学校支援メニュー」に登録されている「安全」に関する「交通安全教室」等に

ついて、学校での活用促進を図り、マスコミ等への資料提供を積極的に行う。

ウ「しが学校支援メニューフェア」等の機会を通じた啓発の促進。

学校、ＰＴＡ等に対する「交通安全子供自転車大会」への参加要請

自転車損害賠償保険加入と自転車乗車時のヘルメット着用の推進

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 教育委員会事務局幼小中教育課、教育委員会事務局生涯学習課、教育委員会事

務局保健体育課、警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔ウ 中学生に対する交通安全教育〕
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び自転車の利用者としての必要な技能と知識を習得させるとともに、道路における危

険を予測し、これを回避して安全に通行する意識および能力を高める。

交通安全教育に対する教職員の資質向上を図るための講習会の充実

児童の安全能力や態度の育成を図るための効果的な安全指導の実施

交通事故防止と管理・指導体制の確立

児童に対する啓発の推進

児童が交通ルールの順守等規範意識を高め、被害者にも加害者にもならないように

啓発を進める。特に、自転車による事故を防止するために、自転車運転のマナー指導

を進める。

２ 計画の内容

交通安全指導の充実

ア 交通安全教育は、学校教育活動全体を通じて指導することになっているが、特に、

教科「体育・保健体育」、学級活動（ホームルーム活動）および学校行事等の特別

活動、総合的な学習の時間、生活科等を中心とした指導の充実とその時間の確保に

努める。

イ 教職員の資質の向上を図るための研修会、講習会を開催する。

交通安全教育指導者講習会 平成２９年９月５日開催予定

ウ 歩行者および自転車の利用者として必要な技能・知識を習得させるとともに、道

路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識および能力を高

めるため、小学校と連携して、学校周辺等の道路の具体的な危険箇所を取り上げ関

心を持たせる工夫を凝らすなど効果的な交通安全教育の実施に努める。

交通安全管理指導体制の確立

ア 各学校における安全主任の設置と校務分掌における位置付け

イ 通学路の安全点検、危険箇所の整備

ウ 通学用自転車の点検整備の徹底

エ 校内研修の充実と交通安全指導体制の確立

オ ＰＴＡ、地域、関係団体との連携

児童に対する啓発の推進

ア 長期休業の前に「交通安全県民運動実施要綱」等を添付した「児童生徒の指

導・保護者への啓発等について」（通知）をすべての公立小学校に送付して、

その中で交通安全について児童・保護者への啓発を依頼し、児童が被害者にも

加害者にもならないようにする働きかけを行う。

イ「学校支援メニュー」に登録されている「安全」に関する「交通安全教室」等に

ついて、学校での活用促進を図り、マスコミ等への資料提供を積極的に行う。

ウ「しが学校支援メニューフェア」等の機会を通じた啓発の促進。

学校、ＰＴＡ等に対する「交通安全子供自転車大会」への参加要請

自転車損害賠償保険加入と自転車乗車時のヘルメット着用の推進

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 教育委員会事務局幼小中教育課、教育委員会事務局生涯学習課、教育委員会事

務局保健体育課、警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔ウ 中学生に対する交通安全教育〕

生徒の発達段階に応じた交通安全教育の推進

中学生に対する交通安全教育は、心身の発達段階や地域の実情に応じて、日常生活

における交通安全に必要な事柄、特に、自転車で安全に道路を通行するために、必要

な技能と知識を十分に習得させるとともに、道路を通行する際は、思いやりをもって、

自己の安全ばかりでなく、他の人々の安全にも配慮できるようにする。

交通安全教育に対する教職員の資質向上を図るための講習会の充実

生徒の安全能力や態度の育成を図るための効果的な安全指導の実施

交通事故防止と管理指導体制の確立

生徒に対する啓発の推進

生徒が交通ルールの順守等規範意識を高め、被害者にも加害者にもならないように

啓発を進める。特に自転車による事故を防止するために、自転車運転のマナー指導を

進める。

２ 計画の内容

交通安全指導の充実

ア 交通安全教育は、学校教育活動全体を通じて指導することになっているが、特に、

教科「体育・保健体育」、学級活動（ホームルーム活動）および学校行事等の特別

活動、総合的な学習の時間等を中心とした指導の充実とその時間の確保に努める。

イ 教職員の資質の向上を図るための研修会、講習会を開催する。

交通安全教育指導者講習会 平成２９年９月５日開催予定

ウ 自転車で安全に道路を通行するために必要な技能・知識を習得させるとともに、

自己の安全だけでなく他人の安全にも配慮できるようにするため、中学校と連携し

た自転車教室等の実施に努める。

交通安全管理指導体制の確立

ア 各学校における安全主任の設置と校務分掌における位置付け

イ 通学路の安全点検、危険箇所の整備

ウ 通学用自転車の点検整備の徹底

エ 校内研修の充実と交通安全指導体制の確立

オ ＰＴＡ、地域、関係団体との連携

生徒に対する啓発の推進

ア 長期休業の前に「交通安全県民運動実施要綱」等を添付した「児童生徒の指

導・保護者への啓発等について」（通知）をすべての公立中学校に送付して、

その中で交通安全について生徒・保護者への啓発を依頼し、生徒が被害者にも

加害者にもならないようにする働きかけを行う。

関係機関との連携

ア 教育委員会、自治体に対する情報提供を行う。

イ 自転車乗車用ヘルメットの着用の推進および自転車安全利用五則の周知と被害軽

減効果の周知に努める。

ウ 交通事故を起こした場合の損害賠償、刑事罰の内容を取り入れた交通安全教育を

実施する。

エ 自転車損害賠償保険加入と自転車乗車時のヘルメット着用の推進

オ 「学校支援メニュー」に登録されている「安全」に関する「交通安全教室」等

について、学校での活用促進を図り、マスコミ等への資料提供を積極的に行う。

キ 「しが学校支援メニューフェア」等の機会を通じた啓発の促進。
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種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 教育委員会事務局幼小中教育課、教育委員会事務局生涯学習課、教育委員会事

務局保健体育課、警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔エ 高校生に対する交通安全教育〕

生徒の発達段階に応じた交通安全教育の推進

高校生に対する交通安全教育は、心身の発達段階や地域の実情に応じて、日常生活

における交通安全に必要な事柄、特に、自転車の利用者として安全に道路を通行する

ために、必要な技能と知識を習得させるとともに、交通社会の一員として交通ルール

を遵守し自他の生命を尊重するなど、責任をもって行動することができる健全な社会

人を育成する。

交通安全教育に対する教職員の資質向上を図るための講習会の充実

生徒の安全能力や態度を育てる効果的な安全指導の実施

交通事故防止と管理・指導体制の確立

生徒に対する啓発の推進

生徒が交通ルールの順守等規範意識を高め、被害者にも加害者にもならないよ

うに啓発を進める。特に自転車による事故を防止するために、自転車運転のマナ

ー指導を進める。また、滋賀県公立高等学校ＰＴＡ連合会からの要請を受けて、

連携して「３＋１ない運動」を進め、自動二輪車等の事故防止に努める。

視聴覚教材の活用による効果的な交通教育の推進

２ 計画の内容

交通安全教育の充実

ア 交通安全教育は、学校教育活動全体を通じて指導することになっているが、特に、

教科「体育・保健体育」、学級活動（ホームルーム活動）および学校行事等の特別

活動、総合的な学習の時間等を中心とした指導の充実とその時間の確保に努める。

イ 教職員の資質の向上を図るための研修会、講習会を開催する。

交通安全教育指導者講習会 平成２９年９月５日開催予定

ウ 自転車の利用者として必要な知識を習得させるとともに、交通社会の一員として

の責任を持った行動ができるよう、高校と連携した自転車教室に努める。

交通安全管理指導体制の確立

ア 各学校における安全主任の設置と校務分掌における位置付け

イ 通学路の安全点検、危険箇所の整備

ウ 通学用自転車の点検整備の徹底

エ 校内研修の充実と交通安全指導体制の確立

オ ＰＴＡ、地域、関係団体との連携

生徒に対する啓発の推進

ア 長期休業の前に「交通安全県民運動実施要綱」等を添付した「児童生徒の指導・

保護者への啓発等について」（通知）をすべての県立高等学校に送付して、その中

で交通安全について生徒・保護者への啓発を依頼し、生徒が被害者にも加害者にも

ならないようにする働きかけを行う。

関係機関との連携

ア 教育委員会、自治体に対する情報提供を行う。

イ 自転車の賠償責任保険の普及促進に努める。

ウ 交通事故を起こした場合の損害賠償、刑事罰の内容を取り入れた交通安全教育
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種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 教育委員会事務局幼小中教育課、教育委員会事務局生涯学習課、教育委員会事

務局保健体育課、警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔エ 高校生に対する交通安全教育〕

生徒の発達段階に応じた交通安全教育の推進

高校生に対する交通安全教育は、心身の発達段階や地域の実情に応じて、日常生活

における交通安全に必要な事柄、特に、自転車の利用者として安全に道路を通行する

ために、必要な技能と知識を習得させるとともに、交通社会の一員として交通ルール

を遵守し自他の生命を尊重するなど、責任をもって行動することができる健全な社会

人を育成する。

交通安全教育に対する教職員の資質向上を図るための講習会の充実

生徒の安全能力や態度を育てる効果的な安全指導の実施

交通事故防止と管理・指導体制の確立

生徒に対する啓発の推進

生徒が交通ルールの順守等規範意識を高め、被害者にも加害者にもならないよ

うに啓発を進める。特に自転車による事故を防止するために、自転車運転のマナ

ー指導を進める。また、滋賀県公立高等学校ＰＴＡ連合会からの要請を受けて、

連携して「３＋１ない運動」を進め、自動二輪車等の事故防止に努める。

視聴覚教材の活用による効果的な交通教育の推進

２ 計画の内容

交通安全教育の充実

ア 交通安全教育は、学校教育活動全体を通じて指導することになっているが、特に、

教科「体育・保健体育」、学級活動（ホームルーム活動）および学校行事等の特別

活動、総合的な学習の時間等を中心とした指導の充実とその時間の確保に努める。

イ 教職員の資質の向上を図るための研修会、講習会を開催する。

交通安全教育指導者講習会 平成２９年９月５日開催予定

ウ 自転車の利用者として必要な知識を習得させるとともに、交通社会の一員として

の責任を持った行動ができるよう、高校と連携した自転車教室に努める。

交通安全管理指導体制の確立

ア 各学校における安全主任の設置と校務分掌における位置付け

イ 通学路の安全点検、危険箇所の整備

ウ 通学用自転車の点検整備の徹底

エ 校内研修の充実と交通安全指導体制の確立

オ ＰＴＡ、地域、関係団体との連携

生徒に対する啓発の推進

ア 長期休業の前に「交通安全県民運動実施要綱」等を添付した「児童生徒の指導・

保護者への啓発等について」（通知）をすべての県立高等学校に送付して、その中

で交通安全について生徒・保護者への啓発を依頼し、生徒が被害者にも加害者にも

ならないようにする働きかけを行う。

関係機関との連携

ア 教育委員会、自治体に対する情報提供を行う。

イ 自転車の賠償責任保険の普及促進に努める。

ウ 交通事故を起こした場合の損害賠償、刑事罰の内容を取り入れた交通安全教育

を実施

エ 近い将来、運転免許等を取得することが予想されることから、免許取得前の教

育としての性格を重視し、危険な飲酒運転等の交通違反を許さないという意識の

醸成をはじめとする交通安全教育を行う。

オ 「学校支援メニュー」に登録されている「安全」に関する「交通安全教室」等

について、学校での活用促進を図り、マスコミ等への資料提供を積極的に行う。

カ 「しが学校支援メニューフェア」等の機会を通じた啓発の促進。

キ 自転車損害賠償保険加入と自転車乗車時のヘルメット着用の推進

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課、教育委員会事務局生涯学習課

１ 計画の実施方針および重点

〔オ 成人に対する交通安全教育〕

あらゆる機会を利用しての交通安全教育の推進

関係団体等に対する交通安全の呼びかけ

関係機関・団体等に対する交通安全活動の指導強化

効果的な交通安全教育の推進

２ 計画の内容

あらゆる機会を利用しての交通安全教育の推進

県が実施する研修会等において交通安全に対する認識を深めるように呼びかける。

関係団体等に対する交通安全の呼びかけ

関係機関・団体等において、幼児から高齢者に至るまでの年齢層、道路利用形態別

に応じた交通安全教育が推進されるよう呼びかける。

関係機関・団体等に対する交通安全活動の指導強化

関係機関・団体等において、幼児から高齢者に至るまでの年齢層、道路の利用形態

別に応じた交通安全教育が総合的、組織的に行われるよう指導を強化するとともに、

交通安全に関する資料の提供など積極的な支援を行う。

効果的な交通安全教育の推進

ア 対象別に、より交通実態に即した実践的な交通安全教育を継続的に推進する。

イ 関係機関・団体等との連携による計画的な交通安全教育を推進する。

ウ 成人から高齢者に至るまでの段階的に創意工夫した交通安全教育を実施する。

エ 県、市町、学校、関係民間団体および家庭が互いに連携を図る。

オ 指導者の育成、教材等の充実、参加・体験・実践型の教育の普及を図る。

カ 運転者教育に関しては、安全運転意識の醸成および危険予測・回避能力の向上を

図る観点から、免許取得前教育、免許取得時教育、免許取得後の再教育の充実を図

る。

キ 「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」の周知と正しい自転車

の乗り方、マナーの徹底および自転車の損害責任保険の普及促進を図る。

ク 事業所主体による自動車および自転車安全教育の支援

ケ 講習は、安全運転に必要な技能・技術および危険予測・回避能力に関する講習、

交通事故被害者の心情等、交通事故の悲惨さを理解させる講習、交通安全意識・交

通マナーの向上および交通ルールを遵守させるための講習等を行う。

コ 自動車等の安全運転の確保の観点から、免許取得時および免許取得後の運転者の
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教育を中心として行うほか、社会人、大学生等に対する交通安全教育の充実に努め

る。

サ 視聴覚ライブラリー（しが生涯学習スクエア）において、交通安全や自転車の

正しい乗り方に関する教材を整備・貸出。

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課、健康医療福祉部医療福祉推進課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔カ 高齢者に対する交通安全教育〕

滋賀県レイカディア大学の取り組み（医療福祉推進課）

老人クラブ等の関係団体を通じた取り組みの強化（医療福祉推進課）

高齢者のための実践的な交通安全教育の推進 交通戦略課）

あわない・起こさないシルバー無事故運動の実施（交通戦略課）

参加・体験・実践型交通安全教育の推進（交通企画課、交通戦略課）

民間の交通安全教育チームによる交通安全教室、訪問指導活動の実施（交通企画課、

交通戦略課）

２ 計画の内容

滋賀県レイカディア大学の取り組み

「高齢者の交通事故防止」をレイカディア大学必修講座として開講し、「自分の身

は自分で守る」という意識を高めるとともに交通安全思想の普及を図る。

講座名「高齢者の交通安全」

時間数：草津校・米原校それぞれ２時間

老人クラブ等の関係団体を通じた取り組みの強化

ア 県老人クラブ連合会が開催する滋賀県老人クラブ大会や各種研修会等において、

高齢者の交通事故防止について啓発して会員の意識高揚を図るとともに、各市町の

老人クラブ連合会等での積極的な交通安全研修会の実施につなげていく。

イ 県老人クラブ連合会が発行している広報紙「いきいき近江」等を活用し交通安全

県民運動の関連記事等を紹介する等、注意喚起するとともに、安全意識の高揚に向

けて広報活動を実施する。

高齢者のための実践的な交通安全教育の推進

高齢者に対して実地体験を交えた交通安全教室が実施できる交通安全指導員を養成

する。

また、高齢者の交通安全教育指導員によって地域の高齢者を対象とした実地体験学

習事業が開催されるよう支援する。

あわない・起こさないシルバー無事故運動の実施

高齢者自らが交通事故防止活動に積極的に参画し、地域ぐるみで交通安全意識を高

めることにより交通事故防止を図るため、７月から 月までの４ヶ月間、無事故運動

を実施する。

参加・体験・実践型交通安全教育の推進

高齢者に対しては、加齢に伴って生ずる身体機能の変化が道路における交通行動に

及ぼす影響や走行車両の直前直後横断等の高齢歩行者による法令違反に起因する死亡

事故が多いことを理解させるよう努める。

運転免許を保有していないなど交通安全教育を受ける機会が少なく、交通ルール等

− 22 −



教育を中心として行うほか、社会人、大学生等に対する交通安全教育の充実に努め

る。

サ 視聴覚ライブラリー（しが生涯学習スクエア）において、交通安全や自転車の

正しい乗り方に関する教材を整備・貸出。

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課、健康医療福祉部医療福祉推進課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔カ 高齢者に対する交通安全教育〕

滋賀県レイカディア大学の取り組み（医療福祉推進課）

老人クラブ等の関係団体を通じた取り組みの強化（医療福祉推進課）

高齢者のための実践的な交通安全教育の推進 交通戦略課）

あわない・起こさないシルバー無事故運動の実施（交通戦略課）

参加・体験・実践型交通安全教育の推進（交通企画課、交通戦略課）

民間の交通安全教育チームによる交通安全教室、訪問指導活動の実施（交通企画課、

交通戦略課）

２ 計画の内容

滋賀県レイカディア大学の取り組み

「高齢者の交通事故防止」をレイカディア大学必修講座として開講し、「自分の身

は自分で守る」という意識を高めるとともに交通安全思想の普及を図る。

講座名「高齢者の交通安全」

時間数：草津校・米原校それぞれ２時間

老人クラブ等の関係団体を通じた取り組みの強化

ア 県老人クラブ連合会が開催する滋賀県老人クラブ大会や各種研修会等において、

高齢者の交通事故防止について啓発して会員の意識高揚を図るとともに、各市町の

老人クラブ連合会等での積極的な交通安全研修会の実施につなげていく。

イ 県老人クラブ連合会が発行している広報紙「いきいき近江」等を活用し交通安全

県民運動の関連記事等を紹介する等、注意喚起するとともに、安全意識の高揚に向

けて広報活動を実施する。

高齢者のための実践的な交通安全教育の推進

高齢者に対して実地体験を交えた交通安全教室が実施できる交通安全指導員を養成

する。

また、高齢者の交通安全教育指導員によって地域の高齢者を対象とした実地体験学

習事業が開催されるよう支援する。

あわない・起こさないシルバー無事故運動の実施

高齢者自らが交通事故防止活動に積極的に参画し、地域ぐるみで交通安全意識を高

めることにより交通事故防止を図るため、７月から 月までの４ヶ月間、無事故運動

を実施する。

参加・体験・実践型交通安全教育の推進

高齢者に対しては、加齢に伴って生ずる身体機能の変化が道路における交通行動に

及ぼす影響や走行車両の直前直後横断等の高齢歩行者による法令違反に起因する死亡

事故が多いことを理解させるよう努める。

運転免許を保有していないなど交通安全教育を受ける機会が少なく、交通ルール等

に関する理解が十分でない者に対しては、歩行者および自転車利用者の心得や、運転

者側から見た歩行者の危険行動等について理解させる。

高齢運転者に対しては、安全な運転に必要な技能・知識を再確認させるため、通行

の態様に応じた参加・体験・実践型の講習会の実施に努める。

民間の交通安全教育チームによる交通安全教室、訪問指導活動の実施

交通安全団体の女性を中心に組織された民間の交通安全教育チームによるオリジナ

ルの交通安全教室の開催や、各地域において交通安全教育の受講機会が少ない高齢者

を重点とした家庭訪問を実施し、事故実態に応じた具体的な個別指導・助言を行い、

交通安全啓発パンフレット、反射材用品等を配付する。

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課、健康医療福祉部障害福祉課

１ 計画の実施方針および重点

〔キ 障害者に対する交通安全教育〕

障害者に対する実践的な交通安全教育の推進

２ 計画の内容

障害者に対する実践的な交通安全教育の推進

障害者等に対する生活訓練の一環として、歩行訓練、体験会の開催など、関係機関・団

体等と連携し、実践的な交通安全教育を実施する。

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔ク 外国人に対する交通安全教育〕

外国人に対する効果的な交通安全教育の推進

２ 計画の内容

雇用者に対して、外国人向けの資料等を積極的に提供し、日本の交通ルールに関する

知識の普及を図る。

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔ケ 自転車利用者に対する交通安全教育〕

自転車安全利用指導員による自転車の安全で適正な利用に向けた交通安全教育および

広報啓発活動を行う。

２ 計画の内容

・知事より委嘱を受けた「自転車安全利用指導員」が、県内の幼稚園、小学校、中学

校、高等学校、大学、企業等で自転車交通安全教室の実施、街頭等における自転車条

例の周知を呼びかける啓発および自転車安全利用の指導の実施等を行う。
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・学校、教育委員会等との連携を強化して、児童・生徒に対する自転車安全教育を強

力に推進する。

スタントマンによる事故の再現や自転車シミュレーターの活用等による参加・体験

・実践型の自転車教室を開催するなど、教育内容の充実を図る。

種 別 効果的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

自転車の交通安全教育の充実

２ 計画の内容

・子どもの自転車の安全利用を推進するため、学校における自転車安全教育の充実

と「子供自転車大会」への積極的な参加要請を行う。

・小学校、中学校および高等学校等の教育機関における自主的な自転車安全教育の

実施や警察と連携した自転車教室の授業等への組込みについて、教育委員会や各学

校に強く要請する。

・ルールを守らなかった場合の罰則や事故発生リスク、事故の加害者になった場合

の責任の重大性および損害賠償責任保険等への加入の必要性について理解させるた

め、具体的な事故・損害賠償事例を示すなど、効果的な活動となるよう工夫する。

・被害軽減対策として、幼児・児童およびその保護者はもちろんのこと、広く自転

車利用者にヘルメットおよび幼児を自動車に乗車させる場合のシートベルトの着用

を促すため、映像や資料等を活用した効果的な活動を推進する。

種 別 効果的な交通安全教育の推進

実施機関 土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

高齢者の交通安全指導員養成事業

２ 計画の内容

高齢者の交通安全指導員養成事業

指導員養成委託 クレフィール湖東交通安全研修所 人

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 土木交通部交通戦略課、警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔ア 交通安全県民総ぐるみ運動の推進〕

交通安全県民総ぐるみ運動の効果的な推進

近江路交通マナーアップ運動の実施

ハイビーム切替え運動の実施

前照灯早め点灯運動の実施

自転車安全利用の推進
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・学校、教育委員会等との連携を強化して、児童・生徒に対する自転車安全教育を強

力に推進する。

スタントマンによる事故の再現や自転車シミュレーターの活用等による参加・体験

・実践型の自転車教室を開催するなど、教育内容の充実を図る。

種 別 効果的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

自転車の交通安全教育の充実

２ 計画の内容

・子どもの自転車の安全利用を推進するため、学校における自転車安全教育の充実

と「子供自転車大会」への積極的な参加要請を行う。

・小学校、中学校および高等学校等の教育機関における自主的な自転車安全教育の

実施や警察と連携した自転車教室の授業等への組込みについて、教育委員会や各学

校に強く要請する。

・ルールを守らなかった場合の罰則や事故発生リスク、事故の加害者になった場合

の責任の重大性および損害賠償責任保険等への加入の必要性について理解させるた

め、具体的な事故・損害賠償事例を示すなど、効果的な活動となるよう工夫する。

・被害軽減対策として、幼児・児童およびその保護者はもちろんのこと、広く自転

車利用者にヘルメットおよび幼児を自動車に乗車させる場合のシートベルトの着用

を促すため、映像や資料等を活用した効果的な活動を推進する。

種 別 効果的な交通安全教育の推進

実施機関 土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

高齢者の交通安全指導員養成事業

２ 計画の内容

高齢者の交通安全指導員養成事業

指導員養成委託 クレフィール湖東交通安全研修所 人

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 土木交通部交通戦略課、警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔ア 交通安全県民総ぐるみ運動の推進〕

交通安全県民総ぐるみ運動の効果的な推進

近江路交通マナーアップ運動の実施

ハイビーム切替え運動の実施

前照灯早め点灯運動の実施

自転車安全利用の推進

２ 計画の内容

交通安全県民総ぐるみ運動の効果的な推進

春・秋の全国交通安全運動のほか、夏期、年末等交通事故が多発する時期に運動を

強力に推進する。

なお、実施に当たっては、より多くの県民が自発的に参加し、地域ぐるみの運動と

して展開されるよう推進体制を確立するとともに、関係機関・団体の主体的活動を促

進し、効果的な推進に努める。

ア 年間を通じて実施する強調日（月）

・交通安全啓発日 毎月１日※

・自転車安全利用日 毎月１日※

・近畿交通安全日 毎月 日

・高齢者交通安全の日 毎月 日

・シ－トベルト・チャイルドシート着用啓発日 毎月 日※

・近江路交通マナーアップ啓発日 毎月 日※

・ノーマイカーデー 公共交通機関利用促進日） 毎週金曜日

・飲酒運転根絶啓発日 毎月第４金曜日

・飲酒運転について考える日 毎月第４金曜日

・交通死亡事故ゼロを目指す日 ５月 日・９月 日

・自転車安全利用月間 ５月（１か月）

（※ ただし、実施日が土日祝日に当たる場合は次の平日に当たる日とする）

イ 期間を定めて実施する運動

運 動 名 期 間

春 の 全 国 交 通 安 全 運 動 月 日（木）～ 月 日（土）

夏 の 交 通 安 全 県 民 運 動 月 日（土）～ 月 日（月）

秋 の 全 国 交 通 安 全 運 動 月 日（木）～ 月 日（土）

年 末 の 交 通 安 全 県 民 運 動 月 日（金）～ 月 日（日）

新入学（園）児と高齢者の交通事故防止運動
平成 年 月 日（木）～

月 日（日）

近江路交通マナーアップ運動の実施

滋賀県内の幹線道路および主要路線において、関係機関と連携して道路利用者に対

し、前照灯の早めの点灯や後部座席を含めた全席シートベルトの着用、自転車の安全

利用など、交通法令の遵守や交通マナーの実践を街頭や個別機関、団体等で呼びかけ

を行い、交通事故総量と交通事故死者数が減少するよう交通安全県民総ぐるみ運動と

して実施する。

運動実施日：県下一斉街頭啓発日… 月 日・ 月 日

通常月の啓発日…原則として毎月 日

実 施 時 間：県下一斉街頭啓発日…夕暮の時間帯を中心に概ね 時間

通常月の啓発日…各機関・団体の実情に応じ実施

ハイビーム切替え運動の実施

夜間における歩行者、自転車事故を防止するため、他の車両等の交通を妨げるおそ

れのない時は、前照灯をこまめにハイビームに切り替えることによりドライバーの視

認性を確保し、交通事故の抑止と重大事故の防止することを交通安全県民総ぐるみ運

動として実施する。

運動の期間：平成 年４月１日から平成 年３月 日まで

前照灯早め点灯運動の実施
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特に夕暮れ時は、車両の視認性の低下や、前照灯点灯のタイミングの遅れから、交

通事故が多発傾向にあるため、車両の視認性の向上と、ライト点灯という能動的な交

通安全行動により運転者の安全意識を高め、交通事故の総量抑制と重大事故の防止す

ることを交通安全県民総ぐるみ運動として実施する。

運動の期間：平成 年４月１日から平成 年３月 日まで

自転車安全利用の推進

「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」が制定されたことから、

一層の自転車の安全利用を推進するため、毎月 日の「自転車安全利用日」と５月の「自

転車安全利用月間」に、自転車の安全利用に関する啓発活動を実施する。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 滋賀運輸支局、警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課、中日本高速道路

株 名古屋支社、西日本高速道路㈱関西支社

１ 計画の実施方針および重点

〔イ 交通安全運動の推進〕

交通安全運動の推進

交通安全推進機関・団体との連携による効果的な運動の推進

高速道路における交通安全運動の推進

２ 計画の内容

交通安全運動の推進

ア 交通安全運動の実施にあたっては、事前に、運動の趣旨、実施期間、運動重点、実施

計画等について広く住民に周知し、住民参加型の交通安全運動および県民総ぐるみを

実施します。

また、地域の実情に即した効果的な運動を実施するため、事故実態、住民や交通事故

被害者等のニーズなどを踏まえた地域の運動重点を定め、地域に密着したきめ細かい活

動が期待できる民間団体および交通ボランティアの参加を得て、参加・体験・実践型の

交通安全教室の開催等により、交通事故を身近なものとして意識させる交通安全活動を

促進します。

さらに、事後に、運動の効果を検証、評価することにより、より一層効果的な運動を

展開します。（滋賀運輸支局）

イ 春・秋の全国交通安全運動については、地方公共団体を始めとする関係機関・団体等

との連携を強化し、全国的な交通情勢を踏まえた全国重点、住民の要望等を踏まえた地

域重点の設定、具体的な活動目標の設定による住民本位の運動の展開および事後の運動

効果の検証・評価により、一層効果的な運動の実施に努める。

運動に当たっては、地域に密着したきめ細かい活動が期待できる民間団体や交通ボラ

ンティアの参加促進を図り、特に、地域における今後の運動の継続の観点から若い世代

の参加を働き掛ける。

参加・体験・実践型の交通安全教室の開催等により、交通事故を身近なものとし

て意識させる交通安全活動を促進する。（県警本部交通企画課）

関係機関、団体との連携による効果的な運動の推進

滋賀県交通対策協議会等関係機関・団体との連携を密にして、運動の効果的な推進

を図る。

高速道路における交通安全運動の推進
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特に夕暮れ時は、車両の視認性の低下や、前照灯点灯のタイミングの遅れから、交

通事故が多発傾向にあるため、車両の視認性の向上と、ライト点灯という能動的な交

通安全行動により運転者の安全意識を高め、交通事故の総量抑制と重大事故の防止す

ることを交通安全県民総ぐるみ運動として実施する。

運動の期間：平成 年４月１日から平成 年３月 日まで

自転車安全利用の推進

「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」が制定されたことから、

一層の自転車の安全利用を推進するため、毎月 日の「自転車安全利用日」と５月の「自

転車安全利用月間」に、自転車の安全利用に関する啓発活動を実施する。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 滋賀運輸支局、警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課、中日本高速道路

株 名古屋支社、西日本高速道路㈱関西支社

１ 計画の実施方針および重点

〔イ 交通安全運動の推進〕

交通安全運動の推進

交通安全推進機関・団体との連携による効果的な運動の推進

高速道路における交通安全運動の推進

２ 計画の内容

交通安全運動の推進

ア 交通安全運動の実施にあたっては、事前に、運動の趣旨、実施期間、運動重点、実施

計画等について広く住民に周知し、住民参加型の交通安全運動および県民総ぐるみを

実施します。

また、地域の実情に即した効果的な運動を実施するため、事故実態、住民や交通事故

被害者等のニーズなどを踏まえた地域の運動重点を定め、地域に密着したきめ細かい活

動が期待できる民間団体および交通ボランティアの参加を得て、参加・体験・実践型の

交通安全教室の開催等により、交通事故を身近なものとして意識させる交通安全活動を

促進します。

さらに、事後に、運動の効果を検証、評価することにより、より一層効果的な運動を

展開します。（滋賀運輸支局）

イ 春・秋の全国交通安全運動については、地方公共団体を始めとする関係機関・団体等

との連携を強化し、全国的な交通情勢を踏まえた全国重点、住民の要望等を踏まえた地

域重点の設定、具体的な活動目標の設定による住民本位の運動の展開および事後の運動

効果の検証・評価により、一層効果的な運動の実施に努める。

運動に当たっては、地域に密着したきめ細かい活動が期待できる民間団体や交通ボラ

ンティアの参加促進を図り、特に、地域における今後の運動の継続の観点から若い世代

の参加を働き掛ける。

参加・体験・実践型の交通安全教室の開催等により、交通事故を身近なものとし

て意識させる交通安全活動を促進する。（県警本部交通企画課）

関係機関、団体との連携による効果的な運動の推進

滋賀県交通対策協議会等関係機関・団体との連携を密にして、運動の効果的な推進

を図る。

高速道路における交通安全運動の推進

春・秋の全国交通安全運動、夏・年末の交通安全県民運動等を高速道路交通警察隊

等と合同で実施し、高速道路における運転マナ－および交通安全に関する啓発活動を

実施する。また、横断幕・懸垂幕・道路情報板・ハイウエイラジオ・休憩施設のトイ

レボードを活用し、交通安全を啓発する。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、警察本部交通指導課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔ウ 自転車の安全利用の推進〕

自転車の交通ルール・正しい乗り方の普及徹底

自転車利用者に対する街頭指導の強化

自転車用ヘルメットの着用促進

ＪＡ共催主催のスケアード・ストレイト方式による自転車安全教室の実施

自転車シミュレーターを活用した体験型交通安全教育の推進

２ 計画の内容

自転車の交通ルール・正しい乗り方の普及徹底

・「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」で規定される自転車交

通安全教育および自転車の安全で適正な利用に関する取組を推進する。交通安全教

室や自転車大会の開催および交通の方法に関する教則や自転車安全利用五則の活用

などにより、自転車は「車両」であることの認識を徹底し、交通ルールと正しい乗

り方の普及を図る。

・自転車の運転による交通の危険を防止するための講習（以下「自転車運転者講習」

という。）の制度を適切に運用し、自転車利用者のルールに対する遵守意識を醸成

する。

・自転車指導啓発重点地区・路線を中心に、街頭における指導啓発活動を積極的に

推進する。

・自転車の関係機関と協力して、自転車の点検整備や自転車の灯火の早め点灯、夜

間のライトの点灯および反射材用品の取付けの促進により、自転車の被視認性の向

上を図る。

・自転車の利用者が加害者となる事故が後を絶たないこと等に鑑み、自転車利用者

が定期的に点検整備や正しい利用方法等の指導を受ける気運を醸成するとともに、

具体的な事故事例を示すなどして、損害賠償責任保険等の加入の必要性について、

自転車利用者に理解させるよう努める。

自転車利用者に対する街頭指導の強化

ア 商店街、通学路など自転車通行の多い道路等で、関係機関・団体、自転車安全整

備士、地域住民等が協働して自転車利用者に対する街頭指導・啓発活動を実施する。

イ 自転車乗用中の携帯電話使用、傘さし、二人乗り等危険運転に対する「自転車指

導警告カード」を活用した警告指導活動を強化する。

自転車用ヘルメットの着用促進

ヘルメットの効用等についての広報啓発活動を強化し、条例に規定される自転車に

乗車する幼児、児童、 歳以上の高齢者に対するヘルメットの着用を促進する。

ＪＡ共済主催のスケアード・ストレイト方式による自転車安全教室の実施

県内の中学・高校生を対象に、スタントマンを使ったスケアード・ストレイト方式
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（事故現場を再現してみせ、危険行為を未然に防ぐ教育手法）による自転車安全教室

を実施する。

自転車シミュレーターの活用

自転車シミュレーターを活用した指導と交通安全教育を実施する。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔エ すべての座席におけるシートベルト着用の徹底〕

着用率向上対策の推進

後部座席等におけるシートベルトの着用促進

関係機関・団体による着用啓発活動の促進

映像式シートベルトコンビンサーの活用

取締りの強化

２ 計画の内容

着用率向上対策の推進

全ての座席におけるシートベルト着用の徹底を図るため、交通指導取締りや各種講

習等の機会および各種広報媒体を活用して、広報啓発を図るとともに、衝突実験映像

を活用するなどして、着用による被害軽減効果を実感できる交通安全教育を推進する。

シートベルト着用率 警察庁・ＪＡＦ合同調査）

道路の区分 座席 滋賀県 全国平均

一般道

運転席

助手席

後部席

％

％

％

％

％

％

高速道

運転席

助手席

後部席

％

％

％

％

％

％

後部座席等におけるシートベルトの着用促進

あらゆる機会、媒体を通じて、後部座席の着用率向上のための普及啓発活動を実施

する。

関係機関・団体による着用啓発活動の促進

全ての座席におけるシートベルトの着用が徹底されるよう、地方公共団体、関係機

関・団体等と連携し、各種講習等あらゆる機会を通じて、非着用の危険性、着用によ

る被害軽減効果等を周知し、特に後部座席におけるシートベルト着用の必要性を訴え

るなど、効果的な広報啓発を推進する。

映像式シ－トベルトコンビンサ－の活用

交通安全協会と連携し、映像式シートベルトコンビンサー（映像と音響によりリア

ルなシ－トベルトの着用体験が可能）を活用した指導・啓発を行う。

非着用者に対する指導取締り活動の強化

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課
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（事故現場を再現してみせ、危険行為を未然に防ぐ教育手法）による自転車安全教室

を実施する。

自転車シミュレーターの活用

自転車シミュレーターを活用した指導と交通安全教育を実施する。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔エ すべての座席におけるシートベルト着用の徹底〕

着用率向上対策の推進

後部座席等におけるシートベルトの着用促進

関係機関・団体による着用啓発活動の促進

映像式シートベルトコンビンサーの活用

取締りの強化

２ 計画の内容

着用率向上対策の推進

全ての座席におけるシートベルト着用の徹底を図るため、交通指導取締りや各種講

習等の機会および各種広報媒体を活用して、広報啓発を図るとともに、衝突実験映像

を活用するなどして、着用による被害軽減効果を実感できる交通安全教育を推進する。

シートベルト着用率 警察庁・ＪＡＦ合同調査）

道路の区分 座席 滋賀県 全国平均

一般道

運転席

助手席

後部席

％

％

％

％

％

％

高速道

運転席

助手席

後部席

％

％

％

％

％

％

後部座席等におけるシートベルトの着用促進

あらゆる機会、媒体を通じて、後部座席の着用率向上のための普及啓発活動を実施

する。

関係機関・団体による着用啓発活動の促進

全ての座席におけるシートベルトの着用が徹底されるよう、地方公共団体、関係機

関・団体等と連携し、各種講習等あらゆる機会を通じて、非着用の危険性、着用によ

る被害軽減効果等を周知し、特に後部座席におけるシートベルト着用の必要性を訴え

るなど、効果的な広報啓発を推進する。

映像式シ－トベルトコンビンサ－の活用

交通安全協会と連携し、映像式シートベルトコンビンサー（映像と音響によりリア

ルなシ－トベルトの着用体験が可能）を活用した指導・啓発を行う。

非着用者に対する指導取締り活動の強化

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔オ チャイルドシートの正しい使用の徹底〕

チャイルドシートの必要性と正しい使用についての参加・体験型交通安全教室の実施

チャイルドシート未使用運転者に対する指導取締り

啓発活動の推進

２ 計画の内容

チャイルドシートの正しい使用方法および使用効果について、カンガルークラブ、

幼稚園、保育所、認定こども園等と連携して保護者に対する取付け講習会や指導員育

成のための研修会等を開催し、正しい取付方等適正な使用方法について指導の徹底等

を図る。

チャイルドシート未使用運転者に対する指導取締り

チャイルドシート未使用運転者に対する指導取締りの強化

チャイルドシート使用率（平成 年 警察庁・ＪＡＦ合同調査）

滋賀県 ％ （全国平均 ％）

チャイルドシートの正しい使用が徹底されるよう、地方公共団体、関係機関・団体

等と連携し、保護者等に対する効果的な広報啓発・指導を推進する

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔カ 反射材の普及促進〕

２ 計画の内容

・薄暮時・夜間における歩行者および自転車利用者の被害に係る交通事故を防止する

ため、子供や高齢者を始めとする全ての年齢層を対象として、反射材用品等の視認効

果や使用方法等について理解を深め、自発的な着用を促すための参加・体験・実践型

の交通安全教育を実施する。

・関係機関・団体と連携した反射材の広報啓発活動を実施する。

・衣服や靴、鞄等への反射材の組み込みを推奨するとともに、適切な反射性能を有す

る製品についての情報提供に努める。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

〔キ 飲酒運転根絶に向けた規範意識の確立〕

２ 計画の内容

広報啓発の推進

様々な広報媒体を活用して、飲酒運転の悪質性・危険性および飲酒運転による交通

事故実態を積極的に周知するとともに、運転者はもちろんのこと、車両等を提供した

者、酒類を提供した者および自己の運送を要求・依頼して同乗した者に対する罰則等

について周知徹底する。

参加・体験・実践型の交通安全教育の推進
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飲酒が運転等に与える影響について理解を深めるため、飲酒体験ゴーグル等の活用

により、体内にアルコールを保有した状態では、安全運転に必要な能力が低下した状

態になることを理解させる。

関係機関・団体・業界との連携の推進

地方公共団体、交通ボランティア、推進委員、安全運転管理者、酒類製造・販売業、

酒類提供飲食店等に対して飲酒運転を抑止するための取組を要請するほか、全日本交

通安全協会等が推進している「ハンドルキーパー運動」への参加を広く呼び掛けるな

どして、地域や職域等における飲酒運転根絶への取組を更に進め、「飲酒運転をしな

い、させない」という規範意識の確立を図る。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔ケ 交差点事故防止対策の推進〕

交通安全教育の推進

広報・啓発活動の推進

２ 計画の内容

交通安全教育の推進

交差点での交通事故の多くは、信号無視や一時不停止、安全不確認等が原因であり、

交通ルールを遵守させ交通事故を防止するため、関係機関・団体等が連携し、交通監

視、街頭指導、啓発活動等を実施して、県民に「止まる、見る、待つ」の交差点通行

時の基本の周知徹底を図る。

広報・啓発活動の推進

交通事故実態を「交通安全対策室だより」等に掲載するとともに、ラジオ放送を活

用して広く県民への周知を図る。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔サ 効果的な広報の実施〕

各種広報媒体を活用した広報・啓発の推進

交通安全情報の積極的な提供

２ 計画の内容

各種広報媒体を活用した広報・啓発の推進

○テレビ・ラジオを通して県民の交通マナーの向上を訴える。

マナーアップ啓発放送

死亡事故多発警報啓発放送

○交通事故事例、交通危険箇所等の身近な問題を取り上げ、理解しやすい内容の広

報・啓発を各種広報媒体を活用して推進する。

交通安全情報の積極的な提供

インターネットやラジオの広報媒体を活用して実効の挙がる広報を行う。
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飲酒が運転等に与える影響について理解を深めるため、飲酒体験ゴーグル等の活用

により、体内にアルコールを保有した状態では、安全運転に必要な能力が低下した状

態になることを理解させる。

関係機関・団体・業界との連携の推進

地方公共団体、交通ボランティア、推進委員、安全運転管理者、酒類製造・販売業、

酒類提供飲食店等に対して飲酒運転を抑止するための取組を要請するほか、全日本交

通安全協会等が推進している「ハンドルキーパー運動」への参加を広く呼び掛けるな

どして、地域や職域等における飲酒運転根絶への取組を更に進め、「飲酒運転をしな

い、させない」という規範意識の確立を図る。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔ケ 交差点事故防止対策の推進〕

交通安全教育の推進

広報・啓発活動の推進

２ 計画の内容

交通安全教育の推進

交差点での交通事故の多くは、信号無視や一時不停止、安全不確認等が原因であり、

交通ルールを遵守させ交通事故を防止するため、関係機関・団体等が連携し、交通監

視、街頭指導、啓発活動等を実施して、県民に「止まる、見る、待つ」の交差点通行

時の基本の周知徹底を図る。

広報・啓発活動の推進

交通事故実態を「交通安全対策室だより」等に掲載するとともに、ラジオ放送を活

用して広く県民への周知を図る。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔サ 効果的な広報の実施〕

各種広報媒体を活用した広報・啓発の推進

交通安全情報の積極的な提供

２ 計画の内容

各種広報媒体を活用した広報・啓発の推進

○テレビ・ラジオを通して県民の交通マナーの向上を訴える。

マナーアップ啓発放送

死亡事故多発警報啓発放送

○交通事故事例、交通危険箇所等の身近な問題を取り上げ、理解しやすい内容の広

報・啓発を各種広報媒体を活用して推進する。

交通安全情報の積極的な提供

インターネットやラジオの広報媒体を活用して実効の挙がる広報を行う。

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

〔シ その他の普及啓発活動の推進〕

普及啓発活動の実施

滋賀県交通安全推進大会の開催

２ 計画の内容

普及啓発活動の実施

一人一人が交通安全を自らの問題として捉え、日常生活の中で交通マナーの向上が

図られるよう、地方公共団体を始めとする関係機関・団体等と連携して、「交通事故

死ゼロを目指す日」等の各種交通安全キャンペーン等を積極的に展開する。

また、夕暮れの時間帯から夜間にかけて重大事故が多発する傾向にあることから、

夜間の重大事故の主原因となっている最高速度違反、飲酒運転等による事故実態・

危険性を広く周知する。

滋賀県交通安全推進大会の開催

県民総ぐるみによる交通安全意識を高め、「交通事故のない滋賀」実現のための新

たな決意の場とする「滋賀県交通安全推進大会」を開催する。

種 別 交通の安全に関する民間団体等の主体的活動の推進等

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

関係機関・団体等の指導・育成と主体的活動の促進

各種民間団体による交通安全活動の推進

２ 計画の内容

関係機関・団体等の指導・育成と主体的活動の促進

市町、市町交通安全対策会議、市町交通対策協議会の交通安全計画に基づく交通安

全活動が行われるよう、交通安全に関する情報をタイムリーに提供するとともに、積

極的な指導と支援を行う。

各種民間団体による交通安全活動の推進

ア 民間の交通安全教育チームの支援を行う。

イ 地区交通安全協会、安全運転管理者協会等が実施する交通安全推進事業の支

援を行う。各種民間団体に対して、交通安全活動への参加と実践を働きかけ、地

域ぐるみの交通安全活動推進体制の確立に努める。

ウ 地区交通安全協会等が実施する交通安全推進事業に対して支援する。

地区交通安全協会 協会）

高速道路交通安全協議会

滋賀県交通安全女性団体連合会
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種 別 住民の参加・協働の推進

実施機関 県民生活部県民活動生活課､健康医療福祉部健康福祉政策課

１ 計画の実施方針および重点

地域での子ども見守り活動等を通じた、住民との協働による交通安全対策の推進

ユニバーサルデザインの普及啓発の推進

２ 計画の内容

各地域の自主防犯活動団体等の住民により実施されている「子ども見守り活動」

や青色回転灯装着車によるパトロール活動を通じて、犯罪被害防止の広報や啓発を

行うとともに、交通事故抑止等の交通安全対策の重要性を呼びかける。

自主防犯団体、警察、市町等と協力して、街頭啓発を中心とした各種活動にお

いて自転車利用者に対する自転車盗難被害防止対策、交通ルール遵守の徹底を呼

びかける。

平成２８年２月施行の「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例

」で、自転車の安全で適正な利用とともに、自転車の防犯対策についても定めてい

ることから、県民に対して、街頭啓発を中心とした各種活動において自転車盗難被

害防止、自転車交通ルール遵守の周知を行う。

だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり推進会議を活用し、はじめからすべ

ての人を考えに入れて計画し、実施することにより障壁を作らないというユニバ

ーサルデザインの考え方について普及啓発を図る。

第３節 安全運転の確保

種 別 運転者教育等の充実

実施機関 滋賀運輸支局、警察本部交通企画課、警察本部運転免許課

１ 計画の実施方針および重点

高齢運転者対策の充実

運転免許自主返納に対する支援の推進

運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実

運転者に対する再教育等の充実

二輪車安全運転対策の推進

シートベルト・チャイルドシートおよび乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底

自動車安全運転センターが行う事業の利用促進

自動車運転代行業の指導育成等

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実

危険な運転者の早期排除

２ 計画の内容

高齢運転者対策の充実

ア 高齢運転者に対する教育の充実
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種 別 住民の参加・協働の推進

実施機関 県民生活部県民活動生活課､健康医療福祉部健康福祉政策課

１ 計画の実施方針および重点

地域での子ども見守り活動等を通じた、住民との協働による交通安全対策の推進

ユニバーサルデザインの普及啓発の推進

２ 計画の内容

各地域の自主防犯活動団体等の住民により実施されている「子ども見守り活動」

や青色回転灯装着車によるパトロール活動を通じて、犯罪被害防止の広報や啓発を

行うとともに、交通事故抑止等の交通安全対策の重要性を呼びかける。

自主防犯団体、警察、市町等と協力して、街頭啓発を中心とした各種活動にお

いて自転車利用者に対する自転車盗難被害防止対策、交通ルール遵守の徹底を呼

びかける。

平成２８年２月施行の「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例

」で、自転車の安全で適正な利用とともに、自転車の防犯対策についても定めてい

ることから、県民に対して、街頭啓発を中心とした各種活動において自転車盗難被

害防止、自転車交通ルール遵守の周知を行う。

だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり推進会議を活用し、はじめからすべ

ての人を考えに入れて計画し、実施することにより障壁を作らないというユニバ

ーサルデザインの考え方について普及啓発を図る。

第３節 安全運転の確保

種 別 運転者教育等の充実

実施機関 滋賀運輸支局、警察本部交通企画課、警察本部運転免許課

１ 計画の実施方針および重点

高齢運転者対策の充実

運転免許自主返納に対する支援の推進

運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実

運転者に対する再教育等の充実

二輪車安全運転対策の推進

シートベルト・チャイルドシートおよび乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底

自動車安全運転センターが行う事業の利用促進

自動車運転代行業の指導育成等

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実

危険な運転者の早期排除

２ 計画の内容

高齢運転者対策の充実

ア 高齢運転者に対する教育の充実

ｱ 平成 年３月に施行された改正道路交通法により、一層充実された高齢者

講習の内容が委託先の自動車教習所等で適切に実施されているか随時指導監督

を行う。

ｲ 上記改正法の施行により新設された臨時認知機能検査および臨時高齢者講習

（公安委員会直営）を適切に実施し、臨時高齢者講習については、実車指導

時に記録したドライブレコーダーの映像を効果的に活用して個人の運動能力

に応じた個別指導を実施するなど、きめ細かな交通安全教育を推進する。

イ 臨時適性検査の確実な実施

認知機能検査の機会等を通じて、認知症のおそれがある運転者の早期把握に努め、

臨時適性検査の確実な実施等により、安全な運転に支障のある者については運転免

許の取消等の行政処分を行うとともに、臨時適性検査の円滑な実施のため、認知症

専門医等との連携を強化するなど態勢の強化を図る。

ウ 運転免許証の自主返納の推進

申請による運転免許の取消し制度および運転経歴証明書制度について積極的な広

報に努めるとともに、公共団体、民間企業等の協力を得て、運転免許証を返納した

者に対する公共交通機関の運賃割引、協賛店における割引等の支援措置を充実させ

ることにより、身体機能の低下等により自動車等の運転に不安を覚える高齢者が自

主的に運転免許証を返納しやすい環境づくりを推進する。

エ 高齢者運転者標識の普及と保護する規定の周知徹底

オ 参加・体験・実践型交通安全教育の推進

・指定自動車教習所の施設・機器を活用した安全運転実技講習の開催

・視聴覚教材、自動車シュミレーター等を活用した交通安全教育の実施

運転免許自主返納に対する支援の推進

公共交通機関の運賃割引、協賛店における割引等、公共団体、民間企業等からの支

援を求め、高齢者運転が自主的に運転免許を返納しやすい環境づくりを推進する。

運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実

ア 自動車教習所における教育の充実

指導（検定）員に対する指導教養の充実や、各自動車教習所に対する随時検

査の実施等により、教習および検定等に係る水準の向上を図る。

イ 運転免許取得時における教育の実施

運転免許を新規に取得した者に対し､｢合格者のしおり｣ 運転免許課作成）を

配布し、運転免許の更新、記載事項の変更、初心運転者期間制度の内容、安全

運転のポイント等の教育を実施する。

運転者に対する再教育等の充実

ア 運転免許の取消処分者講習、停止処分者講習、違反者講習、初心運転者講習

および更新時講習等については、運転者に対する再教育が効果的に行われるよ

う、講習内容の充実、施設・設備の拡充を図るとともに各種講習用資器材や実

車を活用した参加・体験・実践型の運転者教育を推進する。

イ 飲酒運転撲滅のために、運転免許課待合室に設置しているテレビにより飲酒運転

防止ＤＶＤを上映するほか、チラシの配布、飲酒体験ゴーグルを活用した体験実習、

飲酒運転防止ＤＶＤを活用した教育を実施する。

二輪車安全運転対策の推進

指定自動車教習所および原付免許取得時講習の委託事業者に対して、二輪車の事故

事例や発生実態等を取り入れた教習を実施するよう指導する。

シートベルト・チャイルドシートおよび乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底
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更新時講習、停止処分者講習等において、シートベルトの着用効果やシートベルト

の非着用時の事故事例等に基づいた講習を実施して着用の必要性を呼びかけ、着用の

徹底を図る。関係機関・団体と連携し、各種講習・交通安全運動等あらゆる機会を通

じて、着用効果についての指導を徹底する。

また、道路管理者、高速道路交通安全協議会等の関係機関・団体と連携し、サービ

スエリアおよびパーキングエリアにおける交通安全キャンペーン等において、車外放

出事故の実態やシートベルト着用およびチャイルドシート使用による被害軽減効果等

を周知するとともに、あらゆる機会や広報媒体を活用し、全ての座席におけるシート

ベルト着用等の普及啓発活動を推進する。

バスやタクシー等の乗客に対するシートベルト着用の徹底を図るため、関係事業者

等と連携した取組を推進する。

警ら、検問等の街頭活動を強化し、全ての座席におけるシートベルト装着等義務違

反の指導取締りを推進する。

自動車安全運転センターが行う事業の利用促進

「運転記録証明書を活用した優秀安全運転事業所表彰制度」を継続して行い、交通

事故防止に成果を挙げた事業所等に対し表彰を行う。

自動車運転代行業の指導育成等

自動車運転代行業に対する立入検査を実施し、代行業の適正化に努める。

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断については、高齢運転者等に

受診させるよう義務付けるとともに、診断技術の向上と診断機器の充実を図るととも

に、受診環境の整備を行い監査、指導講習等の機会には、義務診断の受診の徹底と、

一般定期診断の受診促進を図る。

危険な運転者の早期排除

交通事故や交通違反にかかる行政処分対象事案の早期上申・早期執行を図り悪質危

険な運転者の早期排除を推進する。

種 別 運転免許制度の改善

実施機関 警察本部運転免許課

１ 計画の実施方針および重点

県民の立場に立った運転免許業務

２ 計画の内容

更新時講習の適切な運用と充実・強化

更新時講習については、守山免許センター、米原サブセンターおよび各警察署で行

っているが、同講習のうち警察署で実施している優良および一般運転者講習について

は、守山運転免許センターから専従の講師（警察官）を派遣して講習内容の充実を図

る。

また、守山免許センター、米原サブセンターにおいて実施している更新時講習にお

いて、講師に対する研修会を開催するなどして、講師の資質向上、教育技術の向上に

努める。

各種運転免許申請書のダウンロードサービスの実施

平成 年７月から実施した各種申請書のダウンロードサービスについて、平成

年 月 日には、滋賀県警察公式ホームページ内の「運転免許」ページを全面リニュ
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更新時講習、停止処分者講習等において、シートベルトの着用効果やシートベルト

の非着用時の事故事例等に基づいた講習を実施して着用の必要性を呼びかけ、着用の

徹底を図る。関係機関・団体と連携し、各種講習・交通安全運動等あらゆる機会を通

じて、着用効果についての指導を徹底する。

また、道路管理者、高速道路交通安全協議会等の関係機関・団体と連携し、サービ

スエリアおよびパーキングエリアにおける交通安全キャンペーン等において、車外放

出事故の実態やシートベルト着用およびチャイルドシート使用による被害軽減効果等

を周知するとともに、あらゆる機会や広報媒体を活用し、全ての座席におけるシート

ベルト着用等の普及啓発活動を推進する。

バスやタクシー等の乗客に対するシートベルト着用の徹底を図るため、関係事業者

等と連携した取組を推進する。

警ら、検問等の街頭活動を強化し、全ての座席におけるシートベルト装着等義務違

反の指導取締りを推進する。

自動車安全運転センターが行う事業の利用促進

「運転記録証明書を活用した優秀安全運転事業所表彰制度」を継続して行い、交通

事故防止に成果を挙げた事業所等に対し表彰を行う。

自動車運転代行業の指導育成等

自動車運転代行業に対する立入検査を実施し、代行業の適正化に努める。

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断の充実

自動車運送事業等に従事する運転者に対する適性診断については、高齢運転者等に

受診させるよう義務付けるとともに、診断技術の向上と診断機器の充実を図るととも

に、受診環境の整備を行い監査、指導講習等の機会には、義務診断の受診の徹底と、

一般定期診断の受診促進を図る。

危険な運転者の早期排除

交通事故や交通違反にかかる行政処分対象事案の早期上申・早期執行を図り悪質危

険な運転者の早期排除を推進する。

種 別 運転免許制度の改善

実施機関 警察本部運転免許課

１ 計画の実施方針および重点

県民の立場に立った運転免許業務

２ 計画の内容

更新時講習の適切な運用と充実・強化

更新時講習については、守山免許センター、米原サブセンターおよび各警察署で行

っているが、同講習のうち警察署で実施している優良および一般運転者講習について

は、守山運転免許センターから専従の講師（警察官）を派遣して講習内容の充実を図

る。

また、守山免許センター、米原サブセンターにおいて実施している更新時講習にお

いて、講師に対する研修会を開催するなどして、講師の資質向上、教育技術の向上に

努める。

各種運転免許申請書のダウンロードサービスの実施

平成 年７月から実施した各種申請書のダウンロードサービスについて、平成

年 月 日には、滋賀県警察公式ホームページ内の「運転免許」ページを全面リニュ

ーアルを実施しメニュー構成やスマートフォンでもアクセスしやすい画面構成を改善

するなどしたが、今後も定期的に構成を改善し利用者の拡充を図る。

運転適性相談の適切な運用

一定の病気にかかっている者等に対する運転適性相談は、個人のプライバシーに深

く関わるとともに、個人の権利・利益に直結する免許の継続の可否判断の基礎となる

ものであることから、県民の立場に配意した適切な運用に努める。

聴覚障害者の運転免許の取得

聴覚障害者が普通自動車を運転する場合、「聴覚障害者標識」を貼付するとともに、

乗用車は車室内に、普通貨物自動車はサイドミラーに特定後写鏡を適切に取り付ける

ことにより、運転することができる。また、原動機付自転車、小型特殊自動車、普通

自動二輪車、大型自動二輪車については直接目視することにより、安全が確保できる

ことから、特定後写鏡が無くても運転することができる。

これらの制度周知を図るため、補聴器条件を付された運転免許保有者が、補聴器を

使用せずに運転することを希望する場合の手続き等について情報発信を行う。

なお、補聴器条件の保有者が、補聴器を使用せずに運転することを希望する場合に

は、申出により臨時適性検査と安全教育を受けて、特定後写鏡を活用した普通自動車

を運転することが出来ることから、希望者に対する安全教育を実施する。

種 別 安全運転管理の推進

実施機関 警察本部交通企画課

１ 計画の実施方針および重点

安全運転管理の徹底

２ 計画の内容

 効果的かつ適正な安全運転管理者等講習の実施

安全運転管理者等講習の効果を上げるため、講師の選定や事業所の規模、安全運転

管理者等の経験年数に応じた講習区分に配意するほか、視聴覚教養、受講者による討

議、安全運転実技指導等を実施し、より効果的な方法による講習の実施を推進する。

講習の中で交通安全教育指針の内容やそれに基づく具体的な教育実施例を説明する

など、安全運転管理者等が事業所の運転者に対して行う同指針に従った交通安全教育

に必要な指導・助言に努める。

ア 安全運転管理者、副安全運転管理者の未選任事業所の一掃を図る。

イ 安全運転管理者等による安全運転管理業務等の活動に対する支援を行う。

ウ 安全運転管理者等講習の充実に努め、安全運転管理の向上を図る。

エ 飲酒運転の根絶に取り組む事業所等に対する支援を行う。

オ 自動車運転代行業の業務の適正化を図るため、指導監督の強化に努める。

種 別 事業用自動車の安全プランに基づく安全対策の推進

実施機関 滋賀運輸支局

１ 計画の実施方針および重点

運輸マネジメント等を通じた安全体質の確立

自動車運送事業者に対するコンプライアンスの徹底

飲酒運転の根絶
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新技術を活用した安全対策の推進

業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等を踏まえた事故防止対策

貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進等

２ 計画の内容

運輸マネジメント等を通じた安全体質の確立

事業者の安全管理体制の構築・改善状況に対する運輸安全マネジメント評価にて、

事業者によるコンプライアンスを徹底・遵守する意識付けの取組を適確に確認します。

自動車運送事業等の運行管理者に対する指導講習については、自動車運送事業等の

安全を確保するため、事業者に対し、運行管理者に受講させるよう義務付けるととも

に、講習の実施者への民間参入を促進する。

自動車運送事業者に対するコンプライアンスの徹底

道路運送法等の関係法令等の履行および運行管理の徹底を図るため、飲酒運転等の

悪質違反を犯した事業者、重大事故を引き起こした事業者および新規参入事業者等に

対する監査を徹底するとともに、関係機関合同による監査・監督を実施し、不適切な

事業者に対しては、厳格化された基準に基づき厳正な処分を行う。

さらに、バス事業における交替運転者の配置、運転者の飲酒・過労等の運行実態を

把握するため、街頭監査を進める。

また、事業者団体等関係団体による指導として、国が指定した機関である、適正化

実施機関を通じ、過労運転・過積載の防止等、運行の安全を確保するための指導の徹

底を図る。

飲酒運転の根絶

点呼時にアルコール検知器を使用した酒気帯びの有無の確認を徹底するよう指導す

るとともに、常習飲酒者を始めとした運転者や運行管理者に対し、アルコールの基礎

知識や節酒方法等の飲酒運転防止の専門的な指導を実施するアルコール指導員の普及

促進を図り、事業者における飲酒運転ゼロを目指す。

また、危険ドラッグ等薬物使用による運行の絶無を図るため、危険ドラッグ等薬物

に関する正しい知識や使用禁止について、運転者に対する日常的な指導・監督を徹底

するよう、事業者や運行管理者等に対し指導を行う。

新技術を活用した安全対策の推進

事業者による事故防止の取組を推進するため、衝突被害軽減ブレーキ等のＡＳＶ装

置や運行管理に資する機器等の普及促進に努める。

業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等を踏まえた事故防止対策

輸送の安全を図るため、トラック・バス・タクシーの業態毎の特徴的な事故傾向を

踏まえた事故防止の取組を現場関係者とも一丸となって実施させるとともに、新たな

免許区分である準中型免許の創設を踏まえ、初任運転者や高齢運転者等に対する、よ

り効果的な指導方法の確立など、更なる運転者教育の充実・強化を検討・実施する。

貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進等

県、市町および民間団体等において、貨物自動車運送を伴う業務を発注する際には、

それぞれの業務の範囲内で道路交通の安全を推進するとの観点から、安全性優良事業

所（通称Ｇマーク認定事業所）の認定状況も踏まえつつ、関係者の理解も得ながら該

当事業所が積極的に選択されるよう努める。
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新技術を活用した安全対策の推進

業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等を踏まえた事故防止対策

貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進等

２ 計画の内容

運輸マネジメント等を通じた安全体質の確立

事業者の安全管理体制の構築・改善状況に対する運輸安全マネジメント評価にて、

事業者によるコンプライアンスを徹底・遵守する意識付けの取組を適確に確認します。

自動車運送事業等の運行管理者に対する指導講習については、自動車運送事業等の

安全を確保するため、事業者に対し、運行管理者に受講させるよう義務付けるととも

に、講習の実施者への民間参入を促進する。

自動車運送事業者に対するコンプライアンスの徹底

道路運送法等の関係法令等の履行および運行管理の徹底を図るため、飲酒運転等の

悪質違反を犯した事業者、重大事故を引き起こした事業者および新規参入事業者等に

対する監査を徹底するとともに、関係機関合同による監査・監督を実施し、不適切な

事業者に対しては、厳格化された基準に基づき厳正な処分を行う。

さらに、バス事業における交替運転者の配置、運転者の飲酒・過労等の運行実態を

把握するため、街頭監査を進める。

また、事業者団体等関係団体による指導として、国が指定した機関である、適正化

実施機関を通じ、過労運転・過積載の防止等、運行の安全を確保するための指導の徹

底を図る。

飲酒運転の根絶

点呼時にアルコール検知器を使用した酒気帯びの有無の確認を徹底するよう指導す

るとともに、常習飲酒者を始めとした運転者や運行管理者に対し、アルコールの基礎

知識や節酒方法等の飲酒運転防止の専門的な指導を実施するアルコール指導員の普及

促進を図り、事業者における飲酒運転ゼロを目指す。

また、危険ドラッグ等薬物使用による運行の絶無を図るため、危険ドラッグ等薬物

に関する正しい知識や使用禁止について、運転者に対する日常的な指導・監督を徹底

するよう、事業者や運行管理者等に対し指導を行う。

新技術を活用した安全対策の推進

事業者による事故防止の取組を推進するため、衝突被害軽減ブレーキ等のＡＳＶ装

置や運行管理に資する機器等の普及促進に努める。

業態ごとの事故発生傾向、主要な要因等を踏まえた事故防止対策

輸送の安全を図るため、トラック・バス・タクシーの業態毎の特徴的な事故傾向を

踏まえた事故防止の取組を現場関係者とも一丸となって実施させるとともに、新たな

免許区分である準中型免許の創設を踏まえ、初任運転者や高齢運転者等に対する、よ

り効果的な指導方法の確立など、更なる運転者教育の充実・強化を検討・実施する。

貨物自動車運送事業安全性評価事業の促進等

県、市町および民間団体等において、貨物自動車運送を伴う業務を発注する際には、

それぞれの業務の範囲内で道路交通の安全を推進するとの観点から、安全性優良事業

所（通称Ｇマーク認定事業所）の認定状況も踏まえつつ、関係者の理解も得ながら該

当事業所が積極的に選択されるよう努める。

種 別 交通労働災害の防止等

実施機関 滋賀労働局

１ 計画の実施方針および重点

交通労働災害防止対策の周知および指導

交通労働災害防止対策を効果的に推進するための関係団体との連携

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」等の履行を確保するための監督

指導および関係機関との連携

２ 計画の内容

「交通労働災害防止のためのガイドライン」（平成 年４月３日付け基発第

号）に基づく交通労働災害防止対策について、「交通労働災害防止対策の徹底について」

（平成 年２月 日付け滋労発基 第２号）による指導の徹底を図る。

 交通労働災害の発生時においては、滋賀県警察本部交通部と連携し、原因の究明や

同種災害の再発防止対策を図る。

一般社団法人滋賀県トラック協会主催の交通安全フェアを後援し、参加勧奨を行う

ことで、交通労働災害防止のための意識啓発を行う。

また、陸上貨物運送事業労働災害防止協会滋賀県支部主催の安全衛生教育講習会等

に講師として参加する。

労働基準関係法令および「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」に基づ

く自動車運転者の労働時間、休日、割増賃金、賃金形態等の労働条件の確保・改善を

図るため、労働基準監督署による監督指導を実施するとともに、地方運輸機関等との

連携を図る。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 滋賀国道事務所

１ 計画の実施方針および重点

気象情報（自然現象）における道路交通に向けた取組として、道路情報板等を活用し、

広く情報発信を行う。

２ 計画の内容

インターネットを通じたＣＣＴＶ画像の公開や道路情報板による注意喚起等を引き続

き実施する。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 彦根地方気象台

１ 計画の実施方針および重点

道路交通に影響を及ぼす台風、大雨、竜巻等の激しい突風、地震等の自然現象につい

て、的確な実況監視を行い、関係機関、道路利用者等が必要な措置を迅速にとり得るよ

う、特別警報・警報・予報等を適時・適切に発表して事故の防止・軽減に努める。また、

これらの情報の内容の充実と効果的利活用の促進を図るため、防災関係機関等との間の

情報の共有や の活用等に留意し、主に次のことを行う。

気象観測予報体制の整備等
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地震の監視・警報体制の整備等

情報の提供等

気象知識等の普及

２ 計画の内容

気象観測予報体制の整備等

台風、大雨、竜巻等の激しい突風などの気象現象を早期かつ正確に把握し、適時・

適切な特別警報・警報・予報等を発表するため、観測予報体制の強化を図る。

地震の監視・警報体制の整備等

地震による災害を防止・軽減するため、地震活動を常時監視して地震に関する防災

情報を適時・適切に発表し、迅速かつ確実に伝達するとともに、主に次のことを行う。

① 緊急地震速報（予報および警報）の利活用の推進

緊急地震速報（予報および警報）について、受信時の対応行動等のさらなる周知

・広報を行うとともに、交通機関における利活用の推進を図るため、有効性や利活

用の方法等の普及・啓発および精度向上に取り組む。

情報の提供等

交通事故の防止・軽減に資するため、主に次の情報を適時・適切に発表し、関係機

関等に迅速かつ確実に伝達する。また、住民に対し、気象庁ホームページや国土交通

省防災情報提供センターを通じて気象情報等をリアルタイムで分かり易く提供する。

① 気象特別警報・警報・予報等

気象による道路交通障害が予想される時は、適時・適切に気象特別警報・警報・

予報等を発表し、防災情報提供システム等を用いて、関係機関に迅速かつ確実に伝

達するとともに、報道機関等の協力により道路利用者に周知する。

② 緊急地震速報（予報および警報）等

地震・津波による道路交通障害が予想される時は、適時・適切に緊急地震速報（予

報および警報）、地震情報等を発表し、 関係機関に迅速かつ確実に伝達するととも

に、報道機関等の協力により道路利用者に周知する。

③ 東海地震に関連する情報

気象庁長官は、大規模地震対策特別措置法の規定に基づく地震防災対策強化地域

に係る大規模な地震が発生するおそれがあると認める時は、直ちに地震予知情報を

内閣総理大臣に報告する。

また、東海地域の地震・地殻活動に変化があった場合には、その現象の状況に応

じて「東海地震に関連する情報」（東海地震予知情報、東海地震注意情報、東海地

震に関連する調査情報）を発表し、防災情報提供システム等を用いて、関係機関に

迅速かつ確実に伝達するとともに、報道機関等の協力により道路利用者に周知する。

気象知識等の普及

気象、地象、水象に関する知識の普及のため、気象情報等の利用方法等に関する講

習会の開催、広報資料の作成・配布などを行うほか、防災機関の担当者を対象に、特

別警報・警報・予報等の伝達などに関する説明会を開催する。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

道路の降雪状況や路面状況等を収集し、道路利用者に情報提供する。
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地震の監視・警報体制の整備等

情報の提供等

気象知識等の普及

２ 計画の内容

気象観測予報体制の整備等

台風、大雨、竜巻等の激しい突風などの気象現象を早期かつ正確に把握し、適時・

適切な特別警報・警報・予報等を発表するため、観測予報体制の強化を図る。

地震の監視・警報体制の整備等

地震による災害を防止・軽減するため、地震活動を常時監視して地震に関する防災

情報を適時・適切に発表し、迅速かつ確実に伝達するとともに、主に次のことを行う。

① 緊急地震速報（予報および警報）の利活用の推進

緊急地震速報（予報および警報）について、受信時の対応行動等のさらなる周知

・広報を行うとともに、交通機関における利活用の推進を図るため、有効性や利活

用の方法等の普及・啓発および精度向上に取り組む。

情報の提供等

交通事故の防止・軽減に資するため、主に次の情報を適時・適切に発表し、関係機

関等に迅速かつ確実に伝達する。また、住民に対し、気象庁ホームページや国土交通

省防災情報提供センターを通じて気象情報等をリアルタイムで分かり易く提供する。

① 気象特別警報・警報・予報等

気象による道路交通障害が予想される時は、適時・適切に気象特別警報・警報・

予報等を発表し、防災情報提供システム等を用いて、関係機関に迅速かつ確実に伝

達するとともに、報道機関等の協力により道路利用者に周知する。

② 緊急地震速報（予報および警報）等

地震・津波による道路交通障害が予想される時は、適時・適切に緊急地震速報（予

報および警報）、地震情報等を発表し、 関係機関に迅速かつ確実に伝達するととも

に、報道機関等の協力により道路利用者に周知する。

③ 東海地震に関連する情報

気象庁長官は、大規模地震対策特別措置法の規定に基づく地震防災対策強化地域

に係る大規模な地震が発生するおそれがあると認める時は、直ちに地震予知情報を

内閣総理大臣に報告する。

また、東海地域の地震・地殻活動に変化があった場合には、その現象の状況に応

じて「東海地震に関連する情報」（東海地震予知情報、東海地震注意情報、東海地

震に関連する調査情報）を発表し、防災情報提供システム等を用いて、関係機関に

迅速かつ確実に伝達するとともに、報道機関等の協力により道路利用者に周知する。

気象知識等の普及

気象、地象、水象に関する知識の普及のため、気象情報等の利用方法等に関する講

習会の開催、広報資料の作成・配布などを行うほか、防災機関の担当者を対象に、特

別警報・警報・予報等の伝達などに関する説明会を開催する。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 土木交通部道路課

１ 計画の実施方針および重点

道路の降雪状況や路面状況等を収集し、道路利用者に情報提供する。

２ 計画の内容

冬期については、道路総合管理システムにより、県内の路面状況や積雪情報等の情報

提供を行う。また、道路が被災した場合については、速やかなに道路情報提供装置で情

報提供を行う。

第４節 車両の安全性の確保

種 別 自動車の検査および点検整備の充実

実施機関 滋賀運輸支局

１ 計画の実施方針および重点

自動車の検査の充実

自動車の点検整備の充実

２ 計画の内容

自動車の検査の充実

道路運送車両（自動車、原動機付自転車、軽車両）の保安基準の拡充・強化に合

わせて進化する自動車技術に対応するため、電子化された安全装置の故障診断検査機

器の開発、ＩＴ化による自動車検査情報の活用等の検査の高度化を進めるなど、道路

運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）に基づく新規検査等の自動車検査を確実に

実施する。

また、指定自動車整備事業制度の適正な運用・活用を図るため、事業者に対する指

導を強化します。さらに、軽自動車の検査については、その実施機関である軽自動車

検査協会における検査の効率化および検査体制の充実・強化を図る。

自動車の点検整備の充実

ｱ 自動車点検整備の推進

    自動車ユーザーの保守管理意識を高揚させ、点検整備の確実な実施を図るため「自

動車点検整備推進運動」を関係者と協力して展開するなど、自動車ユーザーによる

保守管理の徹底を強力に促進する。

また、自動車運送事業者の車両の安全性を確保するため、自動車運送事業者監査、

整備管理者研修等のあらゆる機会に、関係者に対し車両の保守管理について指導す

る。

なお、車両不具合による事故については、その原因の把握・究明に努めるととも

に、点検整備方法に関する情報提供等により再発防止を図る。

ｲ 不正改造車の排除

暴走族の不正改造車や過積載を目的とした不正改造車等を排除し、自動車の安全

運行を確保するため、関係機関および自動車関係団体と連携を図り「不正改造車を

排除する運動」を全県的に展開し、広報活動の推進、関係者への指導、街頭検査等

を強化し、自動車ユーザーおよび自動車関係事業者等の不正改造防止の意識高揚を

図る。

また、不正改造行為の禁止および不正改造車両に対する整備命令制度について、

適確な運用に努める。
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ｳ 自動車分解整備事業の適正化および近代化

点検整備に対する自動車ユーザーの理解と信頼を得るため、自動車分解整備事業

者に対し、整備料金、整備内容の適正化について、消費者保護の観点も含め指導す

る。

また、自動車分解整備事業者における経営管理の改善や整備の近代化等への支援

を進める。

ｴ 自動車の新技術への対応等整備技術の向上

自動車新技術の採用・普及、車社会の環境の変化に伴い、自動車を適切に維持管

理するためには、自動車整備事業がこれらの変化に対応する必要があることから、

関係団体からのヒアリングを通じ自動車整備事業の現状について把握するととも

に自動車整備事業が自動車の新技術および多様化するユーザーニーズ（使用者の求

め）に対応するための環境整備・技術の高度化を推進する。

また、整備主任者等を対象とした技術研修等により、整備要員の技術の向上を図

るとともに、新技術が採用された自動車の整備や自動車ユーザーに対する自動車の

正しい使用についての説明等のニーズに対応するため、一級整備士制度の活用を推

進する。

ｵ ペーパー車検等の不正事案に対する対処の強化

民間能力の活用等を目的として、指定自動車整備事業制度が設けられているが、

ペーパー車検等の不正事案が発生しており、制度の適正な運用・活用を図るため、

事業者に対する指導監督を強化する。

種 別 自転車の安全性の確保

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

自転車の安全性の確保

２ 計画の内容

・夜間における交通事故防止を図るため、灯火の取付けの徹底と反射器材等の普及

を促進し、自転車の被視認性の向上を図る。

・自転車事故により被害が大きくなりやすい、幼児、児童、生徒および高齢者の乗

車用ヘルメットの着用を促進する。

種 別 交通関係用品の安全性の確保および向上

実施機関 近畿経済産業局

１ 計画の実施方針および重点

利用者の生命または身体に対する危険の発生を防止するため、乗車用ヘルメットの安

全性を確保する。

２ 計画の内容

利用者の生命または身体に対する危険の発生を防止するとの観点から、現在、自動

二輪乗車用ヘルメットおよび原動機付自転車乗車用ヘルメットを、消費生活用製品安

全法（昭和４８年法律第３１号）に規定する特定製品に指定しており、基準に適合し

ない製品の製造・輸入・販売を禁止している。同法に基づく製造・輸入事業者の届出
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ｳ 自動車分解整備事業の適正化および近代化

点検整備に対する自動車ユーザーの理解と信頼を得るため、自動車分解整備事業

者に対し、整備料金、整備内容の適正化について、消費者保護の観点も含め指導す

る。

また、自動車分解整備事業者における経営管理の改善や整備の近代化等への支援

を進める。

ｴ 自動車の新技術への対応等整備技術の向上

自動車新技術の採用・普及、車社会の環境の変化に伴い、自動車を適切に維持管

理するためには、自動車整備事業がこれらの変化に対応する必要があることから、

関係団体からのヒアリングを通じ自動車整備事業の現状について把握するととも

に自動車整備事業が自動車の新技術および多様化するユーザーニーズ（使用者の求

め）に対応するための環境整備・技術の高度化を推進する。

また、整備主任者等を対象とした技術研修等により、整備要員の技術の向上を図

るとともに、新技術が採用された自動車の整備や自動車ユーザーに対する自動車の

正しい使用についての説明等のニーズに対応するため、一級整備士制度の活用を推

進する。

ｵ ペーパー車検等の不正事案に対する対処の強化

民間能力の活用等を目的として、指定自動車整備事業制度が設けられているが、

ペーパー車検等の不正事案が発生しており、制度の適正な運用・活用を図るため、

事業者に対する指導監督を強化する。

種 別 自転車の安全性の確保

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

自転車の安全性の確保

２ 計画の内容

・夜間における交通事故防止を図るため、灯火の取付けの徹底と反射器材等の普及

を促進し、自転車の被視認性の向上を図る。

・自転車事故により被害が大きくなりやすい、幼児、児童、生徒および高齢者の乗

車用ヘルメットの着用を促進する。

種 別 交通関係用品の安全性の確保および向上

実施機関 近畿経済産業局

１ 計画の実施方針および重点

利用者の生命または身体に対する危険の発生を防止するため、乗車用ヘルメットの安

全性を確保する。

２ 計画の内容

利用者の生命または身体に対する危険の発生を防止するとの観点から、現在、自動

二輪乗車用ヘルメットおよび原動機付自転車乗車用ヘルメットを、消費生活用製品安

全法（昭和４８年法律第３１号）に規定する特定製品に指定しており、基準に適合し

ない製品の製造・輸入・販売を禁止している。同法に基づく製造・輸入事業者の届出

等の受理、届出事業者に対する報告徴収・立入検査等を通じて、こうした製品の安全

性を確保する。

第５節 道路交通秩序の維持

種 別 交通の指導取締りの強化等

実施機関 警察本部交通指導課

１ 計画の実施方針および重点

効果的な指導取締りの強化

２ 計画の内容

効果的な指導取締りの強化

交通事故抑止に資する指導取締りの強化

交通事故実態の分析結果等を踏まえ、事故多発路線等における街頭指導活動を強化

するとともに無免許運転、飲酒運転、著しい速度超過、交差点関連違反等の交通事故

に直結する悪質性、危険性の高い違反、また県民から取締り要望の多い迷惑性の高い

違反に重点を置いた交通指導取締りを推進する。

特に、飲酒運転および無免許運転については、取締りにより常習者を道路交通の場

から排除するとともに、周辺者に対する捜査を徹底するなど、飲酒運転および無免許

運転の根絶に向けた取組みを推進する。

また引き続き、子ども、高齢者、障害者の保護の観点に立った交通指導取締りを推

進する。

さらに、地理的情報等に基づく交通事故分析の高度化を図り、交通指導取締りの実

施状況について、交通事故実態の分析結果等を検証し、取締り計画に反映させるＰＤ

ＣＡサイクルをより一層進める。

加えて、取締り場所の確保が困難な生活道路や、警察官の配置が困難な時間帯にお

いても速度取締りが行えるように新たな速度取締り機器の導入に向けた検討を進める

など、より効果的な交通指導取締りを行うための資機材の整備に努める。

背後責任の追及

事業活動に関してなされた過積載、過労運転等の違反については、自動車の使用者

等に対する責任追及を徹底するとともに、必要に応じて自動車の使用制限命令や荷主

等に対する再発防止命令を行い、また、事業者の背後責任が明らかとなった場合は、

それらの者に対する指導監督処分等を行うことにより、この種違反の防止を図る。

自転車利用者に対する指導取締りの推進

自転車利用者による飲酒運転、無灯火、二人乗り、信号無視、一時不停止等の危険

性、迷惑性の高い違反行為に対して積極的に指導警告を行うとともに、指導警告に従

わず違反を継続するなど悪質、危険な自転車利用者に対しては、検挙措置を推進する。

高速自動車国道等における指導取締りの強化等

高速自動車国道等においては、重大な違反行為はもちろんのこと、軽微な違反行為

であっても重大事故に直結するおそれがあることから、交通指導取締り体制の整備に
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努め、交通流や交通事故発生状況等の実態に即した効果的な機動警ら等を実施するこ

とにより、違反の未然防止および円滑な交通を実現する。

また、交通指導取締りは、悪質性、危険性、迷惑性の高い違反を重点とし、特に著

しい速度超過、車間距離不保持、通行帯違反、積載重量違反等の取締りを強化する。

種 別 交通事故事件等に係る適正かつ緻密な捜査の一層の推進

実施機関 警察本部交通指導課

１ 計画の実施方針および重点

危険運転致死傷罪の立件を視野に入れた捜査の徹底

交通事故事件等に係る捜査力の強化

交通事故事件等に係る科学的捜査の推進

２ 計画の内容

危険運転致死傷罪の立件を視野に入れた捜査の徹底

交通事故事件等の捜査においては、初動捜査の段階から自動車運転死傷処罰法第

２条または第３条（危険運転致死傷罪）の立件も視野に入れた捜査の徹底を図りま

す。

交通事故事件等に係る捜査力の強化

交通事故事件等の捜査力を強化するため、捜査体制の充実および研修等による捜

査員の捜査力の一層の向上に努めます。

交通事故事件等に係る科学的捜査の推進

交通事故自動記録装置（タームス）やひき逃げ事件等の被疑車両の特定に資す

る捜査支援システム等、科学的捜査を支える装備資機材等の整備を進め、客観的

な証拠に基づいた科学的な交通事故事件等の捜査を推進します。

種 別 暴走族対策の推進

実施機関 滋賀運輸支局、警察本部交通指導課、健康医療福祉部子ども・青少年局

１ 計画の実施方針および重点

暴走族および違法行為を敢行する旧車會対策の推進

取締り等の強化

行政処分および再犯防止措置の徹底

総合的施策の推進

車両の不正改造の防止

２ 計画の内容

取締り等の強化

ア 積極的な検挙等による暴走行為等の封じ込め

共同危険行為等を始めとする暴走行為に対しては、暴走族阻止・検挙用資機材や

暴走行為採証用資機材の効果的活用を図るとともに、あらゆる法令を適用した検挙

の徹底を図る。

また、大規模集会・集団走行に関する事前情報を入手した場合には、管区警察局、

関係都道府県警察間で情報の共有を図り、集会等の主催者に対する個別指導、検問、

よう撃活動等を強化することにより、暴走行為等の封じ込め、検挙の徹底を図る。
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努め、交通流や交通事故発生状況等の実態に即した効果的な機動警ら等を実施するこ

とにより、違反の未然防止および円滑な交通を実現する。

また、交通指導取締りは、悪質性、危険性、迷惑性の高い違反を重点とし、特に著

しい速度超過、車間距離不保持、通行帯違反、積載重量違反等の取締りを強化する。

種 別 交通事故事件等に係る適正かつ緻密な捜査の一層の推進

実施機関 警察本部交通指導課

１ 計画の実施方針および重点

危険運転致死傷罪の立件を視野に入れた捜査の徹底

交通事故事件等に係る捜査力の強化

交通事故事件等に係る科学的捜査の推進

２ 計画の内容

危険運転致死傷罪の立件を視野に入れた捜査の徹底

交通事故事件等の捜査においては、初動捜査の段階から自動車運転死傷処罰法第

２条または第３条（危険運転致死傷罪）の立件も視野に入れた捜査の徹底を図りま

す。

交通事故事件等に係る捜査力の強化

交通事故事件等の捜査力を強化するため、捜査体制の充実および研修等による捜

査員の捜査力の一層の向上に努めます。

交通事故事件等に係る科学的捜査の推進

交通事故自動記録装置（タームス）やひき逃げ事件等の被疑車両の特定に資す

る捜査支援システム等、科学的捜査を支える装備資機材等の整備を進め、客観的

な証拠に基づいた科学的な交通事故事件等の捜査を推進します。

種 別 暴走族対策の推進

実施機関 滋賀運輸支局、警察本部交通指導課、健康医療福祉部子ども・青少年局

１ 計画の実施方針および重点

暴走族および違法行為を敢行する旧車會対策の推進

取締り等の強化

行政処分および再犯防止措置の徹底

総合的施策の推進

車両の不正改造の防止

２ 計画の内容

取締り等の強化

ア 積極的な検挙等による暴走行為等の封じ込め

共同危険行為等を始めとする暴走行為に対しては、暴走族阻止・検挙用資機材や

暴走行為採証用資機材の効果的活用を図るとともに、あらゆる法令を適用した検挙

の徹底を図る。

また、大規模集会・集団走行に関する事前情報を入手した場合には、管区警察局、

関係都道府県警察間で情報の共有を図り、集会等の主催者に対する個別指導、検問、

よう撃活動等を強化することにより、暴走行為等の封じ込め、検挙の徹底を図る。

イ 不正改造車両等に対する取締り

騒音に係る整備不良車両運転、消音器不備、番号標表示義務違反、車両の不正改

造等の取締りを推進する。

また、車両の不正改造事案については、確実に整備通告を実施するとともに、道

路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）による整備命令制度の効果的な運用が

図られるよう関係機関との連携を強化し、さらに、不正改造業者に対する取締りを

強化する。

ウ 暴走族グループ等の新規結成および再結成防止に向けた取組の推進

あらゆる活動を通じて暴走族に関する情報収集を行い、実態を把握するととも

に、組織的に個別指導・補導を実施するなどして、新規結成および再組織化の防止

を図る。

また、旧車會グループの中には、暴走族風に改造した旧型自動二輪車等を連ねて、

大規模な集会を行うなど、迷惑性が高いものもあることから、その実態の把握に努

めるとともに、整備不良車両運転、消音器不備、騒音運転、番号標表示義務違反等

の各種法令違反行為に対する徹底した取締りを行い、その解体を推進する。

行政処分および再犯防止措置の徹底

暴走行為に対する運転免許に係る行政処分を迅速かつ厳正に実施する。

特に、共同危険行為等の重大違反の唆し行為による運転免許の取消処分等の的確な

実施に努める。

また、再犯防止を徹底するため、暴走行為に使用された車両の没収（没取）措置に

ついて検察庁等への働き掛けを促進する。

総合的施策の推進

ア 関係機関等との連携強化

暴走族および少年の非行防止に関係する機関・団体等との連携を強化し、暴走族

対策会議の活性化を図る。

また、各種交通規制を実施するとともに、道路構造面から暴走しにくい道路環境

の整備、い集場所として利用されやすい施設の適切な管理、暴走行為を助長する車

両の不正改造の防止等の措置について積極的に働き掛ける。

イ 暴走族への加入防止対策の推進

暴走族への人的供給を遮断するため、中学生等を対象とした暴走族加入阻止教室

を開催し、暴走族の危険性・悪質性について理解を深めさせるなど効果的な暴走族

加入防止対策を推進する。

ウ 暴走族追放気運の醸成

各種メディアに対して暴走族による不法行為の実態、暴走族の取締り状況等の資

料提供を積極的に行うとともに、各種広報活動等を通じて、暴走族追放気運の醸成

を図るなどして、暴走族対策への国民の理解と協力の確保に努める。

車両の不正改造の防止

暴走行為を助長するような車両の不正な改造を防止するため、また、保安基準に適

合しない部品等が不正な改造に使用されることがないよう、「不正改造車を排除する

運動」等を通じ、全国的な広報活動の推進および企業・関係団体に対する指導を積極

的に行います。

また、自動車ユーザーだけでなく、不正改造等を行った者に対して必要に応じて

立入検査を行います。
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第６節 救助・救急活動の充実

種 別 救助・救急体制の整備

実施機関 総合政策部防災危機管理局、健康医療福祉部医療政策課、

中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路（株）関西支社

１ 計画の実施方針および重点

救助体制の整備・拡充

多数傷者発生時における救助・救急体制の充実

自動体外式除細動器の使用も含めた心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進

救急救命士の養成・配置等の促進

救助・救急用資機材の整備の推進

防災ヘリコプターによる救急業務の推進

救助隊員および救急隊員の教育訓練の充実

高速自動車国道における救急業務実施体制の整備

２ 計画の内容

救助体制の整備・拡充

交通事故の種類・内容の複雑多様化に対処するため、高度な救助資機材や救助工

作車の整備を支援するなど救助体制の充実を図る。

多数傷者発生時における救助・救急体制の充実

交通事故等により多数の負傷者が発生する大事故に対処するため、防災ヘリコプ

ターを効率的に運用するとともに、消防等の関係機関と訓練を実施するなど連携し

て救助・救急体制の充実を図る。

自動体外式除細動器の使用も含めた心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進

ＡＥＤの使用や心肺蘇生法を含めた応急手当の知識・実技の普及啓発を図るため

県内各保健所等で指導資料の配布・講習会の開催等を推進するとともに、「救急の

日」および「救急医療週間」等の機会を通じて広報啓発活動を実施する。

救急救命士の養成・配置等の促進

プレホスピタルケア（救急現場および搬送途上における応急処置）の充実のため

（一財）救急振興財団が実施する救急救命士養成講習等を活用し、各消防本部にお

いて救急救命士を計画的に配置できるようその養成を図り、救急救命士が行える気

管挿管、薬剤投与および輸液などの特定行為を円滑に実施するための講習および実

習の実施を推進する。また、医師の指示または指導・助言の下に救急救命士を含め

た救急隊員による応急処置等の質を確保するメディカルコントロール体制の充実を

図る。

救助・救急用資機材の整備の推進

消防学校における救助救急訓練用資機材の整備を図るとともに、消防本部への救

助工作車、救助資機材、高規格救急自動車、高度救命処置用資機材等の整備を推進

する。

防災ヘリコプターによる救急業務の推進

消防本部が、交通事故等による負傷者の搬送で防災ヘリコプターを活用すること

が有効と判断し出動要請した場合は、緊急運航要項および救急活動基準に基づき防

災ヘリコプターを運航し、救急業務の推進を図る。
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第６節 救助・救急活動の充実

種 別 救助・救急体制の整備

実施機関 総合政策部防災危機管理局、健康医療福祉部医療政策課、

中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路（株）関西支社

１ 計画の実施方針および重点

救助体制の整備・拡充

多数傷者発生時における救助・救急体制の充実

自動体外式除細動器の使用も含めた心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進

救急救命士の養成・配置等の促進

救助・救急用資機材の整備の推進

防災ヘリコプターによる救急業務の推進

救助隊員および救急隊員の教育訓練の充実

高速自動車国道における救急業務実施体制の整備

２ 計画の内容

救助体制の整備・拡充

交通事故の種類・内容の複雑多様化に対処するため、高度な救助資機材や救助工

作車の整備を支援するなど救助体制の充実を図る。

多数傷者発生時における救助・救急体制の充実

交通事故等により多数の負傷者が発生する大事故に対処するため、防災ヘリコプ

ターを効率的に運用するとともに、消防等の関係機関と訓練を実施するなど連携し

て救助・救急体制の充実を図る。

自動体外式除細動器の使用も含めた心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進

ＡＥＤの使用や心肺蘇生法を含めた応急手当の知識・実技の普及啓発を図るため

県内各保健所等で指導資料の配布・講習会の開催等を推進するとともに、「救急の

日」および「救急医療週間」等の機会を通じて広報啓発活動を実施する。

救急救命士の養成・配置等の促進

プレホスピタルケア（救急現場および搬送途上における応急処置）の充実のため

（一財）救急振興財団が実施する救急救命士養成講習等を活用し、各消防本部にお

いて救急救命士を計画的に配置できるようその養成を図り、救急救命士が行える気

管挿管、薬剤投与および輸液などの特定行為を円滑に実施するための講習および実

習の実施を推進する。また、医師の指示または指導・助言の下に救急救命士を含め

た救急隊員による応急処置等の質を確保するメディカルコントロール体制の充実を

図る。

救助・救急用資機材の整備の推進

消防学校における救助救急訓練用資機材の整備を図るとともに、消防本部への救

助工作車、救助資機材、高規格救急自動車、高度救命処置用資機材等の整備を推進

する。

防災ヘリコプターによる救急業務の推進

消防本部が、交通事故等による負傷者の搬送で防災ヘリコプターを活用すること

が有効と判断し出動要請した場合は、緊急運航要項および救急活動基準に基づき防

災ヘリコプターを運航し、救急業務の推進を図る。

救助隊員および救急隊員の教育訓練の充実

救助・救急隊員の知識、技術の向上を図るため、最新の救助・救急技術等を取り

入れるなど、消防学校における教育訓練の一層の充実を図る。

高速自動車国道における救急業務実施体制の整備

高速道路沿線の市町で組織する協議会の活動を支援し、高速道路における沿線市

町の協力体制の強化および適切かつ効果的な救急業務の実施を推進する。

種 別 救急医療体制の整備

実施機関 健康医療福祉部医療政策課

１ 計画の実施方針および重点

救急医療機関等の整備

ドクターヘリ事業の推進

２ 計画の内容

救急医療機関等の整備

ア 小児科の病院群輪番制病院の運営に対して助成する。 （ 千円

イ 救命救急センターの運営に対して助成する。 千円

ウ 円滑な救急医療体制を確保するため、救急医療情報システムの運営を行う。

（ 千円

ドクターヘリ事業の推進

京滋ドクターヘリが円滑に運航できる環境を整えるため、関係機関との調整およ

び啓発活動等を実施し、救急体制の一層の充実・確保を図る。

（ 千円）

種 別 救急関係機関の協力関係の確保等

実施機関 総合政策部防災危機管理局、健康医療福祉部医療政策課

１ 計画の実施方針および重点

救急関係機関の協力関係の確保等

２ 計画の内容

医療機関と消防機関の連携を強化し、「傷病者の搬送および受入れの実施に関する基

準」に基づき、救急搬送から救急医療の提供まで迅速かつ適切な実施を図る。

第７節 被害者支援の充実と推進

種 別 損害賠償の請求についての援助等

実施機関 滋賀運輸支局、警察本部交通指導課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

交通事故相談活動の推進
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損害賠償請求の援助活動等の強化

自動車損害賠償責任保険の無保険（無共済）車両対策の強化

２ 計画の内容

交通事故相談活動の推進

ア 地域における交通事故相談活動を充実するとともに、県内地方機関等における予

約巡回相談を開設するなど、広く交通事故相談の機会を提供する。

イ 交通事故相談所業務の円滑かつ適正な運営を図るため、関係援護機関、団体等と

の連絡調整を促進する。

ウ 相談内容の多様化・複雑化に対処するため、研修等を通じて相談員の資質の向上

を図る。

エ 交通事故相談所において各種の広報を行うほか、県および市町等の広報紙（誌）

の積極的な活用等により交通事故相談活動の周知徹底を図り、事故当事者に広く相

談の機会を提供する。

損害賠償請求の援助活動等の強化

交通事故被害者に対する適正かつ迅速な救助の一助とするため、救済制度の教示や

交通事故相談活動を積極的に推進します。

自動車損害賠償責任保険の無保険（無共済）車両対策の強化

原動機付自転車、普通自動二輪車（検査対象外軽自動車に限る）が、自動車損害

賠償責任保険 共済 を更新せずに、運転を行っている状況が確認されており、取締、

監視活動等を強化する。

種 別 交通事故被害者支援の充実強化

実施機関 警察本部交通指導課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

自動車事故被害者等に対する援助措置の充実

交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

自転車損害賠償保険等への加入促進

２ 計画の内容

自動車事故被害者等に対する援助措置の充実

交通遺児援護団体である「公益財団法人おりづる会」の交通遺児援護事業の充実と

運営の健全化を図るための補助を行う。

交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

交通課被害者支援係による交通事故被害者等の心情に配慮した相談業務を実施する。

交通事故被害者等に対して交通事故の概要、捜査経過等の情報を提供するとともに、

刑事手続きの流れ等をまとめた「交通事故被害者の手引き」を作成し、活用する。

特にひき逃げ事件、交通死亡事故等の交通事故事件の被害者等については、被疑者

の検挙、送致状況等を連絡する被害者連絡制度の充実を図る。

また、死亡事故等の被害者からの加害者の行政処分に係る意見聴取等の期日や行政

処分結果についての問い合わせに応じ、適切な情報の提供を図る。

さらに交通指導課に設置した被害者連絡調整官等が各警察署等で実施する被害者連

絡について指導を行うほか、自ら被害者連絡を実施するなどして組織的な対応を図る

とともに、職員に対し交通事故被害者等の心情に配意した対応について徹底を図る。
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損害賠償請求の援助活動等の強化

自動車損害賠償責任保険の無保険（無共済）車両対策の強化

２ 計画の内容

交通事故相談活動の推進

ア 地域における交通事故相談活動を充実するとともに、県内地方機関等における予

約巡回相談を開設するなど、広く交通事故相談の機会を提供する。

イ 交通事故相談所業務の円滑かつ適正な運営を図るため、関係援護機関、団体等と

の連絡調整を促進する。

ウ 相談内容の多様化・複雑化に対処するため、研修等を通じて相談員の資質の向上

を図る。

エ 交通事故相談所において各種の広報を行うほか、県および市町等の広報紙（誌）

の積極的な活用等により交通事故相談活動の周知徹底を図り、事故当事者に広く相

談の機会を提供する。

損害賠償請求の援助活動等の強化

交通事故被害者に対する適正かつ迅速な救助の一助とするため、救済制度の教示や

交通事故相談活動を積極的に推進します。

自動車損害賠償責任保険の無保険（無共済）車両対策の強化

原動機付自転車、普通自動二輪車（検査対象外軽自動車に限る）が、自動車損害

賠償責任保険 共済 を更新せずに、運転を行っている状況が確認されており、取締、

監視活動等を強化する。

種 別 交通事故被害者支援の充実強化

実施機関 警察本部交通指導課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

自動車事故被害者等に対する援助措置の充実

交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

自転車損害賠償保険等への加入促進

２ 計画の内容

自動車事故被害者等に対する援助措置の充実

交通遺児援護団体である「公益財団法人おりづる会」の交通遺児援護事業の充実と

運営の健全化を図るための補助を行う。

交通事故被害者等の心情に配慮した対策の推進

交通課被害者支援係による交通事故被害者等の心情に配慮した相談業務を実施する。

交通事故被害者等に対して交通事故の概要、捜査経過等の情報を提供するとともに、

刑事手続きの流れ等をまとめた「交通事故被害者の手引き」を作成し、活用する。

特にひき逃げ事件、交通死亡事故等の交通事故事件の被害者等については、被疑者

の検挙、送致状況等を連絡する被害者連絡制度の充実を図る。

また、死亡事故等の被害者からの加害者の行政処分に係る意見聴取等の期日や行政

処分結果についての問い合わせに応じ、適切な情報の提供を図る。

さらに交通指導課に設置した被害者連絡調整官等が各警察署等で実施する被害者連

絡について指導を行うほか、自ら被害者連絡を実施するなどして組織的な対応を図る

とともに、職員に対し交通事故被害者等の心情に配意した対応について徹底を図る。

自転車損害賠償保険等への加入促進

「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」が平成 年２月 日に施

行されたことから、同条例を県民に広く周知するために引き続きチラシやホームペー

ジによる情報発信と各市町、県警と連携し、毎日 日に街頭啓発を実施する等自転車の

安全利用の啓発を行い、自転車の交通事故防止をさらに進めていく。

また、同条例には自転車賠償保険の加入義務が規定されていることから、自転車を

利用するすべての県民が自転車賠償保険に加入するようにより一層の周知を図る。

第８節 研究開発および調査研究の充実

種 別 道路交通の安全に関する研究開発の推進

道路交通事故原因の総合的な調査研究の充実強化

実施機関 滋賀国道事務所、警察本部交通企画課、警察本部交通規制課、

土木交通部道路課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

交通事故分析の高度化等および道路交通の安全、円滑等に関する研究の推進

交通事故の実態把握と効果的な対策検討立案に向けた調査・研究を推進

交通管理の最適化

２ 計画の内容

交通事故分析の高度化等および道路交通の安全、円滑等に関する研究の推進

効果的な交通事故防止対策を講じていくためには、徹底した事故調査分析を総合的

に行い、交通事故の実態を的確に把握することが必要不可欠であることから、減少し

にくい事故類型等の特定、ＧＩＳ等に基づく新たな交通事故分析手法の構築、交通事

故総合分析センターの積極的な活用等により、交通事故分析の高度化を図る。

交通事故分析の成果については、各種施策の企画・立案に活用するほか、情報提供

を積極的に行い、関係機関・団体等による効果的な交通安全対策の推進に資するよう

配意する。

交通事故多発場所および重大事故発生現場等交通安全対策を必要とする場所を調査

・抽出し、交通事故の多発傾向の解消等道路交通環境の改善を図ることを目的とする

現場対策を講じる。交通事故多発場所等に対しては、道路管理者をはじめ、県、市町、

関係する機関・団体と連携して、合同の現地点検および対策会議を開催し、交通安全

施設等の整備充実を重点としたハード面の対策を検討し、問題の解消に努める。また、

死亡事故等の重大事故発生時にも、状況に応じ現地点検を実施し、再発防止対策を講

じる。

交通事故の実態把握と効果的な対策検討立案に向けた調査・研究を推進

滋賀県道路交通環境安全推進連絡会議を開催する他、同会議作業部会を活用

し、学識経験者、道路管理者、交通管理者等々による現地検討会や対策検討立

案を実施する。事故危険箇所、事故ゼロプラン等における対策効果検証を実施する。

交通安全総点検を実施する。

交通管理の最適化
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交通の安全性・快適性の向上と環境の改善を図るため、安全と円滑な交通管理を研究

する。

事故危険箇所の対策検討

事故危険箇所対策を実施
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交通の安全性・快適性の向上と環境の改善を図るため、安全と円滑な交通管理を研究

する。

事故危険箇所の対策検討

事故危険箇所対策を実施
第２章 鉄道交通の安全

第１節 鉄道交通環境の整備

種 別 鉄道施設等の安全性の向上

実施機関 近畿運輸局

１ 計画の実施方針および重点

鉄道施設の維持管理および補修を適切に実施するとともに、老朽化が進んでいる橋梁

等の施設について、長寿命化に資する補強・改良を進める。特に、人口減少等による輸

送量の伸び悩み等から厳しい経営を強いられている地域鉄道については、補助制度等を

活用しつつ、施設、車両等の適切な維持・補修等の促進を図る。研究機関の専門家によ

る技術支援制度を活用する等して技術力の向上についても推進する。

また、多発する自然災害へ対応するために、防災・減災対策の強化が喫緊の課題とな

っている。このため、切土や盛土等の土砂災害への対策の強化等を推進する。

南海トラフ地震等に備えて、鉄道ネットワークの維持や一時避難場所としての機能の

確保等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震対策を推進する。

さらに、平成 年度に設置した「駅ホームにおける安全性向上のための検討会」にお

いてとりまとめたホームドアの整備等のハード対策や駅員等による乗車・降車の誘導案

内を始めとするソフト対策による総合的な転落防止対策の実効性を確保するため、検討

会を活用した進捗管理を行い、鉄道事業者の積極的な取組を促すことで、引き続き、駅

ホームの安全性確保に向けた取組を推進する。

２ 計画の内容

整備事業項目 事業量 事業費（千円）

線
路
施
設
等
の
整
備

軌道強化 ｍ

線形 ｍ

線路増設 ｍ

橋りょう改良 箇所

駅改良 駅

トンネル改良 箇所

防災・その他 箇所

※ 事業量の欄に計上できないものは事業費のみに計上している。

種 別 運転保安設備等の整備

実施機関 近畿運輸局

１ 計画の実施方針および重点
曲線部等への速度制限機能付きＡＴＳ等、運転士異常時列車停止装置、運転状況記録
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装置等について法令により整備の期限が定められたもの※の整備については、平成 年

６月までに完了したが、整備の期限が定められていないものの整備については引き続き

推進を図る。

※１時間あたりの最高運行本数が往復 本以上の線区の施設またはその線区を走行す

る車両若しくは運転速度が を超える車両またはその車両が走行する線区の施設

について 年以内に整備するよう義務付けられたもの。

２ 計画の内容

整備事業項目 事業量 事業費（千円）

運
転
保
安
設
備
等

自動閉そく信号 箇所

ＣＴＣ化等 箇所

連動装置 箇所

ＡＴＳ等 箇所

列車無線装置 箇所

信号機改良等 箇所

※事業量の欄に計上できないものは事業費のみに計上している。

第２節 鉄道交通の安全に関する知識の普及

種 別 鉄道交通の安全に関する知識の普及

実施機関 近畿運輸局

１ 計画の実施方針および重点

運転事故の約９割を占める人身障害事故と踏切障害事故の多くは、利用者や踏切通行

者、鉄道沿線住民等が関係するものであることから、これらの事故の防止には、鉄道事

業者による安全対策に加えて、利用者等の理解と協力が必要である。このため、学校、

沿線住民、道路運送事業者等を幅広く対象として、関係機関等の協力の下、全国交通安

全運動や踏切事故防止キャンペーン等において広報活動を積極的に行い、鉄道の安全に

関する正しい知識を浸透させる。

また、これらの機会を捉え、駅ホームおよび踏切道における非常押ボタン等の安全設

備について分かりやすい表示の整備や非常押ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図

る。

２ 計画の内容

・春の全国交通安全運動（平成 年４月６日～４月 日）

・秋の全国交通安全運動（平成 年９月 日～９月 日）

・踏切事故防止キャンペーン（平成 年 月１日～ 月 日）
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装置等について法令により整備の期限が定められたもの※の整備については、平成 年

６月までに完了したが、整備の期限が定められていないものの整備については引き続き

推進を図る。

※１時間あたりの最高運行本数が往復 本以上の線区の施設またはその線区を走行す

る車両若しくは運転速度が を超える車両またはその車両が走行する線区の施設

について 年以内に整備するよう義務付けられたもの。

２ 計画の内容

整備事業項目 事業量 事業費（千円）

運
転
保
安
設
備
等

自動閉そく信号 箇所

ＣＴＣ化等 箇所

連動装置 箇所

ＡＴＳ等 箇所

列車無線装置 箇所

信号機改良等 箇所

※事業量の欄に計上できないものは事業費のみに計上している。

第２節 鉄道交通の安全に関する知識の普及

種 別 鉄道交通の安全に関する知識の普及

実施機関 近畿運輸局

１ 計画の実施方針および重点

運転事故の約９割を占める人身障害事故と踏切障害事故の多くは、利用者や踏切通行

者、鉄道沿線住民等が関係するものであることから、これらの事故の防止には、鉄道事

業者による安全対策に加えて、利用者等の理解と協力が必要である。このため、学校、

沿線住民、道路運送事業者等を幅広く対象として、関係機関等の協力の下、全国交通安

全運動や踏切事故防止キャンペーン等において広報活動を積極的に行い、鉄道の安全に

関する正しい知識を浸透させる。

また、これらの機会を捉え、駅ホームおよび踏切道における非常押ボタン等の安全設

備について分かりやすい表示の整備や非常押ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図

る。

２ 計画の内容

・春の全国交通安全運動（平成 年４月６日～４月 日）

・秋の全国交通安全運動（平成 年９月 日～９月 日）

・踏切事故防止キャンペーン（平成 年 月１日～ 月 日）

第３節 鉄道の安全な運行の確保

種 別 保安監査の実施

運転士の資質の保持

安全上のトラブル情報の共有・活用

気象情報等の充実

大規模な事故等が発生した場合の適切な対応

運輸安全マネジメント評価の実施

実施機関 近畿運輸局、彦根地方気象台

１ 計画の実施方針および重点

保安監査の実施

運転士の資質の保持

安全上のトラブル情報の共有・活用

気象情報等の充実

大規模な事故等が発生した場合の適切な対応

運輸安全マネジメント評価の実施

２ 計画の内容

保安監査の実施

鉄道事業者に対し、定期的にまたは重大な事故等の発生を契機に保安監査を実施し、

輸送の安全の確保に関する取組の状況、施設および車両の保守管理状況、運転取扱い

の状況、乗務員等に対する教育訓練の状況を確認し、適切な指導を行うとともに、過

去の指導のフォローアップを実施する。

また、ＪＲ北海道問題を踏まえて平成 年度に実施した保安監査の在り方の見直し

に係る検討結果に基づき、計画的な保安監査のほか、同種トラブルの発生等の際にも

臨時保安監査を行うなど、メリハリの効いたより効果的な保安監査を実施する等、保

安監査の充実を図る。

このほか、年末年始の輸送等安全総点検により、事業者の安全意識を向上させる。

運転士の資質の保持

運転士の資質の確保を図るため、動力車操縦者運転免許試験を適正に実施する。

また、資質が保持されるよう、運転管理者および乗務員指導管理者が教育等につい

て、適切に措置を講じるよう指導する。

全国交通安全運動、年末年始の輸送等に関する安全総点検、安全運転推進運動にお

ける査察および年度監査計画における保安監査等を行う。

安全上のトラブル情報の共有・活用

鉄道事業者の安全担当者等による鉄軌道保安推進連絡会議を開催し、事故等および

その再発防止対策に関する情報共有等を行うとともに、安全上のトラブル情報を関係

者間において共有できるよう、情報を収集し、速やかに鉄道事業者へ周知する。

また、国への報告対象となっていない安全上のトラブル情報について、鉄道事業者

による情報共有化を推進する。さらに、運転状況記録装置等の活用や現場係員による

安全上のトラブル情報の積極的な報告を推進するよう指導する。

気象情報等の充実
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鉄道交通に影響を及ぼす台風、大雨、竜巻等の激しい突風、地震等の自然現象につ

いて、的確な実況監視を行い、関係機関、乗務員等が必要な措置を迅速にとり得るよ

う、特別警報・警報・予報等を適時・適切に発表して事故の防止・軽減に努める。ま

た、これらの情報の内容の充実と効果的利活用の促進を図るため、「第１章第 節（ ）

「道路交通に関する情報の充実」で述べた気象観測予報体制の整備、地震の監視体制

の整備、各種情報の提供、気象知識等の普及を行う。

特に、竜巻等の激しい突風による列車転覆等の被害の防止に資するため、竜巻注意

情報を適時・適切に発表するとともに、分布図形式の短時間予測情報として竜巻発生

確度ナウキャストを提供する。また、走行中の列車における地震発生時の転覆等の被

害の防止に資するため、緊急地震速報（予報および警報）の鉄道交通における利活用

の推進を図る。

大規模な事故等が発生した場合の適切な対応

国および鉄道事業者における、夜間・休日の緊急連絡体制等を点検・確認し、大規

模な事故または災害発生した場合に、迅速かつ的確な情報の収集・連絡を行う。

また、主要幹線における輸送障害等の社会的影響を軽減するため、鉄道事業者に対

し、列車の運行状況を的確に把握して、乗客への適切な情報提供を行うとともに、迅

速な復旧に必要な体制を整備するよう指導する。

さらに、鉄道事業者に対して、降雪時等において利用者の行動判断に資する情報提

供を行うよう指導する。

運輸安全マネジメント評価の実施

事業者が社内一丸となった安全管理体制を構築・改善し、国がその実施状況を確認

する運輸安全マネジメント制度については、平成 年度で制度導入から 年を経過し

たことを受け、制度の効果と課題を総括し、今後の展開の在り方について検討を行う。

併せて、そのコンセプトを全ての事業者へ普及することを目指すなど、充実強化を図

る。

第４節 鉄道車両の安全性の確保

種 別 鉄道車両の安全性の確保

実施機関 近畿運輸局

１ 計画の実施方針および重点

発生した事故や科学技術の進歩を踏まえつつ、適時・適切に鉄道車両の構造・装置に

関する保安上の技術基準を見直す。

第５節 救助・救急活動の充実

種 別 救助・救急活動の充実
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実施機関 近畿運輸局、総合政策部防災危機管理局、健康医療福祉部医療政策課

１ 計画の実施方針および重点

鉄道の重大事故等の発生に対して、避難誘導、救助・救急活動を迅速かつ的確に行う

ため、主要駅における防災訓練の充実や鉄道事業者と消防機関、医療機関その他の関係

機関との連携・協力体制の強化を図る。

２ 計画の内容

全国交通安全運動、年末年始の輸送等に関する安全総点検、安全運転推進運動におけ

る査察および年度監査計画における保安監査等を行う。

第６節 被害者支援の推進

種 別 被害者支援の推進

実施機関 近畿運輸局

１ 計画の実施方針および重点

国や関係機関・各市町村と連携して、公共交通事故や重大交通事故の被害者等の支援

への取組を推進する。

２ 計画の内容

１ 平時における取組

被害者等への支援体制の整備

公共交通事故被害者支援室において、被害者等からの相談を受け付けるとともに、

被害者等への支援に携わる職員に対する教育訓練の実施、関係機関等とのネットワ

ーク形成等を図る。

事業者における支援計画作成の促進

公共交通事業者による被害者等支援計画作成ガイドラインに基づき、事業者に対

して計画の策定を促すなど、被害者等に対する支援の充実に向けた取組を図る。

２ 事故発生時の取組

事故発生直後の対応

被害者等に対する窓口を設置し、安否情報・事故情報等の提供に関する被害者等か

らの要望を関係行政機関、公共機関、地方公共団体および事業者に伝えること等を通

じて、被害者等に役立つ情報を収集・整理し、正確かつきめ細やかな情報を適切に提

供するよう図る。

また、被害者等が事故現場において行う安否確認等の活動のために必要な支援が確

保されるよう、被害者等からの要望を事業者等に伝えて必要な対応を要請し、また、

現場における受入体制等に関する情報を被害者等に提供するなど、被害者等への窓口

を通じて、被害者等からの問合せ・相談に的確に対応するよう図る。

中長期的対応

公共交通事故被害者等への支援を行う体制において、被害者等のための窓口を設置

し、被害者等からの要望を踏まえ、事故調査の状況や規制の見直し、事業者の安全対

策に関する説明について必要なコーディネートを図る。また、被害者等からの相談を

受け、必要に応じて、事業者が策定する公共交通事故被害者等への支援に関する計画

鉄道交通に影響を及ぼす台風、大雨、竜巻等の激しい突風、地震等の自然現象につ

いて、的確な実況監視を行い、関係機関、乗務員等が必要な措置を迅速にとり得るよ

う、特別警報・警報・予報等を適時・適切に発表して事故の防止・軽減に努める。ま

た、これらの情報の内容の充実と効果的利活用の促進を図るため、「第１章第 節（ ）

「道路交通に関する情報の充実」で述べた気象観測予報体制の整備、地震の監視体制

の整備、各種情報の提供、気象知識等の普及を行う。

特に、竜巻等の激しい突風による列車転覆等の被害の防止に資するため、竜巻注意

情報を適時・適切に発表するとともに、分布図形式の短時間予測情報として竜巻発生

確度ナウキャストを提供する。また、走行中の列車における地震発生時の転覆等の被

害の防止に資するため、緊急地震速報（予報および警報）の鉄道交通における利活用

の推進を図る。

大規模な事故等が発生した場合の適切な対応

国および鉄道事業者における、夜間・休日の緊急連絡体制等を点検・確認し、大規

模な事故または災害発生した場合に、迅速かつ的確な情報の収集・連絡を行う。

また、主要幹線における輸送障害等の社会的影響を軽減するため、鉄道事業者に対

し、列車の運行状況を的確に把握して、乗客への適切な情報提供を行うとともに、迅

速な復旧に必要な体制を整備するよう指導する。

さらに、鉄道事業者に対して、降雪時等において利用者の行動判断に資する情報提

供を行うよう指導する。

運輸安全マネジメント評価の実施

事業者が社内一丸となった安全管理体制を構築・改善し、国がその実施状況を確認

する運輸安全マネジメント制度については、平成 年度で制度導入から 年を経過し

たことを受け、制度の効果と課題を総括し、今後の展開の在り方について検討を行う。

併せて、そのコンセプトを全ての事業者へ普及することを目指すなど、充実強化を図

る。

第４節 鉄道車両の安全性の確保

種 別 鉄道車両の安全性の確保

実施機関 近畿運輸局

１ 計画の実施方針および重点

発生した事故や科学技術の進歩を踏まえつつ、適時・適切に鉄道車両の構造・装置に

関する保安上の技術基準を見直す。

第５節 救助・救急活動の充実

種 別 救助・救急活動の充実
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に基づく支援やその他事業者による支援について、事業者に指導・助言を行うととも

に、被害者等に対して関係機関や心のケアの専門家を紹介する等の取組を図る。
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に基づく支援やその他事業者による支援について、事業者に指導・助言を行うととも

に、被害者等に対して関係機関や心のケアの専門家を紹介する等の取組を図る。

第３章 踏切道における交通の安全

踏切道における交通の安全

種 別 踏切道の立体交差化、構造の改良および歩行者等立体横断施設の整備促進

踏切保安設備の整備および交通規制の実施

踏切道の統廃合の促進

その他踏切道の交通の安全と円滑化を図るための措置

実施機関 近畿運輸局、警察本部交通規制課、土木交通部交通戦略課

１ 計画の実施方針および重点

踏切道の立体交差化、構造の改良および歩行者等立体横断施設の整備促進

踏切保安設備の整備および交通規制の実施

踏切道の統廃合の促進

その他踏切道の交通の安全と円滑化を図るための措置

２ 計画の内容

踏切道の立体交差化、構造の改良および歩行者等立体横断施設の整備促進

遮断時間が特に長い踏切道（開かずの踏切）や、主要な道路で交通量の多い踏切道

等については、抜本的な交通安全対策である連続立体交差化等により、除却を促進す

るとともに、道路の新設・改築および鉄道の新線建設に当たっては、極力立体交差化

を図る。

加えて、立体交差化までに時間の掛かる「開かずの踏切」等については、効果の早

期発現を図るため各踏切道の状況を踏まえ、歩道拡幅等の構造の改良や歩行者等立体

横断施設の設置等を促進する。

なお、歩道が狭隘な踏切についても、踏切道内において歩行者と自動車等が錯綜す

ることがないよう事故防止効果の高い構造への改良を促進する。

また、立体交差化、構造の改良等に加え、当面の対策（カラー舗装等）や踏切・駅

周辺対策等ソフト・ハード両面からできる対策を総動員する。

整備事業項目 事業量 事業費（千円）

踏切道の構造改良 箇所

連続・単独立体交差の改

築
箇所

踏切保安設備の整備および交通規制の実施

踏切遮断機の整備された踏切道は、踏切遮断機の整備されていない踏切道に比べて

事故発生率が低いことから、踏切道の利用状況、踏切道の幅員、交通規制の実施状況

等を勘案し、着実に踏切遮断機の整備を行う。

列車運行本数が多く、かつ、列車の種別等により警報時間に差が生じているものに

ついては、必要に応じ警報時間制御装置の整備等を進め、踏切遮断時間を極力短くす

る。
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自動車交通量の多い踏切道については、道路交通の状況、事故の発生状況等を勘案

して必要に応じ、障害物検知装置、オーバーハング型警報装置、大型遮断装置等、よ

り事故防止効果の高い踏切保安設備の整備を進める。

高齢者等の歩行者対策としても効果が期待できる、全方位型警報装置、非常押ボタ

ンの整備、障害物検知装置の高規格化を推進する。

なお、これらの踏切保安設備の整備に当たっては、踏切道改良促進法に基づく補助

制度を活用して整備を促進する。

整備事業項目 事業量 事業費（千円）

踏切道の格上げ 箇所

踏切保安設備 箇所

踏切道の統廃合の促進

踏切道の立体交差化、構造の改良等の事業の実施に併せて、近接踏切道のうち、そ

の利用状況、う回路の状況等を勘案して、第３、４種踏切道など地域住民の通行に特

に支障を及ぼさないと認められるものについて、統廃合を進めるとともに、これら近

接踏切道以外の踏切道についても同様に統廃合を促進する。

ただし、構造改良のうち、踏切道に歩道がないか、歩道が狭小な場合の歩道整備に

ついては、その緊急性を考慮して、近接踏切道の統廃合を行わずに実施できることと

する。

その他の踏切道の交通の安全と円滑化を図るための措置

緊急に対策の検討が必要な踏切道は、踏切道の諸元や対策状況等を記した「踏切安

全通行カルテ」により、透明性を保ちながら各踏切の状況を踏まえた対策を重点的に

推進する。

また、踏切道における交通の安全と円滑化を図るため、必要に応じて、踏切道予告

標、踏切信号機の設置等を進める。

自動車運転者や歩行者等の踏切道通行者に対し、交通安全意識の向上および踏切支

障時における非常押ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図るため、踏切事故防止

キャンペーンを推進する。

また、学校等において、踏切の通過方法等の教育を引き続き推進するとともに、鉄

道事業者等による高齢者施設や病院等の医療機関へ踏切事故防止のパンフレット等の

配布を促進する。踏切事故による被害者等への支援についても、事故の状況等を踏ま

え、適切に対応していく。

このほか、踏切道に接続する道路の拡幅については、踏切道において道路の幅員差

が新たに生じないよう努めるものとする。

・踏切事故防止キャンペーン（平成２９年１１月１日～１１月１０日）

・春の全国交通安全運動 （平成２９年４月６日～４月１５日）

・秋の全国交通安全運動 （平成２９年９月２１日～９月３０日）
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第 ２ 部

平成２８年度交通安全実施計画

に 対 す る 実 績

自動車交通量の多い踏切道については、道路交通の状況、事故の発生状況等を勘案

して必要に応じ、障害物検知装置、オーバーハング型警報装置、大型遮断装置等、よ

り事故防止効果の高い踏切保安設備の整備を進める。

高齢者等の歩行者対策としても効果が期待できる、全方位型警報装置、非常押ボタ

ンの整備、障害物検知装置の高規格化を推進する。

なお、これらの踏切保安設備の整備に当たっては、踏切道改良促進法に基づく補助

制度を活用して整備を促進する。

整備事業項目 事業量 事業費（千円）

踏切道の格上げ 箇所

踏切保安設備 箇所

踏切道の統廃合の促進

踏切道の立体交差化、構造の改良等の事業の実施に併せて、近接踏切道のうち、そ

の利用状況、う回路の状況等を勘案して、第３、４種踏切道など地域住民の通行に特

に支障を及ぼさないと認められるものについて、統廃合を進めるとともに、これら近

接踏切道以外の踏切道についても同様に統廃合を促進する。

ただし、構造改良のうち、踏切道に歩道がないか、歩道が狭小な場合の歩道整備に

ついては、その緊急性を考慮して、近接踏切道の統廃合を行わずに実施できることと

する。

その他の踏切道の交通の安全と円滑化を図るための措置

緊急に対策の検討が必要な踏切道は、踏切道の諸元や対策状況等を記した「踏切安

全通行カルテ」により、透明性を保ちながら各踏切の状況を踏まえた対策を重点的に

推進する。

また、踏切道における交通の安全と円滑化を図るため、必要に応じて、踏切道予告

標、踏切信号機の設置等を進める。

自動車運転者や歩行者等の踏切道通行者に対し、交通安全意識の向上および踏切支

障時における非常押ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図るため、踏切事故防止

キャンペーンを推進する。

また、学校等において、踏切の通過方法等の教育を引き続き推進するとともに、鉄

道事業者等による高齢者施設や病院等の医療機関へ踏切事故防止のパンフレット等の

配布を促進する。踏切事故による被害者等への支援についても、事故の状況等を踏ま

え、適切に対応していく。

このほか、踏切道に接続する道路の拡幅については、踏切道において道路の幅員差

が新たに生じないよう努めるものとする。

・踏切事故防止キャンペーン（平成２９年１１月１日～１１月１０日）

・春の全国交通安全運動 （平成２９年４月６日～４月１５日）

・秋の全国交通安全運動 （平成２９年９月２１日～９月３０日）



第１節 道路交通環境の整備

種 別 生活に密着した身近な道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の

整備

実施機関 滋賀国道事務所

通学路緊急点検結果等を受け、危険箇所への対策等を実施し、安心安全な通学路の確

保を図った。

種 別 生活に密着した身近な道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の

整備

実施機関 警察本部交通規制課

生活に密着した身近な道路の安全対策の推進について

 ア 生活道路空間における「ゾーン 30」の整備 
      県下４箇所を指定した。  
   イ 高輝度標識等見やすく、分かりやすい道路標識・道路標示の整備  

  利用者の多い横断歩道２０カ所に標識用照明を設置した。  
   ウ 信号灯器のＬＥＤ化の整備  

５６８灯をＬＥＤ化した。  
   エ  バリアフリー法に基づき生活関連道路を中心に視覚障害者用付加装置等の音響式信号

機の改良・整備や維持管理。  
視覚障害者用付加装置の整備 ４基 
通学路等における交通安全の確保について

   ア 横断歩道の整備 
通学路を中心に６５箇所の横断歩道を設置した。  

   イ 押しボタン式等信号機の改良・整備と維持管理  
信号機の設置 １０基（うち 押ボタン式 １基、感応式 ２基） 

   ウ 歩行者用灯器の的確な整備と維持管理  
      歩行者用灯器の増灯 ６０灯 

高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備

   ア 視覚障害者用付加装置等の音響式信号機の改良・整備や維持管理  
      視覚障害者用付加装置の整備 ４基 
   イ 高輝度標識等見やすく、分かりやすい道路標識・道路標示の整備。  

  横断歩道の標識、路面標示等には超高輝度の部材を使用して整備した。  
  利用者の多い横断歩道２０カ所に標識用照明を設置した。  

第１章 道路交通の安全
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   ウ 信号灯器のＬＥＤ化の整備 
      ＬＥＤ化 ５６８灯

種 別 生活に密着した身近な道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の

整備

実施機関 土木交通部道路課

平成 年度に文部科学省・国土交通省・警察庁が連携し、全国一斉に通学路を対象と

した緊急合同点検を行い、短期的に対策を行う必要がある 箇所が確認された。平成

～ 年度の４箇年で対策を行い、 箇所全ての対策が完了した。さらに、平成 年度

には、全市町が通学路交通安全プログラムを策定した。

平成 年度は、改築系事業も含めて、このプログラムに基づいた点検、対策、検証、

改善といった サイクルを回すことにより、通学路の安全確保に取り組んだ。

また、歩道を設置している県管理道路を対象に、職員が年に１回程度自転車パトロー

ルを行い、通常行っているパトロールでは見つけられない危険個所を発見し、不具合が

あれば速やかに修繕を行った。

種 別 高速道路の更なる活用促進による生活に密着した身近な道路等との

機能分化

実施機関 土木交通部道路課

生活に密着した身近な道路等への通過交通を減少させるため、高規格幹線道路等の整

備を行った

（単位：千円）

補助事業

箇所 事業費

高規格幹線道路等整備事業

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 土木交通部道路課

道路の改築による道路交通環境の整備

道路改築事業の実施にあたっては、必要に応じ県の道路構造条例や滋賀県歩道整備マ

ニュアルに基づいて車両と歩行者の通行空間の分離検討を行った。

〔 補助事業 〕 （単位：千円）

工 種
国 道 地 方 道

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費

補助道路整備事業（改築）

※補助道路整備事業の箇所数は重複箇所有り。

〔 単独事業 〕

単独道路改築事業（改築） 千円
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   ウ 信号灯器のＬＥＤ化の整備 
      ＬＥＤ化 ５６８灯

種 別 生活に密着した身近な道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の

整備

実施機関 土木交通部道路課

平成 年度に文部科学省・国土交通省・警察庁が連携し、全国一斉に通学路を対象と

した緊急合同点検を行い、短期的に対策を行う必要がある 箇所が確認された。平成

～ 年度の４箇年で対策を行い、 箇所全ての対策が完了した。さらに、平成 年度

には、全市町が通学路交通安全プログラムを策定した。

平成 年度は、改築系事業も含めて、このプログラムに基づいた点検、対策、検証、

改善といった サイクルを回すことにより、通学路の安全確保に取り組んだ。

また、歩道を設置している県管理道路を対象に、職員が年に１回程度自転車パトロー

ルを行い、通常行っているパトロールでは見つけられない危険個所を発見し、不具合が

あれば速やかに修繕を行った。

種 別 高速道路の更なる活用促進による生活に密着した身近な道路等との

機能分化

実施機関 土木交通部道路課

生活に密着した身近な道路等への通過交通を減少させるため、高規格幹線道路等の整

備を行った

（単位：千円）

補助事業

箇所 事業費

高規格幹線道路等整備事業

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 土木交通部道路課

道路の改築による道路交通環境の整備

道路改築事業の実施にあたっては、必要に応じ県の道路構造条例や滋賀県歩道整備マ

ニュアルに基づいて車両と歩行者の通行空間の分離検討を行った。

〔 補助事業 〕 （単位：千円）

工 種
国 道 地 方 道

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費

補助道路整備事業（改築）

※補助道路整備事業の箇所数は重複箇所有り。

〔 単独事業 〕

単独道路改築事業（改築） 千円

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 滋賀国道事務所

○交通事故分析の充実および事故対策ノウハウの蓄積・活用

・道路交通環境安全推進連絡会議を活用し、警察その他関係機関や学識経験者と

連携した事故分析および対策立案を実施

○現道等の交通事故対策

・事故危険箇所の中から５箇所を選定し対策を立案

○道路網の整備

交通安全実施計画に対する実績

一般国道１号

・水口道路、栗東水口道路Ⅱ 調査設計の実施

・栗東水口Ⅰ 改良・舗装工事の実施、調査設計の実施

一般国道８号

・塩津バイパス 埋蔵文化財調査、調査設計の実施

・米原バイパス 橋梁下部工事、用地取得、埋蔵文化財調査、調査設計の実施

・野洲栗東バイパス 用地取得、埋蔵文化財調査、調査設計の実施

・姉川橋架替 工事用道路の撤去

・米原貨物ターミナル 調査設計の実施

一般国道１６１号

・湖北バイパス 用地取得、調査設計の実施

・小松拡幅 用地取得、調査設計の実施

・湖西道路（真野～坂本北） 調査設計の実施

一般国道３０７号

・信楽道路 調査設計の実施

○道路交通情報の提供

・道の駅等での道路情報提供

・冬期積雪箇所のＣＣＴＶ画像インターネット公開を継続して実施

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 警察本部交通規制課

事故危険箇所対策の推進について

交通事故多発場所や重大事故現場の２５カ所に対して現地検討会を実施した。

幹線道路のおける適正な交通規制について

交通量等の実態に基づく速度規制の見直し １区間

高度情報技術を活用したシステムの構築について

光ビーコンの高度化更新 １２基。

交通安全施設等の高度化について

信号制御の見直し ２５箇所

信号灯器のＬＥＤ化 ５６８灯

種 別 幹線道路における交通安全対策の推進

実施機関 中日本高速道路（株）名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

○高速道路における交通安全施設等整備
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安全性・快適性の向上、環境保全対策、情報提供の高度化など、多様化するニーズへの対

応として、５月 日から６月 日のおよび 月 日から 月 日の土日を含まない計 日

間、名神集中工事を実施した。

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 滋賀国道事務所

（単位：百万円）

工 種 単 位 事 業 量 事 業 費

一

種

事

業

歩道等 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化含む 箇所

交差点改良 箇所

小 計

二

種

事

業

簡易パーキング 防災拠点化

式

防護柵

道路標識

情報機器（道路情報提供装置）

区画線

小 計

合 計

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 土木交通部道路課

交通事故の発生を抑止するため、交通安全を確保する必要がある道路を対象に整

備を図った。

歩行者および自転車利用者の安全確保や高齢者・障害者等の社会参加を支援

するため、十分な幅を確保した歩道等の整備に努めた。

事故危険箇所等の安全対策を積極的に進めた。

安全かつ円滑な自動車交通を確保するため､ 交通事故の集中する交差点の改

良、疲労運転に伴う事故防止のための簡易パーキング等の整備を進めた。

夜間事故防止対策として道路照明灯の整備を進めた。

交通安全確保のため、防護柵、転落防止柵等の整備を進めた。

交通安全施設等整備事業 （単位：千円）

工 種
補 助 事 業 単 独 事 業

箇所 事 業 費 箇所 事 業 費

一
種
事
業

歩 道

自転車歩行者道

交 差 点 改 良

その他

（道路照明灯・防護柵等）

合 計
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安全性・快適性の向上、環境保全対策、情報提供の高度化など、多様化するニーズへの対

応として、５月 日から６月 日のおよび 月 日から 月 日の土日を含まない計 日

間、名神集中工事を実施した。

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 滋賀国道事務所

（単位：百万円）

工 種 単 位 事 業 量 事 業 費

一

種

事

業

歩道等 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化含む 箇所

交差点改良 箇所

小 計

二

種

事

業

簡易パーキング 防災拠点化

式

防護柵

道路標識

情報機器（道路情報提供装置）

区画線

小 計

合 計

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 土木交通部道路課

交通事故の発生を抑止するため、交通安全を確保する必要がある道路を対象に整

備を図った。

歩行者および自転車利用者の安全確保や高齢者・障害者等の社会参加を支援

するため、十分な幅を確保した歩道等の整備に努めた。

事故危険箇所等の安全対策を積極的に進めた。

安全かつ円滑な自動車交通を確保するため､ 交通事故の集中する交差点の改

良、疲労運転に伴う事故防止のための簡易パーキング等の整備を進めた。

夜間事故防止対策として道路照明灯の整備を進めた。

交通安全確保のため、防護柵、転落防止柵等の整備を進めた。

交通安全施設等整備事業 （単位：千円）

工 種
補 助 事 業 単 独 事 業

箇所 事 業 費 箇所 事 業 費

一
種
事
業

歩 道

自転車歩行者道

交 差 点 改 良

その他

（道路照明灯・防護柵等）

合 計

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 土木交通部都市計画課

〔都市計画街路事業〕 （単位：千円）

種 別 箇所数 事 業 費

県 事 業 箇所

市 町 事 業 箇所

合 計 箇所

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 農政水産部耕地課

〔交通安全施設等整備事業〕 （単位：千円）

工 種 単位
県 営 事 業 団 体 営 事 業

事業量 事 業 費 事業量 事 業 費

防 護 柵 ｍ

道 路 標 識 基

区 画 線 ｍ

視 線 誘 導 標 基

反 射 鏡 基

防 犯 灯 本

合 計

種 別 交通安全施設等整備事業の推進

実施機関 警察本部交通規制課

交通事故の防止と交通の円滑化を図るため、公安委員会と道路管理者が連携し、計画的

かつ重点的に交通安全施設整備事業を推進した。
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事 業 事業量

補
助
事
業

管制端末

集中制御機 基

情報収集装置 式

情報収集提供装置 基

監視用テレビ更新 基

交通情報板更新 基

プログラム多段系統化 基

灯器等改良（ 化） 式

信号機の新設 基

信号柱の更新 本

電源付加装置更新（リチュウム） 基

道路標識（路側式） 本

道路標識（オーバーハング） 本

道路標示 横断歩道（高輝度）

道路標示 実線（高輝度）

県
単
独
事
業

信号機

新設 基

灯器の増灯・更新 灯

信号機移設 カ所

電源付加装置更新（ディーゼル） 基

道路標識（路側式） 本

標識用照明 本

道路標識（オーバーハング更新） 本

道路標識（オーバーハング移設） 本

道路標示 横断歩道（高輝度）

道路標示 実線（高輝度）

種 別 歩行空間のバリアフリー化

実施機関 滋賀国道事務所

主要な鉄道駅等を中心とする地区においては、高齢者や身体障がい者等に配慮した安全

で快適な歩行空間を確保するため、交通バリアフリー法に基づき、バリアフリー化された

歩行空間ネットワークの整備を行った。

種 別 歩行空間のバリアフリー化

実施機関 警察本部交通規制課

生活関連道路を中心とした視覚障害者用付加装置の設置した。

更新 ３基

新設 １基

種 別 歩行空間のバリアフリー化
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事 業 事業量

補
助
事
業

管制端末

集中制御機 基

情報収集装置 式

情報収集提供装置 基

監視用テレビ更新 基

交通情報板更新 基

プログラム多段系統化 基

灯器等改良（ 化） 式

信号機の新設 基

信号柱の更新 本

電源付加装置更新（リチュウム） 基

道路標識（路側式） 本

道路標識（オーバーハング） 本

道路標示 横断歩道（高輝度）

道路標示 実線（高輝度）

県
単
独
事
業

信号機

新設 基

灯器の増灯・更新 灯

信号機移設 カ所

電源付加装置更新（ディーゼル） 基

道路標識（路側式） 本

標識用照明 本

道路標識（オーバーハング更新） 本

道路標識（オーバーハング移設） 本

道路標示 横断歩道（高輝度）

道路標示 実線（高輝度）

種 別 歩行空間のバリアフリー化

実施機関 滋賀国道事務所

主要な鉄道駅等を中心とする地区においては、高齢者や身体障がい者等に配慮した安全

で快適な歩行空間を確保するため、交通バリアフリー法に基づき、バリアフリー化された

歩行空間ネットワークの整備を行った。

種 別 歩行空間のバリアフリー化

実施機関 警察本部交通規制課

生活関連道路を中心とした視覚障害者用付加装置の設置した。

更新 ３基

新設 １基

種 別 歩行空間のバリアフリー化

実施機関 土木交通部道路課

高齢者や障害者等を含めた全ての人が安全で安心して通行出来るよう、歩道のバリア

フリー化を行った。

歩行空間のバリアフリー化事業 （単位：千円）

工種
補助事業 単独事業

箇所 事業費 箇所 事業費

バリアフリー

種 別 無電柱化の推進

実施機関 滋賀国道事務所

無電柱化の推進

・国道１号本宮地区（大津市）：工事を実施

・国道１号竜が丘地区（大津市）：設計を実施

・国道１号大路地区（草津市）：工事を実施

種 別 無電柱化の推進

実施機関 土木交通部道路課

安全で快適な通行空間の確保、道路の防災性の向上、良好な景観の形成のため、第６

期滋賀県無電柱化推進計画に位置付けられている対策箇所の無電柱化を行った。

安全で快適な通行空間の確保のための無電柱化事業 （単位：千円）

工種
補助事業

箇所 事業費

無電柱化

種 別 効果的な交通規制の推進

実施機関 警察本部交通規制課

速度規制の見直し

交通実態にあった速度規制の見直しを行った。

新規規制 １０区間

規制変更 １５区間

規制解除 １０区間

信号機の運用改善の推進

交通実態を考慮した信号機の秒数変更などを実施した。

運用改善 ３８件

種 別 自転車利用環境の総合的整備

実施機関 滋賀国道事務所

国道８号長浜市曽根北交差点から森町交差点（ ）において、自転車通行帯を施工済み
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種 別 自転車利用環境の総合的整備

実施機関 警察本部交通規制課

道路管理者等による自転車ネットワークの計画がなかったことから、歩行者の通

行に支障がない歩道１１区間に対して「自転車歩道通行可」規制を実施した。

種 別 自転車利用環境の総合的整備

実施機関 土木交通部道路課

自転車を安全かつ円滑に利用できるよう、路線の交通状況や自転車ネットワークを総合

的に考慮して、自転車歩行車道等による自転車走行空間の創出を推進した。

種 別 高度道路交通システムの活用

実施機関 近畿総合通信局

○ＩＴＳスポット等の基幹施設の整備

新たに無線局の免許を付与した実績なし。

種 別 高度道路交通システムの活用

実施機関 警察本部交通規制課

より高度で詳細な道路交通情報の提供・収集のため、光ビーコン１２基の高度化更 新

を実施し、自動車走行履歴（プローブ）情報の収集を行い安全対策に活用した。

種 別 高度道路システムの活用

実施機関 滋賀国道事務所

自動車走行履歴（プロープ）の収集を行い、より高度で詳細な交通情報の収集・提供

を実施した。

種 別 交通需要マネジメントの推進

実施機関 警察本部交通規制課

交通需要のピーク時間帯の交通量を軽減させるため、幹線道路における光ビーコ

ンの高度化更新を実施した。

種 別 交通需要マネジメントの推進

実施機関 中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

交通の分散化を図るため、ＧＷ、お盆、年末年始の交通混雑期に、休憩施設や料金所等

に渋滞予測ガイドを設置。また、ホームページに渋滞予測を掲載した。
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種 別 自転車利用環境の総合的整備

実施機関 警察本部交通規制課

道路管理者等による自転車ネットワークの計画がなかったことから、歩行者の通

行に支障がない歩道１１区間に対して「自転車歩道通行可」規制を実施した。

種 別 自転車利用環境の総合的整備

実施機関 土木交通部道路課

自転車を安全かつ円滑に利用できるよう、路線の交通状況や自転車ネットワークを総合

的に考慮して、自転車歩行車道等による自転車走行空間の創出を推進した。

種 別 高度道路交通システムの活用

実施機関 近畿総合通信局

○ＩＴＳスポット等の基幹施設の整備

新たに無線局の免許を付与した実績なし。

種 別 高度道路交通システムの活用

実施機関 警察本部交通規制課

より高度で詳細な道路交通情報の提供・収集のため、光ビーコン１２基の高度化更 新

を実施し、自動車走行履歴（プローブ）情報の収集を行い安全対策に活用した。

種 別 高度道路システムの活用

実施機関 滋賀国道事務所

自動車走行履歴（プロープ）の収集を行い、より高度で詳細な交通情報の収集・提供

を実施した。

種 別 交通需要マネジメントの推進

実施機関 警察本部交通規制課

交通需要のピーク時間帯の交通量を軽減させるため、幹線道路における光ビーコ

ンの高度化更新を実施した。

種 別 交通需要マネジメントの推進

実施機関 中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

交通の分散化を図るため、ＧＷ、お盆、年末年始の交通混雑期に、休憩施設や料金所等

に渋滞予測ガイドを設置。また、ホームページに渋滞予測を掲載した。

種 別 災害に備えた道路交通環境の整備

実施機関 滋賀国道事務所

○無電柱化の推進

・国道１号本宮地区東工区（大津市）：工事を実施

・国道１号竜が丘地区（大津市）：設計を実施

・国道１号大路地区（草津市）：工事を実施

○道の駅の防災拠点化へ向けた取組

・道の駅『竜王かがみの里』において、災害時の防災拠点化に向けた検討を実施

○災害、危険箇所、交通規制等におけるＣＣＴＶの有効活用を実施。また、道路交通情報

システムを活用した積雪状況や規制情報の情報共有を実施。

○老朽化にともなう障害が多発する機器について、全面的な改修を実施。

種 別 災害に備えた道路交通環境の整備

実施機関 警察本部交通規制課

災害に強い交通安全施設等の整備・更新

老朽化した信号柱を鋼管柱に更新 ２０本

非常用電源箱の設置 ６７箇所

老朽化した信号電源付加装置の更新 １６基

（ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ式の更新 基、ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ式をﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池式に更新 基

災害発生時における交通規制

近畿管区合同で実践的な交通規制訓練を実施

災害発生時における情報提供の充実

交通流監視カメラの更新整備 ２基

種 別 災害に備えた道路交通環境の整備

実施機関 土木交通部道路課

阪神大震災、東日本大震災などの震災や自然災害等を踏まえ、災害に強い安全な道路

づくりを目指す。

平成８年度道路防災総点検において落石崩壊等の危険があると認められた要対策箇

所で災害防除事業を実施した。

災害発生等に備えた安全の確保 （単位：千円）

工 種
補 助 事 業

箇所数 事 業 費

災 害 防 除

合 計

種 別 総合的な駐車対策の推進

実施機関 警察本部交通規制課
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地域住民の要望や違法駐車の実態を調査して、駐車禁止規制を見直した。

新規規制 ３区間

規制変更 ２区間

規制解除 １２区間

種 別 総合的な駐車対策の推進

実施機関 商工観光労働部中小企業支援課

〔駐車場整備〕

自治振興交付金（駐車場整備促進、共同施設設置）

商店街顧客専用駐車場の借地料 実績なし

共同施設の購入費および設置費 実績なし

種 別 総合的な駐車対策の推進

実施機関 警察本部交通指導課

１ 放置駐車違反の取締り状況

放置車両確認標

章総貼付件数

貼付件数内容
反則処理

警察官 駐車監視員

合 計 件 件 件 件

２ 滞納処分執行状況

執 行 年 度 差押件数 徴 収 額

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

合 計 件 円

３ 車検拒否制度適用状況

適用年度 適用台数

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台
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地域住民の要望や違法駐車の実態を調査して、駐車禁止規制を見直した。

新規規制 ３区間

規制変更 ２区間

規制解除 １２区間

種 別 総合的な駐車対策の推進

実施機関 商工観光労働部中小企業支援課

〔駐車場整備〕

自治振興交付金（駐車場整備促進、共同施設設置）

商店街顧客専用駐車場の借地料 実績なし

共同施設の購入費および設置費 実績なし

種 別 総合的な駐車対策の推進

実施機関 警察本部交通指導課

１ 放置駐車違反の取締り状況

放置車両確認標

章総貼付件数

貼付件数内容
反則処理

警察官 駐車監視員

合 計 件 件 件 件

２ 滞納処分執行状況

執 行 年 度 差押件数 徴 収 額

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

Ｈ 年度 件 円

合 計 件 円

３ 車検拒否制度適用状況

適用年度 適用台数

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

Ｈ 年度 台

合 計 台

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 近畿総合通信局

情報収集・提供体制の充実

○道路交通情報を提供する「路側通信システム」の普及促進

新たに無線局の免許を付与した実績なし

○イベントに伴う臨時の放送局の開設

「信楽まちなか芸術祭」のイベントＦＭ放送局に対して、新たに無線局の免許

を付与（運用期間：平成２８年１０月１日から２３日まで）

○ コミュニティ放送局の普及促進

新たに無線局の免許を付与した実績なし

ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化

○ＥＴＣ基地局

ＥＴＣ基地局１局に対して、新たに無線局の免許を付与

○道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）、ＩＴＳスポット等の整備

新たに無線局の免許を付与した実績なし

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 滋賀国道事務所

○冬期積雪箇所ＣＣＴＶ画像のインターネット提供

○主要な幹線道路の交差点および交差点付近において、ルート番号等を用いた案内

標識の設置の推進、案内標識の英語表記改善を実施

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

道路情報板、路側通信システム、交通情報携帯サイト（アイハイウェイ）等により情報提供

体制の充実に努めた。

また、お客様センターにて 時間体制でお客様の問い合わせに対応した。

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 警察本部交通規制課

情報収集・提供として、交通監視カメラ２台・車両感知器３式・交通情報板１基、

また、ＩＴＳを活用した道路交通情報の高度化更新として、光ビーコン１２基を更

新整備した。

種 別 道路交通情報の充実

実施機関 土木交通部道路課
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多様化するドライバーのニーズにこたえるとともに安全かつ円滑な道路交通を確保する

ため、道路情報提供装置の整備と更新を行い、情報提供体制の充実を図った。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 警察本部交通規制課

大雪による通行規制の情報を道路管理者および隣接県警と協力して、情報板により注

意喚起するなど運転者への交通安全に寄与した。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 土木交通部道路課

道路の構造を保全し、または交通の危険を防止するため、道路が破損していたり、異常

気象等により被害が予想されたりする場合等には、道路法に基づき通行の禁止または制限

を行った。また、冬期の安全な道路交通を確保するため、気象、路面状況等の情報を収集

し、道路利用者に提供した。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 土木交通部都市計画課

〔子どもの遊び場等の確保〕

（単位：千円）

種 別 箇 所 数 事 業 費

市

町

事

業

街区公園

近隣公園

総合公園

運動公園

県

事

業

都市公園

計

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 滋賀国道事務所

○豊郷計量所において計 回を実施した。対象車両 台に対し許可書の確認を行い、その

うち違反車両 台に対し指導を行った。

○円滑な道路交通の確保を目的として不法占用物件の所有者または物件管理者への是正指

導を行った。３１５件の現地調査を行い、１００件に是正指導を行った。
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多様化するドライバーのニーズにこたえるとともに安全かつ円滑な道路交通を確保する

ため、道路情報提供装置の整備と更新を行い、情報提供体制の充実を図った。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 警察本部交通規制課

大雪による通行規制の情報を道路管理者および隣接県警と協力して、情報板により注

意喚起するなど運転者への交通安全に寄与した。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 土木交通部道路課

道路の構造を保全し、または交通の危険を防止するため、道路が破損していたり、異常

気象等により被害が予想されたりする場合等には、道路法に基づき通行の禁止または制限

を行った。また、冬期の安全な道路交通を確保するため、気象、路面状況等の情報を収集

し、道路利用者に提供した。

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 土木交通部都市計画課

〔子どもの遊び場等の確保〕

（単位：千円）

種 別 箇 所 数 事 業 費

市

町

事

業

街区公園

近隣公園

総合公園

運動公園

県

事

業

都市公園

計

種 別 交通安全に寄与する道路交通環境の整備

実施機関 滋賀国道事務所

○豊郷計量所において計 回を実施した。対象車両 台に対し許可書の確認を行い、その

うち違反車両 台に対し指導を行った。

○円滑な道路交通の確保を目的として不法占用物件の所有者または物件管理者への是正指

導を行った。３１５件の現地調査を行い、１００件に是正指導を行った。

第２節 交通安全思想の普及徹底

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 健康医療福祉部子ども・青少年局、土木交通部交通戦略課

〔ア 幼児に対する交通安全教育〕

１ 児童館および保育所等における交通安全指導の強化

保育所および認可外保育施設に対して、入所児童およびその保護者への交通安全指導

等について要請した。

２ 幼児交通安全指導者研修会を開催し、資質の向上を図った。

・開催日時場所：平成 年５月 日、県庁新館７階

・参加者： 人

３ 幼児交通安全クラブの結成状況（

市 町 村 名 組 織 母 体 市 町 村 名 組 織 母 体

地 域 幼稚園 保育所 合 計 地 域 幼稚園 保育所 合計

大 津 市 日 野 町

彦 根 市 竜 王 町

長 浜 市 愛 荘 町

近江八幡市 豊 郷 町

草 津 市 甲 良 町

守 山 市 多 賀 町

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市 合 計

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 教育委員会事務局幼小中教育課、教育委員会事務局生涯学習課、教育委員会事

務局保健体育課

〔イ児童に対する交通安全教育〕

〔ウ中学生に対する交通安全教育〕

〔エ高校生に対する交通安全教育〕

交通安全指導の充実

学校教育活動全体で行う交通安全教育の実施

各学校の状況に応じて、学級活動（ホームルーム活動）および学校行事を中心に、

交通安全について繰り返して指導するとともに、指導内容の充実と時間確保に努めた。

滋賀県学校安全研修会の開催
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○学校の危機管理トップセミナー 平成２８年４月２８日

講義「自転車指導警告票を活用した自転車運転安全指導について」

滋賀県警察本部交通部交通企画課 課長補佐 宇野 勉 氏

講義「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」について

滋賀県土木交通部交通戦略課 参事 川田 二三男 氏

○交通安全教室指導者講習会 平成２８年６月１４日

講演「学校 幼・小・中・高 における危険予測を取り入れた交通安全教育の効

果的な指導法とリスクマネジメント」

一般財団法人 日本交通安全教育普及協会

教育推進室 主幹 成迫 俊美 氏

シンポジウム「交通安全教育Ｑ＆Ａ～みなさまの質問にお答えします～」

滋賀大学教育学部 教授 藤岡 達也 氏

滋賀県教育委員会事務局保健体育課 指導主事 北川 英樹

ゲスト 一般財団法人 日本交通安全教育普及協会

教育推進室 主幹 成迫 俊美 氏

児童・生徒に対する啓発の推進

ア 長期休業の前に「交通安全県民運動実施要綱」等を添付した「児童生徒の指導・

保護者への啓発について」（通知）をすべての公立小・中学校、県立学校に送付し

て、その中で交通安全について児童生徒・保護者への啓発を依頼し、児童生徒が被

害者にも加害者にもならないようにする働きかけを行った。

イ「学校支援メニュー」に登録されている「安全」に関する「交通安全教室」等につ

いて、学校での活用促進を図り、マスコミ等への資料提供を積極的に行った。

（学校での活用を調整した実績：

交通安全教室 幼稚園等２園、小学校１０校、中学校１校）

ウ「しが学校支援メニューフェア」等の機会を通じた啓発の促進を行った。

交通安全教育リーフレットの作成

「滋賀県の学校・園における交通安全教育～危険予測を中心とした、事故に遭わな

い交通安全教育の充実～」を作成し、県内の公立学校、幼稚園、認定こども園に配

付した。

指導通知の発出

・交通安全実施計画について

・春、秋の全国交通安全運動の実施について

・夏、年末の交通安全県民運動の実施について

・年度末の交通安全県民運動の実施について

・「新入学（園）児と高齢者の交通事故防止運動」の実施について

・自転車運転指導警告票を活用した自転車運転安全指導の推進について

・自転車損害賠償責任保険等の加入の促進について

・「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」第 条 項の施行につ

いて

等、文部科学省や滋賀県警察本部、滋賀県土木交通部交通戦略課、滋賀県交通安全協

会等と連携し、必要な情報を市町教育委員会や県立学校へ通知した。

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 教育委員会事務局生涯学習課、土木交通部交通戦略課
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○学校の危機管理トップセミナー 平成２８年４月２８日

講義「自転車指導警告票を活用した自転車運転安全指導について」

滋賀県警察本部交通部交通企画課 課長補佐 宇野 勉 氏

講義「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」について

滋賀県土木交通部交通戦略課 参事 川田 二三男 氏

○交通安全教室指導者講習会 平成２８年６月１４日

講演「学校 幼・小・中・高 における危険予測を取り入れた交通安全教育の効

果的な指導法とリスクマネジメント」

一般財団法人 日本交通安全教育普及協会

教育推進室 主幹 成迫 俊美 氏

シンポジウム「交通安全教育Ｑ＆Ａ～みなさまの質問にお答えします～」

滋賀大学教育学部 教授 藤岡 達也 氏

滋賀県教育委員会事務局保健体育課 指導主事 北川 英樹

ゲスト 一般財団法人 日本交通安全教育普及協会

教育推進室 主幹 成迫 俊美 氏

児童・生徒に対する啓発の推進

ア 長期休業の前に「交通安全県民運動実施要綱」等を添付した「児童生徒の指導・

保護者への啓発について」（通知）をすべての公立小・中学校、県立学校に送付し

て、その中で交通安全について児童生徒・保護者への啓発を依頼し、児童生徒が被

害者にも加害者にもならないようにする働きかけを行った。

イ「学校支援メニュー」に登録されている「安全」に関する「交通安全教室」等につ

いて、学校での活用促進を図り、マスコミ等への資料提供を積極的に行った。

（学校での活用を調整した実績：

交通安全教室 幼稚園等２園、小学校１０校、中学校１校）

ウ「しが学校支援メニューフェア」等の機会を通じた啓発の促進を行った。

交通安全教育リーフレットの作成

「滋賀県の学校・園における交通安全教育～危険予測を中心とした、事故に遭わな

い交通安全教育の充実～」を作成し、県内の公立学校、幼稚園、認定こども園に配

付した。

指導通知の発出

・交通安全実施計画について

・春、秋の全国交通安全運動の実施について

・夏、年末の交通安全県民運動の実施について

・年度末の交通安全県民運動の実施について

・「新入学（園）児と高齢者の交通事故防止運動」の実施について

・自転車運転指導警告票を活用した自転車運転安全指導の推進について

・自転車損害賠償責任保険等の加入の促進について

・「滋賀県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」第 条 項の施行につ

いて

等、文部科学省や滋賀県警察本部、滋賀県土木交通部交通戦略課、滋賀県交通安全協

会等と連携し、必要な情報を市町教育委員会や県立学校へ通知した。

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 教育委員会事務局生涯学習課、土木交通部交通戦略課

〔オ成人に対する交通安全教育〕

あらゆる機会を利用しての交通安全教育の推進

視聴覚ライブラリー（しが生涯学習スクエア）において、交通安全や自転車に関

わる教材を貸出。（実績３本）

関係団体等に対する交通安全の呼びかけ

関係機関・団体等において、幼児から高齢者に至るまでの年齢層、道路利用形態別

に応じた交通安全教育が推進されるよう呼びかけた。

交通指導員の資質および指導力の向上

地域住民に対する交通安全指導や交通安全思想の普及活動を推進している交通指導

員の資質および指導力の向上を図るため、実技を取り入れた研修会を実施した。

関係機関・団体等に対する交通安全活動の指導強化

関係機関・団体等において、幼児から高齢者に至るまでの年齢層、道路利用形態別

に応じた交通安全教育が総合的、組織的に行われるよう指導を強化するとともに、交

通安全に関する資料の提供など積極的な支援に努めた。

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課、健康医療福祉部医療福祉推進課、土木交通部交通戦略課

〔カ高齢者に対する交通安全教育〕

滋賀県レイカディア大学の取り組み

隔年実施（レイカディア大学の開講期間２年間で１度の実施）

老人クラブ等の関係団体を通じた取り組みの強化

①市町老人クラブ連合会が行う交通安全に関する活動（交通安全教室の開催など）

の推進を図るため、活動費の助成を行った。

②県老人クラブ連合会が開催する研修会等において、交通安全の推進に向けた説明

および資料の配付を行って注意喚起するとともに、安全意識の高揚について啓発

した。

③自転車の安全利用や乗用中の被害防止に向けて、ヘルメット着用の啓発を行うと

ともに、普及を図るために、市町老人クラブ連合会にヘルメット（見本品）を配

布した。

あわない・起こさないシルバー無事故運動

滋賀県交通安全無事故運動のシルバー部門として、 歳以上の高齢者を対象に７月

から 月の４ヶ月間、３～５人１組（３人以上は 歳以上）の単位で実施し、より多

くの参加者を募り、全県的に高齢者の交通事故防止を推進した。

・参加団体数 団体

・参加者数 人

高齢者のための実践的な交通安全教育の実施

各地区で交通安全教室をサポートできる交通安全指導員を養成し、その交通安全指

導員が実施する交通安全教育により、地域の高齢者の交通事故防止を図った。

・養成した指導員 人

・指導員による交通安全教室参加高齢者 約 人

高齢者交通安全ネットワーク（いこいネット）事業

高齢者が利用する老人福祉センター等に対して、交通の安全に関する情報等を配

信し、交通事故防止を呼びかけた。

配信回数 回（うち号外３回）、配信対象 施設（ 年末）
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種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課、健康医療福祉部障害福祉課

〔キ 身体障害者に対する交通安全教育〕

⑴ 障害者に対する効果的な交通安全教育の推進

今年度実績なし

⑵ 障害者に対するきめ細かい交通安全教育の推進

視覚障害のある人の外出時の安全を確保するため、視覚障害者生活行動訓練事業

において歩行訓練等を実施した。

（社会福祉法人滋賀県視覚障害者福祉協会への委託事業）

・歩行訓練

集団指導 ：延 地区 参加者 延 人

個別指導 ：延 回 参加者 人

種 別 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進

実施機関 警察本部交通企画課

〔その他の交通安全教育〕

幼児から高齢者に至るまで、道路利用者の年齢や道路利用形態等に応じた交通安

全教育を計画的、継続的に実施した。

平成 年中の交通安全教育実施状況（運転免許関係講習を除く）

対 象 別 回 数

一 般 回

高 齢 者 回

大 学 生 回

高 校 生 回

中 学 生 回

小 学 生 回

幼 児 回

計 回

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課、中日本高速道路 株 名古屋支社

西日本高速道路 株 関西支社

〔交通安全運動の推進〕

１ 交通安全普及活動の強化

・近江路交通マナーアップ運動（毎月 日、ただし５月と 月は一斉啓発）

・前照灯早め点灯運動（年間）

・ハイビーム切替え運動（年間）

・交通安全啓発日（毎月１日）

・自転車安全利用日 毎月１日）

・近畿交通安全日（毎月 日）

・高齢者交通安全の日（毎月 日）
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実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課、中日本高速道路 株 名古屋支社

西日本高速道路 株 関西支社

〔交通安全運動の推進〕

１ 交通安全普及活動の強化

・近江路交通マナーアップ運動（毎月 日、ただし５月と 月は一斉啓発）

・前照灯早め点灯運動（年間）

・ハイビーム切替え運動（年間）

・交通安全啓発日（毎月１日）

・自転車安全利用日 毎月１日）

・近畿交通安全日（毎月 日）

・高齢者交通安全の日（毎月 日）

・シ－トベルト・チャイルドシート着用啓発日（毎月 日）

・ノーマイカーデー（毎週金曜日）
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・飲酒運転について考える日（毎月第４金曜日）
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２ 春の全国交通安全運動の実施（ ～ ）
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・子供と高齢者の交通事故防止

運動の重点

・自転車の安全利用の推進（特に、自転車安全利用五則の周知徹底）
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４ 秋の全国交通安全運動の実施（ ～ ）

運動の基本

・子供と高齢者の交通事故防止

運動の重点

・夕暮れ時と夜間の歩行中・自転車乗用中の交通事故防止（特に、反射材用品等の着用

の推進および自転車前照灯の点灯の徹底）

・後部座席を含めた全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底

・飲酒運転の根絶

５ 年末の交通安全県民運動（ ～ ）

運動の基本

・高齢者と子供の交通事故防止

運動の重点

・夕暮れ時と夜間の歩行中・自転車乗用中の交通事故防止

（特に、高齢者の反射材用品等の着用の推進および自転車のライト点灯の徹底）

・後部座席を含めた全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用の徹底

・飲酒運転の根絶

６ 新入学（園）児と高齢者の交通事故防止運動の実施 ～

運動の重点

・新入学（園）児と保護者に対する交通安全教育・指導の徹底

・高齢ドライバーと高齢者の歩行中・自転車乗用中の交通事故防止

・通園・通学路を中心とした交通危険箇所での安全確保の推進

７ 交通死亡事故多発警報等に伴う事故防止活動

「交通死亡事故多発警報等発令要領」（平成４年 月 日制定）に基づき、高齢者事

故多発警報を１回（ ）発令した。
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８ 交通安全に関する広報

交通安全マナーアップ大作戦

【ラジオ放送】

・交通事故状況や交通安全に関する情報提供を行った。

ＡＭ放送：第１・第３金曜日の午後、３分間生放送、年間 回

・若者、子ども、高齢者の事故防止、自転車の安全利用、シートベルトおよびチャ

イルドシートの着用促進、飲酒・暴走等無謀運転の追放等を中心に啓発した。

ＦＭ放送：各交通安全運動期間を中心に 秒スポット、年 回

【テレビ放送】

・シートベルト・チャイルドシートの着用促進、飲酒運転防止等基本的な交通ルー

ルを題材としたものや子ども・高齢者や若者の事故防止を題材としたスポットで

啓発を行った。

各交通安全運動期間を中心に 秒スポット放送、年間 回

９ 滋賀県交通安全職域別無事故運動（ ～ ）

車両の適正な運行管理を徹底して、安全運転の実践を組織ぐるみで習慣づけ、交通事

故防止を図るため、事業所を中心に本運動を推進した。

・参加団体数： 事業所 参加車両数： 台

・無事故団体： 団体

自転車安全利用推進

毎月 日を「自転車安全利用日」と定め、自転車の安全利用を呼びかけた。

・毎月 日の「自転車安全利用日」に県内各市町で各市町・県警・地区安全協会と共に

啓発活動を行った。

啓発回数 回 対象者 人

・中学・高校生に対して、パンフレット「自転車安全利用五則」を配布し、安全利用

を呼びかけるとともに、滋賀県自転車軽自動車商業共同組合を通じて自転車販売店

に配布し、安全利用を呼びかけた。

・レンタサイクルショップ、自転車販売店に対する交通安全指導の啓発依頼

その他の交通事故抑止対策

各種交通安全啓発品の作成・配布

春・秋の全国交通安全運動や滋賀県交通対策協議会主唱による交通安全県民総ぐる

み運動において、次の啓発品を配布することにより県民の交通安全意識の高揚を図っ

た。

（県警交通企画課）

・薬剤師会チラシ 枚

・交通安全啓発チラシ（高齢者ブック） 枚

（県交通戦略課）

・交通安全啓発チラシ ５運動 枚

・交通安全啓発ポケットティッシュ 個

・シルバー交通安全“見守り帳”の作成・配布 冊

・「自転車安全利用五則」リーフレット 部

・「親子ではじめる自転車ライフ」リーフレット 部

・「中学生からの自転車ライフ」リーフレット 部

免許証自主返納支援事業

高齢運転者が運転免許を返納しやすい社会環境を構築し、運転免許の自主返納を

促進した。
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高齢運転者が運転免許を返納しやすい社会環境を構築し、運転免許の自主返納を

促進した。

・自主返納協賛店の加盟状況 事業所・店舗（ 年末）

・運転免許自主返納状況 人（ 年中）

・自主返納チラシ 枚

「思いやりゾーン」高齢者交通安全対策事業

警察署ごとに１地域を「思いやりゾーン」に指定して、ゾーンに居住する高齢者に対す

る交通安全教育等を行った。また、ヒヤリハットマップを配布し、事故防止を呼びかけた。

ヒヤリハットマップ 枚

交通安全チラシ等の作成、啓発

交通事故防止のチラシ、改正道交法のチラシ、カレンダーなどを作成して配布

交通事故統計資料の作成

報道機関や県・市町・その他交通安全関係機関・団体に対し、次のとおり交通事故分

析資料を提供した。

・滋賀の交通 製本 部（ホームページ掲載）

ＣＤ版 枚

・安全運転ガイドＳＨＩＧＡ 部

・あなたの街の交通事故 枚

・平成 年中の交通事故 枚

高速道路における交通安全運動の推進

春の全国交通安全運動 ・夏の交通安全県民運動 ・秋の全国交通安全運動

・年末の交通安全県民運動（ ）等を高速道路交通警察隊等と合同で実施し、

高速道路における運転マナーの向上および交通安全に関する啓発活動を実施した。

滋賀県交通安全教育コンクール

警察職員、交通ボランティア、市町職員等が参加する交通安全教育コンクールを開催

し、活動の活性化を図った。

（平成 年 月 日 （県庁７階大会議室） チーム参加）

交通安全情報紙「セーフティメール」による交通情報の提供

事業所のドライバーに対して、高齢者の行動特性等に関する情報等を配信し、交通

事故防止を呼びかけた。

配信回数 回（うち号外３回）、配信対象 施設（ 年末）

反射糸普及ボランティア「反射糸ファッショナブル・ディレクター」の委嘱

裁縫や編み物に反射糸を使用して衣服や装飾品を製作する「反射糸ファッショナブル・デ

ィレクター」を委嘱し、活動を行った。

（ 年４月～ 年３月末の活動実績 延べ 回、 人が活動 人が受講）

夜光反射材の普及・着用促進活動

反射材フェアーの開催

反射材小物の作成教室を中心に、各種反射材の有効性の紹介コーナーを設置し、反射材や

反射糸の普及を図った。（平成 年９月開催 大津市 西武大津店）

種 別 交通安全に関する普及啓発活動の推進

実施機関 警察本部交通企画課

〔自転車の安全利用の推進〕

１ 自転車大会の開催

・６月子供自転車滋賀県大会の開催
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・ 月交通安全高齢者自転車大会の開催

競技を通じて自転車の交通ルールや正しい乗り方について指導した。

２ スケアード・ストレイト方式による自転車安全教室（４回実施）

ＪＡ共済連合主催によるスタントマンを使ったスケアード・ストレイト方式（事故の

恐怖感を与える交通教育）の自転車安全教室を実施した。

・５月 日 瀬田中学校

・９月 日 栗東中学校

・ 月７日 木之本中学校

・ 月 日 滋賀学園中学・高等学校

種 別 交通安全に関する民間団体等の主体的活動の推進等

実施機関 警察本部交通企画課、土木交通部交通戦略課

１ 交通指導員の設置状況

市町村職員 市３町 人

民 間 ６市５町 人

２ 交通安全推進員の設置状況

３市２町 約 人

３ 女性の交通安全組織の結成状況

組織（ 市 町） 人

４ 高齢者の交通安全組織の結成状況

組織（７市３町） 約 人

５ 交通少年団の結成状況

１組織 小学生 人

６ 交通安全教育研修会の開催

各警察署、関係・団体の交通安全教育担当者を対象に、交通安全教育に関する研修会

を開催し、技術の向上を図った。

平成 年７月 日開催

話術や交通安全教育で活用できる手品技術、交通事故防止に関すること

講師 手品師 虎童丸こと浅川万年氏 参加者 人

７ 高齢者を交通事故から守る「学生ボランティア」の活動実績（ 年度）

学生ボランティア９名（７大学）

活動内容 高齢者に対する交通安全教育、反射材貼付活動、街頭啓発活動

活動回数 回 延べ 人参加

種 別 住民の参加・協働の推進

実施機関 総合政策部県民活動生活課、健康医療福祉部健康福祉政策課

〔地域での子ども見守り活動等における、交通事故抑止対策の協働推進〕

自主防犯活動団体、各警察署子ども安全リーダーやスクールガード等による通学路で

の「子ども見守り活動」や、各地域の住民や行政機関等による青色回転灯装着車による

パトロール活動を通じて、犯罪被害防止の啓発、広報や交通事故抑止等の啓発や広報等

の総合的な啓発活動を実施した。

また、各種団体と協働で自転車の安全で適正な利用および自転車盗難被害防止の呼び
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また、各種団体と協働で自転車の安全で適正な利用および自転車盗難被害防止の呼び

かけを実施した。

〔ユニバーサルデザインの普及啓発の推進〕

だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり推進会議を活用し、はじめからすべての

人を考えに入れて計画し、実施することにより障壁を作らないというユニバーサルデザ

インの考え方について普及啓発を図った。

第３節 安全運転の確保

種 別 運転者教育等の充実

実施機関 警察本部運転免許課

１ 運転免許を取得しようとする者に対する教育の充実

自動車教習所における教育の充実

各自動車教習所に対する総合検査の結果を取りまとめ、好事例等を各自動車教習所

に情報提供するとともに、指導員、検定員に対する法定講習を計画的に実施するなど

教習および検定等の水準向上を図り、優良なドライバーの育成に努めた。

取得時講習の充実

ア 委託している取得時講習については、交通事故情勢に応じた講習を実施するため

に委託先との情報交換を頻繁に行い、講習内容の充実に努めた。

イ 運転免許を新規に取得した者に対し、「合格者のしおり」（運転免許課作成）を

配布し、運転免許の更新、記載事項の変更、初心運転者期間制度の内容、安全運転

のポイント等の教養を行った。

２ 運転者に対する再教育等の充実

運転免許の取消処分者講習、停止処分者講習、違反者講習、初心運転者講習および

更新時講習等については、運転者に対する再教育が効果的に行われるよう、講習内容

の充実、施設・設備の拡充を図るとともに各種講習用資器材や実車を活用した参加・

体験・実践型の運転者教育を推進した。

飲酒運転撲滅啓発のために、更新時講習会場や運転免許課待合室においてパワ

ーポイントやテレビにより飲酒運転防止ＤＶＤを上映したほか、運転免許の新規

取得者に対して、飲酒運転撲滅のために教養資料 チラシ）を配布し、飲酒体験ゴーグ

ルを活用した飲酒疑似体験、飲酒運転防止ＤＶＤの上映等による教育を実施した。

３ 悪質危険な運転者の早期排除

酒酔い運転、ひき逃げ事件等の悪質違反者に対する行政処分の早期上申と執行により

危険な運転者の早期排除を図った。

取消処分 ３５２件

免許停止処分 ２，１９５件

（平成 年１月～平成 年 月）

４ 高齢運転者対策の充実

高齢運転者に対する教育の充実

委託している高齢者講習を一層効果的に実施するため、委託先との情報交換を頻繁

に行い、高齢者の特性や交通事故情勢に応じた講習の実施に努めた。

臨時適性検査の確実な実施
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講習予備検査（認知機能検査）の機会等を通じて、認知症の疑いがある運転者の把

握に努め、臨時適性検査の確実な実施等により、安全な運転に支障のある者について

は運転免許の取消等の行政処分を行うとともに、臨時適性検査の円滑な実施のため、

認知症専門医等との連携強化を図った。

平成 年中の一定の病気に係る行政処分執行件数

停止 取消 合計

一定の病気 ４３ ９５ １３８

認知症 ０ １６ １６

運転免許証の自主返納の推進

高齢者による交通事故の増加に鑑み、運転免許証の自主返納（取り消し申請）を推

進した。

５ 二輪車安全運転対策の推進

指定自動車教習所および原付免許取得時講習の委託事業者に対して、二輪車事故事例

や発生状況を取り入れた教習および講習を実施するよう指導した。

６ シートベルト・チャイルドシートおよび乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底

更新時講習や停止処分者講習、原付講習等において過去に県内で発生した交通死亡事

故等重大事故の事例により、シートベルトや乗車用ヘルメットの着用効果等に基づいた

講習を実施して着用の徹底を図った。

また、関係機関・団体と連携し、交通安全運動等の機会を通じて、来庁者に対してシ

ートベルト着用等についての啓発活動を行った。

平成 年中の各種運転者教育の実施状況

講 習 別 受講者数（人）

更 新 時 講 習

優 良 運 転 者 講 習

一 般 運 転 者 講 習

違 反 運 転 者 講 習

初 回 更 新 者 講 習

特 定 任 意 講 習

高 齢 者 講 習

小 計

停 止 処 分 者 講 習

短 期

中 期

長 期

小 計

免 許 取 得 時 講 習

原 付 免 許

普 通 二 輪 免 許

大 型 二 輪 免 許

普 通 免 許

中 型 免 許

大 型 免 許

応 急 救 護 一

普 通 旅 客 車

中 型 旅 客 車

大 型 旅 客 車

応 急 救 護 二
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講習予備検査（認知機能検査）の機会等を通じて、認知症の疑いがある運転者の把

握に努め、臨時適性検査の確実な実施等により、安全な運転に支障のある者について

は運転免許の取消等の行政処分を行うとともに、臨時適性検査の円滑な実施のため、

認知症専門医等との連携強化を図った。

平成 年中の一定の病気に係る行政処分執行件数

停止 取消 合計

一定の病気 ４３ ９５ １３８

認知症 ０ １６ １６

運転免許証の自主返納の推進

高齢者による交通事故の増加に鑑み、運転免許証の自主返納（取り消し申請）を推

進した。

５ 二輪車安全運転対策の推進

指定自動車教習所および原付免許取得時講習の委託事業者に対して、二輪車事故事例

や発生状況を取り入れた教習および講習を実施するよう指導した。

６ シートベルト・チャイルドシートおよび乗車用ヘルメットの正しい着用の徹底

更新時講習や停止処分者講習、原付講習等において過去に県内で発生した交通死亡事

故等重大事故の事例により、シートベルトや乗車用ヘルメットの着用効果等に基づいた

講習を実施して着用の徹底を図った。

また、関係機関・団体と連携し、交通安全運動等の機会を通じて、来庁者に対してシ

ートベルト着用等についての啓発活動を行った。

平成 年中の各種運転者教育の実施状況

講 習 別 受講者数（人）

更 新 時 講 習

優 良 運 転 者 講 習

一 般 運 転 者 講 習

違 反 運 転 者 講 習

初 回 更 新 者 講 習

特 定 任 意 講 習

高 齢 者 講 習

小 計

停 止 処 分 者 講 習

短 期

中 期

長 期

小 計

免 許 取 得 時 講 習

原 付 免 許

普 通 二 輪 免 許

大 型 二 輪 免 許

普 通 免 許

中 型 免 許

大 型 免 許

応 急 救 護 一

普 通 旅 客 車

中 型 旅 客 車

大 型 旅 客 車

応 急 救 護 二

小 計

初 心 運 転 者 講 習

原 付 免 許

普 通 二 輪 免 許

大 型 二 輪 免 許

普 通 免 許

小 計

取 消 処 分 者 講 習

二 輪 （原付を含む。）

四 輪

小 計

違 反 者 講 習

社 会 参 加 活 動 を 含 む 講 習

社会参加活動を含まない講習

小 計

合 計

種 別 運転免許制度の改善

実施機関 警察本部運転免許課

○ 県民の立場に立った運転免許業務

更新時講習の適切な運用と充実・強化

警察署での優良運転者講習および一般運転者講習に対して、守山運転免許センター

から専従講師（警察官）４人を派遣し、講習内容の充実を図るなど安全運転および事

故防止に役立つ講習の充実に努めた。

また、守山運転免許センター、米原サブセンターにおいて実施している更新時講習

の講師を対象とした研修会 ６月・ 月 を開催する等して、講師の資質向上、教育技

術の向上に努めた。

なお、各警察署における優良運転者講習については、 回、 人、また、一

般運転者講習については、 回、 人に対してそれぞれ実施した。

各種運転免許申請書のダウンロードサービスの実施

ダウンロードサービスについては、平成 年３月 日に県警ホームページからの運

転免許証記載事項変更申請書ダウンロードサービスを開始し、同年７月から対象とす

る申請書を大幅に拡大し本格的に実施した結果、同サービスの利用者が大幅に増加し、

申請者の利便性が高まりました。その後も毎年ダウンロードサービスを利用して申請

に訪れる者は増加を続けている。

実施している手続は、上記の運転免許証記載事項変更申請のほか、新規申請、併記

申請、限定解除申請、条件解除申請、国外免許申請、再交付申請、更新申請、経由地

申請である。

※ 平成 年中におけるダウンロードサービスの利用状況

区分 申請数
ダウンロード

（内数）

率

（％）

新規・併記申請

限定解除申請

条件解除申請

国外免許申請

再交付申請
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更新申請

経由地申請

記載事項変更申請

申請者が最も利用したのは、新規：併記申請が 件 内、県外の教習所卒業者は

約 ％以上が利用 で全体の ％を占めたほか、記載事項変更申請については、

件で全体の ％を占めた。

また、国外免許申請が と特に利用率が高かった。

運転適性相談の適切な運用

公安委員会は、一定の病気にかかっている者等については、免許を与えず若しくは保

留し、または免許の取消若しくは免許の効力停止が出来ることとされていることから、

これらの趣旨を踏まえた運転適性相談の適切な運用に努めた。

平成２８年度中は、６３２件を運転免許課で受理した。

聴覚障害者の運転免許の取得

ア 聴覚障害者が普通自動車を運転する場合、「聴覚障害者標識」を貼付すると

ともに、乗用車は車室内に、普通貨物自動車はサイドミラーに特定後写鏡を適

切に取り付けることにより、運転することができることから現在補聴器条件を

付されたこれらの運転免許保有者が、補聴器を使用せずに運転することを希望

する場合の手続き（臨時適性検査および安全教育）等についても、 等を通じて

関係機関・団体への周知を図った。

なお、平成 年度は対象者からの申出がなかったことから、実施していな

い。

イ 平成 年度は守山運転免許センターにおいて、聴覚障害者を対象とした特

定任意講習を２回計画していましたが受講者はいなかった。

種 別 安全運転管理の推進

実施機関 警察本部交通企画課

１ 安全運転管理者等選任状況

・安全運転管理者 事業所

・副安全運転管理者 事業所 人

２ 安全運転管理者等の法定講習受講結果

・安全運転管理者 人

・副安全運転管理者 人

３ 適切な安全運転管理に努め、交通事故の防止に貢献された事業所に対する表彰

（警察と自動車安全運転センターとの連名表彰）

・平成 年７月 事業所を表彰

・平成 年 月 事業所を表彰

・平成 年３月 事業所を表彰

種 別 事業用自動車の安全プランに基づく安全対策の推進

実施機関 滋賀運輸支局

１ 自動車運送事業者立入監査等
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更新申請

経由地申請

記載事項変更申請

申請者が最も利用したのは、新規：併記申請が 件 内、県外の教習所卒業者は

約 ％以上が利用 で全体の ％を占めたほか、記載事項変更申請については、

件で全体の ％を占めた。

また、国外免許申請が と特に利用率が高かった。

運転適性相談の適切な運用

公安委員会は、一定の病気にかかっている者等については、免許を与えず若しくは保

留し、または免許の取消若しくは免許の効力停止が出来ることとされていることから、

これらの趣旨を踏まえた運転適性相談の適切な運用に努めた。

平成２８年度中は、６３２件を運転免許課で受理した。

聴覚障害者の運転免許の取得

ア 聴覚障害者が普通自動車を運転する場合、「聴覚障害者標識」を貼付すると

ともに、乗用車は車室内に、普通貨物自動車はサイドミラーに特定後写鏡を適

切に取り付けることにより、運転することができることから現在補聴器条件を

付されたこれらの運転免許保有者が、補聴器を使用せずに運転することを希望

する場合の手続き（臨時適性検査および安全教育）等についても、 等を通じて

関係機関・団体への周知を図った。

なお、平成 年度は対象者からの申出がなかったことから、実施していな

い。

イ 平成 年度は守山運転免許センターにおいて、聴覚障害者を対象とした特

定任意講習を２回計画していましたが受講者はいなかった。

種 別 安全運転管理の推進

実施機関 警察本部交通企画課

１ 安全運転管理者等選任状況

・安全運転管理者 事業所

・副安全運転管理者 事業所 人

２ 安全運転管理者等の法定講習受講結果

・安全運転管理者 人

・副安全運転管理者 人

３ 適切な安全運転管理に努め、交通事故の防止に貢献された事業所に対する表彰

（警察と自動車安全運転センターとの連名表彰）

・平成 年７月 事業所を表彰

・平成 年 月 事業所を表彰

・平成 年３月 事業所を表彰

種 別 事業用自動車の安全プランに基づく安全対策の推進

実施機関 滋賀運輸支局

１ 自動車運送事業者立入監査等

業 種 別 バ ス ﾊｲﾔｰ･ﾀｸｼｰ トラック 計

実施事業者

２ 自動車運送事業等の自動車運転者の適性診断の実施

業 種 別 バ ス ﾊｲﾔｰ･ﾀｸｼｰ トラック 計

実施人員

３ 運行管理者等の指導講習の実施

業 種 別 バ ス ﾊｲﾔｰ･ﾀｸｼｰ トラック 計

一般講習

基礎講習

４ 事故防止対策支援推進事業による補助件数

デジタコ・ドライブレコーダー ８件

先進安全自動車（ＡＳＶ） 件

社内安全教育 ０件

過労運転防止 件

種 別 交通労働災害の防止等

実施機関 滋賀労働局

平成 年 月 日に、一般社団法人滋賀県安全運転管理者協会、独立行政法人自動車

事故対策機構滋賀支所、銀行等の金融機関、保険会社等、県内の各種団体に対し、「交

通労働災害防止のためのガイドライン」（平成 年 月 日付け基発第 号）の周

知および交通事故防止要請を行った。

事業主や荷主に対して、「交通労働災害防止のためのガイドライン」に基づく交通労

働災害防止対策の周知徹底を実施した。

滋賀県下の労働基準監督署において実施した集団指導や自動車運転者を使用する事

業場に対する監督指導、交通労働災害防止を目的とした個別指導において、本ガイドラ

インに基づく指導を実施した。

滋賀県下の労働基準監督署において、一般社団法人滋賀県トラック協会各支部に所属

する事業場を対象に集団指導を実施し、「交通労働災害防止のためのガイドライン」、

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」（平成 年 月 日付け

基発 第 号）に基づく交通労働災害防止対策、荷役作業時の労働災害防止対策につい

て、周知を行った。

滋賀県下の各事業場に対して、一般社団法人滋賀県トラック協会主催の滋賀県交通安

全フェアへの参加勧奨を行った。

滋賀労働局労働基準部と滋賀県警察本部交通部との間で、交通労働災害の発生時に

おける連携体制の構築を行った。

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」および労働基準関係法令に規定さ

れる労働条件の明示、労働時間の適正管理、健康管理等の法定労働条件の履行を確保す

るための監督指導を実施するとともに、陸運関係行政機関および警察機関との連携を図

った。

平成 年 月から 月までの間、滋賀県下の労働基準監督署において、自動車運転者

を使用する事業場に対して、以下の通り監督を実施した。

監督実施事業場数

うち 労働基準法違反事業場数
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「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」告示違反事業場

同告示違反内容 総拘束時間 最大拘束時間 休息時間

最大運転時間 連続運転時間 休日労働

また、陸運関係行政機関に「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」告示

にかかる重大な違反のあった 事業場について通報を行い、陸運関係行政機関との合同

監督を 件実施した。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 滋賀国道事務所

インターネットを通じた 画像の公開や道路情報板による注意喚起等を実施した。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 彦根地方気象台

〔道路交通の安全に関する情報の充実と効果的利用〕

道路交通に影響を及ぼす台風、大雨、竜巻等の激しい突風、地震等の自然現象について、

的確な実況監視を行い、関係機関、道路利用者等が必要な措置を迅速にとり得るよう、警

報・予報等を適時・適切に発表して事故の防止・軽減に努めた。

また、これらの情報の内容の充実と効果的利活用の促進を図るため、防災関係機関等と

の間の情報の共有や の活用等に留意し、主に次のことを行った。

気象観測予報体制の整備等

台風、大雨、竜巻等の激しい突風などの気象現象を早期かつ正確に把握し、適時・適

切な特別警報・警報・予報等を発表するため、観測予報体制の強化を図った。

地震の監視・警報体制の整備等

地震による災害を防止・軽減するため、地震活動を常時監視して地震に関する防災情

報を適時・適切に発表し、迅速かつ確実に伝達するとともに、緊急地震速報（予報およ

び警報）の利活用の推進に努めた。

情報の提供等

交通事故の防止・軽減に資するため、情報を適時・適切に発表し、関係機関等に迅速

かつ確実に伝達した。また、住民に対し、気象庁ホームページや国土交通省防災情報提

供センターを通じて気象情報等をリアルタイムで分かり易く提供した。

気象知識等の普及

気象、地象、水象に関する知識の普及のため、気象情報等の利用方法等に関する講習

会の開催、広報資料の作成・配布などを行うほか、防災機関の担当者を対象に、特別警

報・警報・予報等の伝達などに関する説明に努めた。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 警察本部交通規制課

リアルタイムな渋滞情報を提供するために必要な車両感知器６０基を更新整備し、情報

をドライバーに提供する情報板１基および光ビーコン１２基の更新整備を実施した。

種 別 道路交通に関する情報の充実
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「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」告示違反事業場

同告示違反内容 総拘束時間 最大拘束時間 休息時間

最大運転時間 連続運転時間 休日労働

また、陸運関係行政機関に「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」告示

にかかる重大な違反のあった 事業場について通報を行い、陸運関係行政機関との合同

監督を 件実施した。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 滋賀国道事務所

インターネットを通じた 画像の公開や道路情報板による注意喚起等を実施した。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 彦根地方気象台

〔道路交通の安全に関する情報の充実と効果的利用〕

道路交通に影響を及ぼす台風、大雨、竜巻等の激しい突風、地震等の自然現象について、

的確な実況監視を行い、関係機関、道路利用者等が必要な措置を迅速にとり得るよう、警

報・予報等を適時・適切に発表して事故の防止・軽減に努めた。

また、これらの情報の内容の充実と効果的利活用の促進を図るため、防災関係機関等と

の間の情報の共有や の活用等に留意し、主に次のことを行った。

気象観測予報体制の整備等

台風、大雨、竜巻等の激しい突風などの気象現象を早期かつ正確に把握し、適時・適

切な特別警報・警報・予報等を発表するため、観測予報体制の強化を図った。

地震の監視・警報体制の整備等

地震による災害を防止・軽減するため、地震活動を常時監視して地震に関する防災情

報を適時・適切に発表し、迅速かつ確実に伝達するとともに、緊急地震速報（予報およ

び警報）の利活用の推進に努めた。

情報の提供等

交通事故の防止・軽減に資するため、情報を適時・適切に発表し、関係機関等に迅速

かつ確実に伝達した。また、住民に対し、気象庁ホームページや国土交通省防災情報提

供センターを通じて気象情報等をリアルタイムで分かり易く提供した。

気象知識等の普及

気象、地象、水象に関する知識の普及のため、気象情報等の利用方法等に関する講習

会の開催、広報資料の作成・配布などを行うほか、防災機関の担当者を対象に、特別警

報・警報・予報等の伝達などに関する説明に努めた。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 警察本部交通規制課

リアルタイムな渋滞情報を提供するために必要な車両感知器６０基を更新整備し、情報

をドライバーに提供する情報板１基および光ビーコン１２基の更新整備を実施した。

種 別 道路交通に関する情報の充実

実施機関 土木交通部道路課

冬期については、ゆき雪情報システムにより、県内の路面状況や積雪情報等の情報提供

を実施した。また、道路が被災した場合については、速やかに道路情報提供装置で情報提

供を行った。

第４節 車両の安全性の確保

種 別 自動車の検査および点検整備の充実

実施機関 滋賀運輸支局

１ 自動車検査場検査実施車両数

台

２ 事業者監査、研修会等の実施

実 施 項 目 実 績

指 定 整 備 事 業 者 監 査 事業場

自 動 車 検 査 員 研 修 名

街 頭 検 査 両

分 解 整 備 事 業 者 監 査 事業場

整 備 主 任 者 等 研 修 名

整 備 管 理 者 研 修 名

種 別 交通関係用品の安全性の確保および向上

実施機関 近畿経済産業局

現在、自動二輪車乗車用ヘルメットおよび原動機付自転車乗車用ヘルメットを、消費生

活用製品安全法（昭和 年法律第 号）に規定する特定製品に指定しており、基準に適合

しない製品の製造・輸入・販売を禁止している。同法に基づく製造・輸入事業者の届出等

の受理、届出事業者に対する報告徴収・立入検査等を通じて、こうした製品の安全性を確

保した。

第５節 道路交通秩序の維持

種 別 交通の指導取締りの強化等

実施機関 警察本部交通指導課

住民の要望を踏まえ、交通実態に対応した指導取締りを計画的に実施した。

総取締り件数（点数切符を除く） 件（平成 年中）
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主な交通違反の内容（平成 年中）

違 反 種 別 検挙件数（件）

無 免 許 運 転

酒 酔 い ・ 酒 気 帯 び 運 転

速 度 違 反

信 号 無 視

通 行 区 分 ・ 追 越 し

一 時 不 停 止

横 断 歩 行 者 妨 害

整 備 不 良 車 運 転

駐 ・ 停 車 違 反

そ の 他

計

座席ベルト等の取締り状況（平成 年中） 件

種 別 交通事故事件に係る適正かつ緻密な捜査の一層の推進

実施機関 警察本部交通指導課

１ 専従捜査体制の強化等

登用から日の浅い新任警察署交通課員を対象とした交通事故事件捜査専科（２週

間）を実施し、警察署交通課員の捜査能力の向上を図った。

また、新任交通課員を対象とした「交通事故・事件捜査能力育成プログラム」を

実施し、新任交通課員の早期戦力化を図った。

２ 初動捜査体制および科学的捜査体制の強化

重大事故事件等の発生時は、交通捜査鑑識係および追跡捜査係を早期に現場投入

し、現場鑑識活動および防犯ビデオ捜査等の強化により客観的証拠の収集に努めた

ほか、刑事部科学捜査研究所と連携し、ＤＮＡをはじめとした科学捜査の活用によ

り、被疑者の検挙に努めた。

ひき逃げ事件の発生検挙状況（平成 年中）

事 故 の 態 様 発生件数 検挙件数 検 挙 率

死 亡 事 故 件 件 ％

重 傷 事 故 件 件 ％

軽 傷 事 故 件 件 ％

計 件 件 ％

種 別 暴走族対策の強化

実施機関 警察本部交通指導課、健康医療福祉部子ども・青少年局

１ 暴走族の現勢

区 分 ＼ 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

グ ル ー プ 数 １

グ ル ー プ 員 数 人 人 人 人 人

非 グ ル ー プ 員 数 人 人 人 人 人
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主な交通違反の内容（平成 年中）

違 反 種 別 検挙件数（件）

無 免 許 運 転

酒 酔 い ・ 酒 気 帯 び 運 転

速 度 違 反

信 号 無 視

通 行 区 分 ・ 追 越 し

一 時 不 停 止

横 断 歩 行 者 妨 害

整 備 不 良 車 運 転

駐 ・ 停 車 違 反

そ の 他

計

座席ベルト等の取締り状況（平成 年中） 件

種 別 交通事故事件に係る適正かつ緻密な捜査の一層の推進

実施機関 警察本部交通指導課

１ 専従捜査体制の強化等

登用から日の浅い新任警察署交通課員を対象とした交通事故事件捜査専科（２週

間）を実施し、警察署交通課員の捜査能力の向上を図った。

また、新任交通課員を対象とした「交通事故・事件捜査能力育成プログラム」を

実施し、新任交通課員の早期戦力化を図った。

２ 初動捜査体制および科学的捜査体制の強化

重大事故事件等の発生時は、交通捜査鑑識係および追跡捜査係を早期に現場投入

し、現場鑑識活動および防犯ビデオ捜査等の強化により客観的証拠の収集に努めた

ほか、刑事部科学捜査研究所と連携し、ＤＮＡをはじめとした科学捜査の活用によ

り、被疑者の検挙に努めた。

ひき逃げ事件の発生検挙状況（平成 年中）

事 故 の 態 様 発生件数 検挙件数 検 挙 率

死 亡 事 故 件 件 ％

重 傷 事 故 件 件 ％

軽 傷 事 故 件 件 ％

計 件 件 ％

種 別 暴走族対策の強化

実施機関 警察本部交通指導課、健康医療福祉部子ども・青少年局

１ 暴走族の現勢

区 分 ＼ 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

グ ル ー プ 数 １

グ ル ー プ 員 数 人 人 人 人 人

非 グ ル ー プ 員 数 人 人 人 人 人

２ 取締り状況

区 分 ＼ 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

道路交通法

件数（件）

人員（人）

刑 法 犯

件数（件）

人員（人）

特 別 法 犯

件数（件）

人員（人）

計

件数（件）

人員（人）

３ 押収車両

区 分 ＼ 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

二 輪 車 （台数）

四 輪 車 （台数）

計

注：（ ）内は逮捕人員をうち数で示す。

４ 暴走族関係事犯の再発防止

県内 ケ所の少年センターにおいて、計 件の道路交通法違反（暴走行為）に関する

相談を受け、暴走行為等を行う少年に対して非行少年等の立ち直り支援事業（あすくる）

等により支援が実施された。

第６節 救助・救急活動の充実

種 別 救助・救急体制の整備

実施機関 総合政策部防災危機管理局、健康医療福祉部健康医療課、

中日本高速道路 株 名古屋支社、西日本高速道路 株 関西支社

１ 心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進

各保健所において、ＡＥＤ使用法を含む心肺蘇生法の講習会を実施した。

また、ＡＥＤ等練習機器を貸出しし、普及啓発活動のサポートを実施した。

さらに、「救急の日」「救急医療週間」における関係機関へのポスター等の配布等

により、普及啓発を行った。

２ 救急救命士の養成

県内消防本部から救急救命東京研修所および九州研修所への職員派遣

新規養成課程 ８人

指導救命士養成研修 １１人

３ 防災ヘリコプターによる救急業務の推進
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平成２８年中救急活動件数 ３０件

４ 救助隊員および救急隊員の教育訓練の充実

消防学校での教育訓練の実施

専科教育救助科 ２５人 約５週間

専科教育救急科 ６６人 約８週間

５ 高速自動車国道等における救急業務実施体制の整備

名神高速道路消防協議会および京滋バイパス消防連絡協議会に参画し、それぞれの

協議会が開催する総会や研修会等に出席するなど高速道路における救急業務実施に

ついて関係機関の連携強化に努めた。

種 別 救急医療体制の整備

実施機関 健康医療福祉部健康医療課

１ 救急医療体制の整備

（単位：千円）

事 業 名 事 業 費

小 児 救 急 医 療 運 営 費 補 助

救 命 救 急 セ ン タ ー 運 営 費 補 助

救 急 医 療 情 報 シ ス テ ム の 運 営

２ ドクターヘリ事業の推進

京滋ドクターヘリの運航に係る関係機関との調整、ランデブーポイント増設および

啓発活動等を実施し、救急医療体制の充実を図った。

種 別 救急関係機関の協力関係の確保等

実施機関 総合政策部防災危機管理局、健康医療福祉部健康医療課

医療機関と消防機関の関係者で構成する協議会と部会を開催し、救急搬送から救急医

療の提供まで迅速かつ適切な実施を図るとともに連携の強化を図った。

１ 滋賀県メディカルコントロール協議会の開催

＜第１回＞

開催日：平成 年 月 日（水）

場 所：滋賀県危機管理センター

＜第２回＞

開催日：平成 年 月 日（水）

場 所：滋賀県危機管理センター

２ 実施基準策定部会の開催

開催日：平成 年 月 日（火）

場 所：滋賀県危機管理センター

３ メディカルコントロール部会の開催

開催日：平成 年 月 日（火）

場 所：滋賀県危機管理センター
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平成２８年中救急活動件数 ３０件

４ 救助隊員および救急隊員の教育訓練の充実

消防学校での教育訓練の実施

専科教育救助科 ２５人 約５週間

専科教育救急科 ６６人 約８週間

５ 高速自動車国道等における救急業務実施体制の整備

名神高速道路消防協議会および京滋バイパス消防連絡協議会に参画し、それぞれの

協議会が開催する総会や研修会等に出席するなど高速道路における救急業務実施に

ついて関係機関の連携強化に努めた。

種 別 救急医療体制の整備

実施機関 健康医療福祉部健康医療課

１ 救急医療体制の整備

（単位：千円）

事 業 名 事 業 費

小 児 救 急 医 療 運 営 費 補 助

救 命 救 急 セ ン タ ー 運 営 費 補 助

救 急 医 療 情 報 シ ス テ ム の 運 営

２ ドクターヘリ事業の推進

京滋ドクターヘリの運航に係る関係機関との調整、ランデブーポイント増設および

啓発活動等を実施し、救急医療体制の充実を図った。

種 別 救急関係機関の協力関係の確保等

実施機関 総合政策部防災危機管理局、健康医療福祉部健康医療課

医療機関と消防機関の関係者で構成する協議会と部会を開催し、救急搬送から救急医

療の提供まで迅速かつ適切な実施を図るとともに連携の強化を図った。

１ 滋賀県メディカルコントロール協議会の開催

＜第１回＞

開催日：平成 年 月 日（水）

場 所：滋賀県危機管理センター

＜第２回＞

開催日：平成 年 月 日（水）

場 所：滋賀県危機管理センター

２ 実施基準策定部会の開催

開催日：平成 年 月 日（火）

場 所：滋賀県危機管理センター

３ メディカルコントロール部会の開催

開催日：平成 年 月 日（火）

場 所：滋賀県危機管理センター

第７節 被害者支援の充実と推進

種 別 損害賠償の請求についての援助等

実施機関 滋賀運輸支局

〔無保険（無共済）車両対策の徹底〕

・無保険（無共済）車の街頭取締り実績 １回

・無保険（無共済）車の監視実績 ３回

種 別 損害賠償の請求についての援助等

実施機関 警察本部交通指導課

交通事故被害者に各種窓口を教示した。

種 別 損害賠償の請求についての援助等

実施機関 土木交通部交通戦略課

〔交通事故相談所の活動強化〕

広報・啓発事業

ア 交通事故相談の広報用カード「交通事故相談カード」を作成し、市町、警察をはじ

め関係機関に配布したほか自動車安全運転センターおよび自動車事故対策機構にも

配布し、相談所の存在と業務内容の広報に努めている。

また、交通事故相談業務の周知を図り、その利用促進を図るため「交通事故相談の

概要」およびを作成し配布した。

イ ラジオ、広報誌等による広報

・京都放送滋賀放送局 ラジオ の「マナーアップ大作戦」

・広報誌「滋賀県交通安全対策室だより」

ウ インターネット「滋賀県ホームページ」を活用した広報

エ 市町の広報誌を通じての広報

オ 滋賀県民相談ネットワーク窓口を通じての広報

市町に対する研修等

市町交通安全担当者会議において、交通事故相談所の利用方法、手続き、業務内容等

の周知を図っている。

相談員の研修

ア 交通事故相談員中央研修会初任者コース（国土交通省主催）

６月 東京都（相談員１名参加）

イ 交通事故相談員総合支援研修会（国土交通省主催

月 大阪府（ 年度参加者なし）

交通事故相談件数

平成 年中に受理した相談は、大津本所 件、彦根分室１ 件、計 件で前年に

比べ 件減少したが、発生した交通事故の相談率は、 ％と前年より増加ている。
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※巡回相談は、相談所を利用できない相談者の利便を図るため、予約制で出張相談に

応じている。

【相談活動の状況】

相談内容 平成 年 平成 年

件数 構成比 ％ 件数 構成比 ％

賠償額の算定

示談の仕方

過失程度

自賠責保険請求等

債務不履行

訴訟調停の利用

賠償責任者

労災・社会保険の使用

示談解決後の変更取消

各種福祉施設の利用

生計の維持

各種援護措置の利用

身体障害者の更生

その他

計

種 別 交通事故被害者支援の充実強化

実施機関 滋賀運輸支局、土木交通部交通戦略課

１ 交通遺児援護団体育成補助金

（公財）おりづる会の運営事務費補助 円

〔経済支援事業〕 ・新 入 学 給 付 金： 人 円

・学年進級支援金： 人 円

・卒業祝金 ： 人 円

・交通遺児奨学金： 人 円

〔厚生援護等事業 〕・レクリェーション（夏・冬）

・機関紙の発行（年２回）

２ 独立行政法人自動車事故対策機構の活動状況

・交通遺児等貸付 ： ５件（新規： ０件、継続： ５件）

・介 護 料 の 支 給 ： 件（新規： １件、継続： 件）

種 別 交通事故被害者支援の充実強化

実施機関 警察本部交通指導課

被害者連絡実施状況

被害者連絡 手引配布

ひき逃げ ４０ ３５
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※巡回相談は、相談所を利用できない相談者の利便を図るため、予約制で出張相談に

応じている。

【相談活動の状況】

相談内容 平成 年 平成 年

件数 構成比 ％ 件数 構成比 ％

賠償額の算定

示談の仕方

過失程度

自賠責保険請求等

債務不履行

訴訟調停の利用

賠償責任者

労災・社会保険の使用

示談解決後の変更取消

各種福祉施設の利用

生計の維持

各種援護措置の利用

身体障害者の更生

その他

計

種 別 交通事故被害者支援の充実強化

実施機関 滋賀運輸支局、土木交通部交通戦略課

１ 交通遺児援護団体育成補助金

（公財）おりづる会の運営事務費補助 円

〔経済支援事業〕 ・新 入 学 給 付 金： 人 円

・学年進級支援金： 人 円

・卒業祝金 ： 人 円

・交通遺児奨学金： 人 円

〔厚生援護等事業 〕・レクリェーション（夏・冬）

・機関紙の発行（年２回）

２ 独立行政法人自動車事故対策機構の活動状況

・交通遺児等貸付 ： ５件（新規： ０件、継続： ５件）

・介 護 料 の 支 給 ： 件（新規： １件、継続： 件）

種 別 交通事故被害者支援の充実強化

実施機関 警察本部交通指導課

被害者連絡実施状況

被害者連絡 手引配布

ひき逃げ ４０ ３５

その他重大な交通事故 ６０ ５８

第８節 研究開発および調査研究の充実

種 別 道路交通の安全に関する研究開発の推進

道路交通事故原因の総合的な調査研究の充実強化

実施機関 滋賀国道事務所、警察本部交通企画課、警察本部交通規制課、土木交通部道路

課、土木交通部交通戦略課

○交通事故の実態把握と効果的な対策立案の推進

・国、県の道路管理者に加え、警察本部が事務局となっている。

・滋賀県道路交通環境安全推進連絡会議、同会議作業部会において、現地検討会を実施

し、学識経験者を交えた現地調査・対策検討等を実施し、事故の分析、現地での状況確

認を行うとともに、アドバイザー会議では対策案について学識経験者、運輸事業者等の

アドバイスをいただくなど、多角的な視点を対策案に反映させた。また、会議では対策

後の効果検証も行い有効な対策となるよう努めた。

・重大事故発生箇所等における関係機関合同での現地検討会への参加した

○事故危険個所の対策検討

・事故危険個所対策を実施

〇交通管理技術研究発表会等への参加により最新の技術動向の習得に努めた。
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第２章 鉄道交通の安全

第１節 鉄道交通環境の整備

種 別
鉄道施設の点検と整備
運転保安設備の整備
鉄道の地震対策の強化

実施機関 近畿運輸局

〔線路施設・信号保安設備等〕 （単位：千円）

事 業 名 事 業 量 事 業 費

線
路
施
設
等
の
整
備

軌 道 強 化 ｍ

線 形 ｍ

路 線 増 設 ｍ

橋 り ょ う 改 良 箇所

駅 改 良 駅

ト ン ネ ル 改 良 箇所

防 災 ・ そ の 他 箇所

小 計

運
転
保
安
設
備
等

自 動 閉 そ く 信 号 箇所

Ｃ Ｔ Ｃ 化 等 箇所

連 動 装 置 箇所

Ａ Ｔ Ｓ 等 箇所

列 車 無 線 装 置 箇所

信 号 機 改 良 等 箇所

小 計

合 計

＊事業量の欄に計上できないものは、事業費のみに計上している。
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第２章 鉄道交通の安全

第１節 鉄道交通環境の整備

種 別
鉄道施設の点検と整備
運転保安設備の整備
鉄道の地震対策の強化

実施機関 近畿運輸局

〔線路施設・信号保安設備等〕 （単位：千円）

事 業 名 事 業 量 事 業 費

線
路
施
設
等
の
整
備

軌 道 強 化 ｍ

線 形 ｍ

路 線 増 設 ｍ

橋 り ょ う 改 良 箇所

駅 改 良 駅

ト ン ネ ル 改 良 箇所

防 災 ・ そ の 他 箇所

小 計

運
転
保
安
設
備
等

自 動 閉 そ く 信 号 箇所

Ｃ Ｔ Ｃ 化 等 箇所

連 動 装 置 箇所

Ａ Ｔ Ｓ 等 箇所

列 車 無 線 装 置 箇所

信 号 機 改 良 等 箇所

小 計

合 計

＊事業量の欄に計上できないものは、事業費のみに計上している。

第３節 鉄道の安全な運行の確保

種 別 気象情報等の充実

実施機関 彦根地方気象台

〔気象情報等の充実・利用促進〕

鉄道交通に影響を及ぼす台風、大雨、竜巻等の激しい突風、地震等の自然現象について、

的確な実況監視を行い、関係機関、乗務員等が必要な措置を迅速にとり得るよう、警報・

予報等を適時・適切に発表して事故の防止・軽減に努めた。また、これらの情報の内容の

充実と効果的利活用の促進を図るため、「第１章 第３節 （ ）道路交通に関する情報の充

実」で述べた気象観測予報体制の整備、地震の監視体制の整備、各種情報の提供、気象知

識等の普及を行った。

特に、竜巻等の激しい突風による列車転覆等の被害の防止に資するため、竜巻注意情報

を適時・適切に発表するとともに、分布図形式の短時間予測情報として竜巻発生確度ナウ

キャストを提供した。また、走行中の列車における地震発生時の転覆等の被害の防止に資

するため、緊急地震速報（予報および警報）の鉄道交通における利活用の推進を図った。

第５節 救助・救急活動の充実

種 別 救助・救急活動の充実

実施機関 西日本旅客鉄道 株 京都支社

列車事故総合訓練の開催

○平成 年 月 日（水）

○訓練会場 滋賀県野洲市富波乙（網干総合車両所宮原支所野洲派出所）

○訓練想定

米原発姫路行き普通電車（乗客約 名）が篠原～野洲駅間を走行中、踏切内に進入して

きた自動車を直前で認め、非常ブレーキを使用したが間に合わず衝撃して停車。

先頭の 両目が脱線、多数のお客様が負傷。

○訓練開催に伴い関係機関・団体と協力
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第３章 踏切道における交通の安全

踏切道における交通の安全

種 別 踏切道の立体交差化、構造の改良および歩行者等立体横断施設の整備促進
踏切保安設備の整備および交通規制の実施
踏切道の統廃合の促進
その他の踏切道の交通の安全および円滑化を図るための措置
踏切事故防止対策協議会の効果的な運用

実施機関 近畿運輸局、土木交通部交通戦略課

１ 踏切道の構造改良、立体交差化および踏切保安設備等

（単位：千円）

区 分 事 業 量 事 業 費

踏 切 道 の 構 造 改 良 箇所

連 続 ・ 単 独 立 体 交 差 の 改 築 箇所

踏 切 道 の 格 上 げ 箇所

踏 切 保 安 設 備 箇所

合 計

２ 踏切事故防止キャンペーン等の実施

「踏切事故防止キャンペーン」を平成 年 月１日から 月 日まで実施

「春の全国交通安全運動」を平成 年４月６日から４月 日まで実施

「秋の全国交通安全運動」を平成 年９月 日から 月 日まで実施

３ 踏切事故防止対策協議会の効果的な運用

滋賀県踏切事故防止対策協議会において、踏切事故防止の広報啓発活動を実施すると

ともに、踏切停止線等の補修を行った。

鉄 道 事 業 者 箇 所 数 実 施 延 長

西日本旅客鉄道 箇所

東 海 旅 客 鉄 道 箇所

京 阪 電 気 鉄 道 箇所

近 江 鉄 道 箇所

信 楽 高 原 鐵 道 箇所

合 計 箇所
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（参考資料）

全国・滋賀県・市町の交通統計

第３章 踏切道における交通の安全

踏切道における交通の安全

種 別 踏切道の立体交差化、構造の改良および歩行者等立体横断施設の整備促進
踏切保安設備の整備および交通規制の実施
踏切道の統廃合の促進
その他の踏切道の交通の安全および円滑化を図るための措置
踏切事故防止対策協議会の効果的な運用

実施機関 近畿運輸局、土木交通部交通戦略課

１ 踏切道の構造改良、立体交差化および踏切保安設備等

（単位：千円）

区 分 事 業 量 事 業 費

踏 切 道 の 構 造 改 良 箇所

連 続 ・ 単 独 立 体 交 差 の 改 築 箇所

踏 切 道 の 格 上 げ 箇所

踏 切 保 安 設 備 箇所

合 計

２ 踏切事故防止キャンペーン等の実施

「踏切事故防止キャンペーン」を平成 年 月１日から 月 日まで実施

「春の全国交通安全運動」を平成 年４月６日から４月 日まで実施

「秋の全国交通安全運動」を平成 年９月 日から 月 日まで実施

３ 踏切事故防止対策協議会の効果的な運用

滋賀県踏切事故防止対策協議会において、踏切事故防止の広報啓発活動を実施すると

ともに、踏切停止線等の補修を行った。

鉄 道 事 業 者 箇 所 数 実 施 延 長

西日本旅客鉄道 箇所

東 海 旅 客 鉄 道 箇所

京 阪 電 気 鉄 道 箇所

近 江 鉄 道 箇所

信 楽 高 原 鐵 道 箇所

合 計 箇所



管 区分

区 都道府県 増 減 数 増 減 率 増 減 数 増 減 率 増 減 数 増 減 率

△19 △10.7

青 森 県 △114 △3.0 △234 △4.9

岩 手 県 △187 △7.3 △7 △8.8 △249 △7.7

宮 城 県 △638 △7.4 △856 △7.8

秋 田 県

山 形 県 △310 △4.8 △29 △50.9 △367 △4.6

福 島 県 △1,092 △15.8 △1,232 △14.8

△1,862 △5.4 △2 △1.2 △2,103 △5.3

茨 城 県 △1,158 △10.0 △1,694 △11.2

栃 木 県 △843 △13.3 △22 △22.4 △991 △12.6

群 馬 県 △1,655 △10.9 △6 △8.8 △2,211 △11.3

埼 玉 県 △1,712 △5.8 △26 △14.7 △1,899 △5.3

千 葉 県 △628 △3.4 △866 △3.7

神 奈 川 県 △1,222 △4.3 △38 △21.3 △1,468 △4.3

新 潟 県 △651 △12.2 △901 △13.9

山 梨 県 △284 △6.1 △476 △7.8

長 野 県 △567 △6.4 △629 △5.7

静 岡 県 △973 △3.0 △16 △10.5 △1,312 △3.1

富 山 県 △479 △12.1 △10 △14.3 △567 △12.4

石 川 県 △250 △6.6 △342 △7.6

福 井 県 △341 △15.6 △431 △16.8

岐 阜 県 △754 △10.2 △16 △15.1 △888 △9.0

愛 知 県 △2,818 △6.4 △1 △0.5 △3,983 △7.2

三 重 県 △1,131 △15.8 △1,359 △14.3

滋 賀 県 △585 △10.0 △20 △27.4 △974 △12.8

京 都 府 △1,241 △13.3 △27 △31.0 △1,584 △14.1

大 阪 府 △2,687 △6.6 △35 △17.9 △3,021 △6.2

兵 庫 県 △1,202 △4.2 △19 △11.1 △1,806 △5.1

奈 良 県 △571 △11.2 △771 △11.9

和 歌 山 県 △584 △16.7 △8 △16.7 △860 △19.6

鳥 取 県 △66 △6.3 △21 △55.3 △7 △0.6

島 根 県 △74 △5.3 △76 △4.7

岡 山 県 △1,697 △16.0 △8 △9.2 △2,032 △16.0

広 島 県 △1,389 △12.5 △9 △9.5 △1,576 △11.4

山 口 県 △326 △5.7 △494 △6.9

徳 島 県 △287 △7.4 △401 △8.3

香 川 県 △1,033 △13.2 △1,117 △11.7

愛 媛 県 △589 △11.6 △1 △1.3 △645 △10.8

高 知 県 △198 △8.3 △285 △10.4

福 岡 県 △2,426 △6.1 △9 △5.9 △2,841 △5.4

佐 賀 県 △778 △9.1 △13 △27.1 △1,116 △9.7

長 崎 県 △469 △7.7 △4 △8.9 △386 △4.9

熊 本 県 △490 △7.4 △12 △15.2 △608 △7.1

大 分 県 △439 △8.9 △4 △8.7 △572 △8.9

宮 崎 県 △440 △4.7 △7 △13.5 △678 △6.2

鹿 児 島 県 △560 △7.0 △12 △15.6 △704 △7.4

沖 縄 県 △130 △2.3 △2 △4.9 △53 △0.8

△ 37,698 △7.0 △ 213 △5.2 △ 47,170 △7.1

（注）　警察庁電算集計による。

傷 者

北 海 道

東 京 都

発 生 件 数 死 者

平成28年　都道府県別交通事故発生状況

計

東

北

関

東

中

部

近

畿

中

国

四

国

九

州
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平成28年　県内の各種交通事故発生状況（前年対比）

   （１）  月    別

月

区分

重 傷

年 軽 傷

重 傷

年 軽 傷

△     △     △   △   △     △     △     △     △     △     △     △   

△  △  △  △  △    △  △    △  △  △    △    △  

△      △      △      △      △      △      △      △     

△  △  △  △  △  △  △  △  

△      △     △     △     △     △     

△    △  △  △  △  △    

△     △     △   △   △     △   △     △     △   △     △     △   

（％） △  △  △  △  △  △  △    △  △  △    △    △  

△     △     △   △   △     △     △     △     △   △     △     △   

△  △  △  △  △  △  △  △  △  △    △    △  

   （２）  曜　日   別

曜日

区分

△     △   △     △     △   △   △     △   

△      △      △     △      △     

△   △   △     △     △   △   △     △   

   （３）  時間帯別

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

区分

△      △     △     △      △     △   △     △     △   △   △     △     △   

△      △      △      △      △      △      △      △      △     

△     △     △     △   △   △     △   △   △     △     △   

傷
　
　
　
者

対
　
　
比

件 数

死 者

重 傷

軽 傷

件 数

死 者

傷

者

計

件 数

死 者

傷

者

土 計日 月 火 水

件 数

前 年 比

木 金

構 成 率

死 者

前 年 比

構 成 率

構 成 率

死 者

計

傷 者

前 年 比

構 成 率

平
成

平
成

構 成 率

時間帯

前 年 比

構 成 率

傷 者

前 年 比

件 数

前 年 比
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（４）道路別

国 道

区分

△ △ △   △   △    △ △   △    △   △     △ △ △ △ △

△   △   △   △   △   △   △   △   △   

△ △ △ △    △ △ △   △    △   △   △   △ △ △ △ △ △

（５）道路形状別

道路形状 一般　

カーブ
交通の

区分 点 灯 点 滅 無 故障等 点 灯 点 滅 無 故障等
屈　折 場所　

△ △   △ △ △   △   △ △ △   △ △

△   △   △   △   △   △     △   △   

△ △   △ △ △   △ △ △

（６）事故類型別

対背面 正面 追越 路外

区分
通行中 衝突 追抜時 逸脱

△ △ △ △ △ △ △ △  △   △ △

△   △   △   △    △   △   △   

△ △ △ △ △ △   △ △  △ △

構成率

件 数

構成率

傷 者

死 者

前年比

構成率

死 者

前 年 比

構 成 率

構 成 率

傷 者

前年比

件 数

前 年 比

構 成 率

構成率

前年比

構成率

傷 者

前年比

湖西
道路

前年比

計

事故
類型

件 数

前年比

構成率

交差点付近

横断中 その他

そ

の

他

県

　
　
道

市

町

道

高
速
道
路
等

信号機 信号機

小計

道路

橋 その他

単路

その他
列車

踏
切

計

車 両 単 独

トンネル

追突
出会
い頭

その他 工作物

交差点

計

人 対 車 両 車 両 相 互

死 者

前 年 比
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（７）第１当事者の年齢層別

不

歳 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳

以 以

区分 下 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 上 明

△  △  △  △  △ △  △  △  △  △  △  △    △  △

△    △    △    △    △    △    △    △    △   

△  △  △ △ △ △ △  △  △ △  △  △  △  △

（８）第１当事者の車種別

区分

△    △ △ △    △    △  △  △    △  △  △   △

△    △    △    △    △    △    △    △     △   

△    △ △ △  △  △  △ △    △  △  △   △

（９）第１当事者の違反別

区分 漫然 脇見

△    △    △  △    △    △  △ △  △ △  △  △

△    △    △    △    △    △    △   

△  △ △    △    △  △ △ △  △ △  △  △

前年比

構成率

構成率

傷 者

死 者

前年比

構成率

前年比

そ

の

他

違

反

歩

行

者

の

安 全 運 転 義 務 違 反

そ

の

他

構成率

最

高

速

度

傷 者

前年比

構成率

過

労

運

転

構成率

死 者

前年比

件 数

前年比

信

号

無

視

計

違反
不

明

計不

確

認

安

全

追

越

し

一
時
不
停
止

酒

酔

い

前 方 不 注 意

軽　車　両

自

ニ

特

殊

車

原

付

二　輪　車 不

明

年齢層

構成率

傷 者

前年比

構成率

前年比

構成率

死 者

前年比

件 数

車種

件 数

大

型

中

型

軽

ミ
ニ
カ
ー

乗 用 車 貨 物 車

普

通

普

通

軽

計

大

型

中

型

自

転

車

そ

の

他

歩

行

者

作
不
適

運
転
操
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（１０）死傷者の年齢層別

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳

以

区分 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 上

△    △    △    △    △    △    △    △    △  

△  △  △  △ △  △  △ △  △  △  △  △  △  △  △

（注）　こどもとは中学生以下をいう

（１１）死傷者の状態別

自転車

区分

乗用中

運転中 同乗中 運転中 同乗中 運転中 同乗中

△    △    △  △    △  

△  △  △  △    △  △    △ △ △  △

その他は、列車乗車中、歩行者以外の道路上の人及び道路外の人をいう。

計

状態

年齢層

死 者

こ
　
ど
　
も

高
　
校
　
生

構成率

傷 者

死 者

構成率

自 動 二 輪

前年比

構成率

傷 者

前年比

前年比

構成率

前年比

歩行中 計

原 付 自 動 車

その他

歳

未

満

そ

の

他

の

− 5 −



平成28年　市町別各種交通事故発生状況

区分

発生
市町

全事故件数
に占める率

全事故件数
に占める率

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近江八幡市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町

竜 王 町

愛 荘 町

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

高速道路等

合 計

全 事 故

件 数 傷 者

死 亡 事 故

件 数 死 者

自 転 車 事 故

件 数死 者

歩 行 者 事 故

件 数 死 者 死 者 傷 者傷 者
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区分

発生
市町

全死傷者数
に占める率

全事故件数
に占める率

全死傷者数
に占める率

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近江八幡市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町

竜 王 町

愛 荘 町

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

高速道路等

合 計

死 傷 者 件 数

こ ど も の 事 故 高 齢 者 の 事 故

傷 者 死 傷 者死 者死 者 傷 者
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区分

発生
市町

全事故件数
に占める率

全事故件数
に占める率

全事故件数
に占める率

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近江八幡市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町

竜 王 町

愛 荘 町

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

高速道路等

合 計

件 数 死 者

二 輪 車 事 故 高 校 生 の 事 故 交 差 点 事 故

件 数 死 者 傷 者 傷 者 件 数 死 者 傷 者
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区分

発生
市町

全事故件数
に占める率

全事故件数
に占める率

全事故件数
に占める率

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近江八幡市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町

竜 王 町

愛 荘 町

豊 郷 町

甲 良 町

多 賀 町

高速道路等

合 計

死 者 傷 者

女 性 ド ラ イ バ ー 事 故 若 年 ド ラ イ バ ー 事 故

傷 者

高 齢 ド ラ イ バ ー 事 故

件 数 死 者 死 者 件 数傷 者 件 数
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